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第1章 序論 

1.1. 研究背景 

本節では，まず 1.1.1 において，日本の観光分野の現状について概観したうえで，観光分

野におけるマーケティングの必要性について述べる．次に 1.1.2 では，近年の技術革新によ

りあらゆる産業に影響を与えている ICT（Information and Communication Technology）が，

観光者や観光産業に与えた影響について述べる． 

 

1.1.1.観光分野におけるマーケティングの必要性の高まり 

2008 年，日本では観光立国の実現に向けて，国土交通省の外局の一つとして観光庁が設

置された．観光産業が重要な産業と位置付けられる背景には，国際観光市場の拡大がある．

国際観光客到着数はリーマンショック直後の 2009 年を除いて常に伸び続けており（図 

1-1），この人数は今後も伸び続け 2020 年には 14 億人に達すると予測されている（UNWTO 

2014）．人口が減少し続け国内での経済成長に限界がある日本において，成長が著しい国際

観光市場でのニーズを獲得することが経済発展に向けた重要な課題の一つとして位置付け

られている．また，観光産業の持つ波及効果も観光振興が重要視される要因の一つである．

観光が関与する産業は多岐にわたり，観光者が観光をする際には，交通機関や飲食店を利

用し，宿泊観光であれば宿泊施設を利用するなど様々な場面で消費行動を伴う．これによ

り，観光による所得創出効果，雇用創出効果，税収効果などの様々な好影響が期待できる

（Crouch & Ritchie 1999；岡本 2001）．このような観光独自の特性に注目が集まり，人口減

少や少子高齢化という問題を抱える多くの地域が観光によって経済を活性化させ，交流人

口を増加させようと試みている． 

以上のように観光のもたらす効果が国内外で注目される一方で，日本国内の観光振興に

おいては，各地域に一般企業と同様のマーケティングの必要性が指摘されている（大津 

2009；山上 2005；山田 2010）．マーケティングが必要とされる背景には大きく分けて二つ

の問題が存在する．一つ目の問題は国内旅行市場の伸び悩みである．図 1-2 は国内の旅行

消費額，宿泊旅行延べ人数，日帰り旅行延べ人数の推移を示したものである．これを見る

と，旅行消費額は現在の調査方法が採用された 2010 年の 20.5 兆円から微減微増はあるも
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のの，傾向としては横ばいの状態と言え，旅行人数も同様の傾向である．また，今後日本

の人口が減少していくことは確実視されており（国立社会保障・人口問題研究所 2017），

現在は伸び悩んでいる状態の市場が徐々に縮小していくことも懸念される．つまり，多く

の地域は観光者が自然に来るのをただ待つのではなく，他の地域と競争し戦略的に呼び込

む必要があると言える．二つ目の問題は訪日外国人旅行者の特定の地域への集中である．

国内旅行市場とは対照的に，訪日外国人旅行者は今後も増加していくことが予測されてい

る（観光庁 2017b）．しかし，その多くは，東京，箱根，富士山，名古屋，京都，大阪など

「ゴールデンルート」と呼ばれる地域に集中しており（新井 2017；加藤 2017；杜 2016），

訪日外国人旅行者増加による恩恵が及ばない地域が多いというのが現状である．一方で，

今後も訪日外国人旅行者が増加していくことで，ニーズが多様化することも予想される．

そのような状況下で，多くの地域には独自の誘致策の実施や受け入れ態勢の整備など，イ

ンバウンドの地方分散に向けて競争力を高めることが求められる． 

 

 

図 1-1 国際観光客到着数の推移 

（観光庁 2017b をもとに筆者作成） 
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図 1-2 国内旅行消費額，宿泊旅行延べ人数，日帰り旅行延べ人数の推移 

（観光庁 2017b，観光庁 2015b をもとに筆者作成） 

 

他方で，社会環境の変化からもマーケティングの必要性が高まっている．ここでの社会

環境の変化とはインターネットや高機能情報端末の普及による高度情報社会化である．消

費者の情報リテラシや企業側の推薦技術の向上により，企業は，従来であれば店舗スペー

スや人件費のなどコストの問題から販売を取りやめるような販売実績の悪い商品を，イン

ターネットを使って販売し，限定的な消費者のニーズを満たすことで利益を生み出すこと

が可能になった．このような，従来であれば販売機会の与えられない数多くの商品に焦点

を当てた「ロングテール」(1)と呼ばれるビジネスモデルの採用により，多くの企業が売上

を増加させている（水野 2006）．これは観光や旅行の世界でも同様であり，近年急速に普

及しているソーシャルメディアを活用することで，共通したニーズを持つ最大公約数的な

観光客だけではなく，より特化されたニーズを持つ観光客にも対応できる可能性が生まれ

た（内田 2015a）．また，ソーシャルメディアはパンフレットやガイドブックなど従来の宣

伝媒体に対して，即時性（情報の更新速度），改変性（一度発信した情報の変更）などの点

で優位であり，その多くは従来に比べ安価もしくは無料で利用可能である（立入 2011）．

つまり，ソーシャルメディアは，地域に魅力を感じる可能性のある限定的で潜在的な観光

者に対して，直接アプローチする機会を多くの地域に与えている．しかし，ソーシャルメ
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ディアによって機会を得ているのは他の地域も同様である．つまり，観光者と結びつくた

めの手段は十分に進化したものの，その機会を利益に繋げるには，他の観光地との差別化

を図るなど，戦略的な取り組みが求められる． 

以上のように日本の各地域は他の地域と競争し，戦略的に観光者を獲得することが求め

られている．しかし，これまでの日本の各地域の観光振興組織は，人材の不足など種々の

制約によってデータに基づく科学的な分析が不十分であると指摘されている（加藤 2017）．

このような日本の観光振興は後述する Kotler et al.（2010）のマーケティング概念における

マーケティング 1.0 の段階にあり，データに基づいて消費者志向を実現するマーケティン

グ 2.0 や，さらにその先の，社会にとって有益な付加価値を生み出すマーケティング 3.0 の

実現には至っていない．本項では日本の観光振興における「マーケティングの必要性」に

ついて述べてきたが，より具体的に述べるならば，現在日本の各地域に求められているの

は，未だ 1.0 の段階に留まるマーケティング概念を 2.0 の段階へと進展させることである．

この日本の観光振興の現状については 2 章で詳述する． 

このような現状に対する今後の方針として，観光庁（2017）は，各地域に日本版 DMO

（Destination Management/Marketing Organization）を設立することで，DMO による科学的ア

プローチによる観光地域づくりが行われること期待している．科学的アプローチとは，経

験や勘による意思決定ではなく，データに基づいて意思決定を行うことであり，その意思

決定による効果や変化についての評価を行い，改善に繋げるといった PDCA サイクル(2)を

確立することである（観光庁 2017a）．PDCA サイクルを実現するには，マーケティング活

動におけるあらゆる段階において，データを収集し，分析し，解釈する必要がある．この

一連の流れを「マーケティング・リサーチ」と呼び，現在の日本の観光振興に必要な活動

の一つである（2 章で詳述）．しかし，アンケート調査など，従来の手法によって大規模な

データを収集しようとした場合，多額の費用が必要であるが，日本の観光振興組織の多く

が予算不足という課題を抱えている（観光庁 2016b；日本観光振興協会 2012）．このよう

な現状の打開策の一つとして，比較的安価に観光者に関する大規模なデータを入手するこ

とが可能であるソーシャルメディアの活用が考えられる．なお，ソーシャルメディアやそ

のデータの特徴，制約については後述する． 
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1.1.2.観光分野における ICTの進展 

1980 年代以降，ICT（情報通信技術; Information and Communication Technology）は世界的

に観光を変革してきた（Buhalis & Law 2008）．また，オンラインテクノロジはプロモーシ

ョン，製品流通，コミュニケーション，管理，リサーチなど様々な方法で活用可能である

（Carson & Sharma 2001）．UNWTO（2001）は，ICT は観光振興組織や観光地，観光関連産

業全体の競争力にとって重要な役割を果たしていると指摘している．加えて，日本の観光

庁（2010）は，ICT は情報のリアルタイムの入手，共有，発信，蓄積，解析，活用などを

容易にし，利便性を向上させ，効果的・効率的な社会活動を可能にするなど，様々な効用

をもたらすものであり，観光分野においても，ICT を活用することで大きな変革を期待す

ることができるとしている． 

実際に ICT は観光者の行動に次のような影響を与えている．インターネットが普及し，

観光情報の検索，交通手段や宿泊施設の予約が容易になったことに加え，スマートフォン

のような高機能なモバイル端末が普及したことによって，観光者は屋外での観光中にも次

の観光スポットや飲食店などの情報を検索することが可能となった（山本 2015）．旅行計

画におけるインターネットの使用状況を調査した研究（Xiang et al. 2015）では，世代に関

わらず，インターネットは最も重要な旅行計画ツールであることを明らかにしている．日

本国内では，かつては観光情報源としてガイドブックやパンフレットが用いられてきたが，

2008 年以降，「旅行に行くに当たって参考にする情報源」として最も使われているのはイ

ンターネットである（日本観光振興協会 2015）．さらに，訪日外国人が旅行出発前に最も

役に立った情報源は「個人のブログ」，旅行中に最も役に立った情報源は「インターネット

（スマートフォン）」と答えており，ここでもオンラインの情報源が使用されている（観光

庁 2016）． 

また，インターネットの普及において特にソーシャルメディアの重要性の高まりは，

人々が旅行や観光のための情報を収集する方法に影響を与えている（Standing et al. 2014）．

Law et al.（2014）は観光者の旅行商品に関する購買意思決定プロセスの変化を Engel et al.

（1990）の示した五つのステージ（欲求認識，情報探索，代替案の評価，購買，購買後の

評価・将来の行動）に基づき分析した．その結果，ソーシャルメディアの発展に伴い観光

者の情報探索は，旅行代理店に依頼するやり方から，自ら進んでインターネットで必要な

情報を探すやり方へ変化したと指摘している．また，佐野（2017）は，ソーシャルメディ

アのようなニューウェーブの技術は，観光者が雑誌や旅行代理店などから観光地に関する

情報を受動的かつ一方的に受ける時代を，面識のないインターネットユーザから旅行関連

の情報を主動的かつ双方向的に交流できる時代に転換させたとしている(3)．ニューウェー
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ブの技術とは安価なコンピュータや携帯電話，低コストのインターネット，オープンソー

スを指し，この技術によって台頭したサービスとしてソーシャルメディアが挙げられる

（Kotler et al. 2010）． 

以上のように，観光者がソーシャルメディアを重要な情報源の一つと捉える背景には，

ソーシャルメディアによる観光者の情報発信者への変化がある．例えば，観光者は旅行中

に撮影した写真をソーシャルメディアに投稿することで自身の観光体験を社会的に共有し

ている（Law et al. 2014；Lo et al. 2011；Liu et al. 2013）．また，旅行後にはブログを通じて

友人やその他の人々との個人の体験や意見を共有している（Chen et al. 2014）ほか，

TripAdvisor のようなレビューサイトに投稿することで，ホテル，観光地，航空会社など，

様々な旅行関連のサービス提供者側に対する評価を共有している（Hudson & Thal 2013）．

このように，ソーシャルメディアの普及が観光者の個人的な観光体験を社会的に共有する

ことを促進しており，観光者によって生み出されたこれらの情報は UGC（ユーザ生成コン

テンツ；user-generated content）とも呼ばれ，前述したように，観光者にとって重要な情報

源として機能している． 

観光者の情報検索の変化もあり，観光者の観光のスタイルは団体旅行中心から個人旅行

中心へと変化し（松原ら 2013），観光関連産業の産業構造にもその影響が表れている．か

つて観光産業は，各サービス業者によって生み出されるサービスを旅行代理店が観光者に

提供する B2B2C（Business to Business to Consumer）の形態をとっていた．しかし，現在で

は観光者自ら各サービス業者との取り引きが可能となったため，旅行代理店の役割が失わ

れ，B2C（Business to Consumer）での取り引きが増加している（松尾ら 2013）．そして，米

国においてはその傾向が顕著であり，1995 年に約 33,600 社存在した旅行代理店が，2007

年には約 18,000 社まで減少している（松尾ら 2013）．このような既存のビジネスモデルの

衰退とは対照的に，ICT による変化を活かした先進的な取り組みとして，2013 年に観光庁

長官賞を受賞した trippiece(4)が挙げられる．trippiece はソーシャル・トリップ・サービスと

も呼ばれ，ユーザが行きたい旅のプランをソーシャルメディア（Twitter や Facebook）で拡

散し，興味を持ったユーザ同士でコミュニケーションを行い，旅のプランの大枠が決まる

と旅行代理店にツアー化を申請することが可能になり，旅行代理店が手配を行うという仕

組みの Web サービスである（trippiece 2012）．このようなサービスの出現により，観光者は

情報発信者に留まらず，製品開発者の一員にも成り得るようになった． 

さらに，ICT の進展は，今までにない新しい観光体験を観光者にもたらしている（Suzuki 

& Morimoto 2014；Wang et al. 2012）．例えば，位置情報を利用した音声ガイドを使えば，観

光者は端末の操作を一切行うことなく，観光スポットに近づくだけで音声を聞くことがで
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きる（市川ら 2012）．これにより観光者は端末の操作を必要とせず，今まで携帯電話やパ

ソコンといった情報端末を使うことができなかったリテラシの低い観光者でも，観光スポ

ットに関する情報を取得することが可能になった．また，端末の操作に気をとられる心配

がないため，集中して景観などを楽しむことも可能になった．位置情報の他にも，AR（拡

張現実；Augmented Reality）を用いることで視点を拡大し，ユーザの現実感や周囲環境の

認識を向上させること可能であり（Kounavis et al. 2012），AR を用いた観光情報サービスも

提供されている（深田・中江 2012）．倉田（2016）によれば，その他にも，ゲーム機能を

備えたスマートフォンアプリケーションなど，様々な「ご当地観光アプリ」が日本各地で

提供されている． 
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1.1.3.観光振興におけるソーシャルメディアの活用 

前述のように，ICT の進展は観光に様々な変化をもたらしているが，その中でも特に影

響力が強いのがソーシャルメディアである．ソーシャルメディアは，比較的低コストかつ

効率的に即時性のある消費者との接触を可能にするとして，観光において伝統的な手段に

代わる非常に魅力的なコミュニケーションツールであるとされている（Sotiriadis & Van 

2013）．現在，日本の観光振興においても，観光パンフレットや公式 Web サイトのような

従来の情報発信媒体に代わる新たな媒体として，あるいは既存の媒体への誘導手段として

ソーシャルメディアが注目されている．改めてその定義を説明すると，ソーシャルメディ

アとは「インターネットに基づくアプリケーションの一群であって，Web 2.0(5)の思想的或

いは技術的基礎付けの上に作られ，UGC を作りだし交換できるようにするもの」を指す

（Kaplan & Haenlein 2010）．ソーシャルメディアはブログや Twitter，YouTube のような「表

現型ソーシャルメディア」と，Wikipedia のような「協働型ソーシャルメディア」に分けら

れる（Kotler et al.,2010）．これらの一例を表 1-1 に示す．表現型ソーシャルメディアは個人

が生み出した UGC を共有することで，他のユーザとのコミュニケーションを生み出すメ

ディアであり，前出のメディアに加え Facebook や Instagram も代表的な例として挙げられ

る．協働型ソーシャルメディアは，複数のユーザによって個々のコンテンツの価値を高め

るメディアであり，例としては TripAdvisor や Yahoo! Answers などが挙げられる． 

 

表 1-1 ソーシャルメディアの例 

分類 名称 概要 

表現型 Facebook 
• 実名での利用を前提とした世界的にユーザ数の多

い SNS 

 Twitter 
• ツイートと呼ばれる 280 文字以内（日本語は 140

字以内）の短文投稿を行うマイクロブログ 

 Instagram 
• フィルター機能により写真の加工が容易な写真共

有サービス 

協働型 Wikipedia 
• 誰もが無料で自由に編集可能なインターネット百

科事典 

 TripAdvisor 
• ユーザによるホテルや観光施設等に関する旅行関

連口コミサイト 

 Yahoo! Answers 
• 電子掲示板上でユーザ同士が知識や知恵を教え合

うナレッジコミュニティ（Q&A サイト） 
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また，ソーシャルメディアの中のさらに狭い概念として SNS（Social Networking Service）

が存在する．しかし，SNS は比較的新しい概念でありその定義が明確ではないため，サー

ビスによっては，そのサービスが SNS に該当するのかが曖昧である．特に，観光振興で用

いられることも多い Twitter については，研究者や専門家によってその扱いが異なる．例え

ば堀（2013）は，Facebook や mixi を SNS とする一方で，Twitter はミニブログであるとし

ている．その他にも Twitter をミニブログやマイクロブログと表記する研究は散見される

（青島ら 2013；河野・植田 2017；山口ら 2011）．しかし一方で，観光庁（2016a）は Twitter

や類似サービスである Weibo を SNS の一つとして位置付けており，Twitter を SNS と表記

する研究も散見される（石井 2011；高橋ら 2017；町田ら 2014）．こうした現状から，Twitter

を SNS と表記した場合，「Twitter は SNS に該当するのか」という研究の主題から外れた議

論が必要になると考えられるため，本稿では，Twitter や Weibo のようなメディアを指す場

合も SNS ではなくソーシャルメディアと表記する．なお，前述のように一部の先行研究で

は SNS という表現が用いられているため，これらを引用する際には SNS と表記する場合

もあるが，これらは本研究におけるソーシャルメディアを指すものであり，意味が異なる

ものとして表記を使い分けたものではない． 

日本においてソーシャルメディアの利用率は年々増加しており（図 1-3），国民にとって

身近なツールの一つへと変化している．このような一般ユーザの増加もあり，日本の観光

振興組織の多くがソーシャルメディアを利用して情報を発信し，その重要性を高く認識し

ている（詳細は 3 章にて後述）． 

 

 

図 1-3 日本のソーシャルメディア利用率の経年変化 

（総務省情報通信政策研究所 2015 をもとに筆者作成） 
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ソーシャルメディアを情報発信の手段として捉えた研究では，ソーシャルメディアによ

る情報発信が観光者にどの様な影響を与えるか，発信された情報に観光者がどのように反

応するか等の研究が行われてきた．例えば，Dijkmans et al.（2015）は，消費者は，企業の

ソーシャルメディアアカウントへのエンゲージメントが強いほど企業の評判に正の影響を

与えることを明らかにした．さらに，顧客と非顧客を比較することで，非顧客の方が評判

への影響が顕著であることも明らかにした．なお，ここでのエンゲージメントとは，情報

の閲覧者が行う返信，共有，拡散などのリアクションを表しており，これらはソーシャル

メディアの評価指標として用いられている．Leung et al.（2015）は，宿泊施設の利用者を

対象にした分析を行い，ソーシャルメディアでの情報接触は利用者の他者推奨意向へ正の

影響を与えることを明らかにした．Mariani et al.（2016）は，ビジュアルコンテンツ（写真）

と中程度の長さの投稿は，DMO のアカウントへのエンゲージメントに正の影響を与える

が，高い投稿頻度や早朝の投稿は，エンゲージメントに負の影響を与えることを明らかに

した．以上の先行研究のように，ソーシャルメディアはプロモーションやコミュニケーシ

ョンのツールとしての有用性が指摘され，またその効果を高めるための知見も蓄積されて

いる． 

他方で，企業や観光振興組織にとってソーシャルメディアは，単なる観光者への情報発

信の手段ではなく，観光者に関する情報収集も容易にするものである．従来では，企業や

観光振興組織が観光者に関する情報を集めようとした場合，アンケート調査やインタビュ

ー調査を行うか，観光者側から電話やメール等によって意見が寄せられるのを受動的に待

つ必要があった．しかし，日本マーケティング・リサーチ協会（2017）によると，ソーシ

ャルメディアの普及により，マーケティング実施者が得られる情報の量は増加し多様化し

ている．観光分野においても同様に，観光者の意見や観光者の個人属性に関する情報，場

合によっては観光者の行動に関する情報が比較的容易に入手可能になったと考えられる．

このように不特定多数の個人から取得される膨大な量のデータは「ソーシャルメディアデ

ータ」あるいは「ソーシャルビッグデータ」などと呼ばれ，既に多くの企業がマーケティ

ングに活用している（伊藤ら 2013；大西 2015）．ソーシャルメディアデータには後述する

いくつかの課題はあるが，多くの利点も存在するため，今後の観光振興を議論していくう

えで，こうしたデータのマーケティングへの活用についての議論は必要不可欠であろう． 
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1.2. 研究目的 

前述の通り，観光のもたらす様々な効果へ期待が集まり，一般企業で用いられるマーケ

ティング手法を用いたさらなる観光振興が求められている．こうした現状と並行して，観

光者や観光産業における ICTの重要性は年々高まりつつある．特にソーシャルメディアは，

より多くの観光者への情報発信を可能にしただけでなく，観光者に関する情報収集を容易

にし，顧客や潜在市場の分析を可能にするなど，観光振興への影響が顕著である．以上の

背景から，ソーシャルメディアから取得されるソーシャルメディアデータは，各地域のマ

ーケティングにおいて有用な情報源に成り得ると考えられる．したがって本研究では，観

光者誘致に向けて各地域で行われるマーケティングをより効果的なものとするため，ソー

シャルメディアデータを用いたマーケティング・リサーチを行う．具体的には，Twitter の

ユーザデータや投稿データを用いたマーケティング・リサーチ手法を提案し，実践を通し

て観光対象に対する潜在的あるいは顕在的な関心を明らかにするとともに，マーケティン

グ・リサーチに Twitter データを用いる利点と課題について考察する． 

ただし，本研究は以下の制約のもとで行われたものである．2017 年現在，ソーシャルメ

ディアデータの分析のみでマーケティングを完結させることは難しい．なぜなら，ソーシ

ャルメディアのユーザには偏りがあり，またユーザから得られる情報も限定的であるため

である．つまり，ソーシャルメディアユーザの特定の事物（本研究の場合は観光地）への

関心を分析することは可能であるが，そこから市場全体の規模や構成を読み取ることは難

しい．ソーシャルメディアデータ分析の目的はあくまで，膨大な数のデータを収集し，既

存の概念に縛られない新たな発見により意思決定を支援することである． 

また，データ分析によって得られた知見が実際に観光者を増加させるかなど，その効果

を立証することは難しい．これは，「マーケティングとは，答えのない答えを合理的に探す

ための手法，成功確率を高めるための手法であって，「必ず成功する」という魔法ではない」

（山田 2010）ため，得られた知見が必ずしも成果に直結するとは限らないためである．言

い換えれば，ソーシャルメディアデータを用いたマーケティング・リサーチは，観光者の

増加などの具体的な効果を生み出すための十分条件とは言えない．しかし，観光地に対し

て一定の関心を持つユーザの属性やその投稿内容の特徴を明らかにすることは，効果を生

み出すための手がかりを得る一つの手段であると言えるだろう． 

多くの研究では上記のようなソーシャルメディアデータの課題や制約ではなく，その可

能性に焦点を当て，有益な知見得るためのより高度な方法論の構築に向けた研究が行われ

ている．一方で，ソーシャルメディアデータを活用する人や組織，活用が必要な背景，具
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体的な利用場面などについては議論されていない． 

そこで本研究では，ソーシャルメディアデータの活用法を議論する前に，日本の観光振

興組織の現状をマーケティングの観点から整理するとともに，アンケート調査によって観

光振興組織によるソーシャルメディア活用の実態を把握する．そして，これらの結果に基

いて，具体的な利用場面を設定し，ソーシャルメディアデータの分析方法を提案する． 
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1.3. 論文構成 

本論文の構成は以下の通りである（図 1-4）． 

1 章では，観光分野においてマーケティングの必要性が高まっていることや，ICT の進

展が観光者や観光事業者に大きな影響を与えているという背景を踏まえ，本研究の目的に

ついて述べてきた． 

2 章では，まず，先行研究や各種調査資料をもとに，日本の観光分野におけるマーケテ

ィングの現状を整理する．次に，マーケティングの実施者である DMO に関する研究や，

日本の観光振興組織の現状と課題について述べる．さらに，観光情報の視点から本研究の

分析対象であるソーシャルメディアデータの位置付けを明確にしたうえで，デスティネー

ション・マーケティングにおけるソーシャルメディアデータ活用に関する研究のレビュー

を行う． 

3 章では，日本の各市町村の観光協会に対して Web アンケートを行い，観光振興組織に

おけるソーシャルメディアの利用実態を把握する．また，Facebook と Twitter の両メディア

のマーケティング・リサーチツールとしての特性と利用実態との整合性を検証したうえで，

日本のデスティネーション・マーケティングにおいて活用すべきメディアを選定する． 

4 章では Twitter データの性質の問題点である，企業と個人のアカウントが区別されてい

ないという問題点の解決を目指す．まず，Twitter ユーザを企業等の非個人アカウントとそ

の他のアカウントへ分類するための複数の手法を提案する．そして，それらの分類精度の

検証を行うことで最適な分類モデルを構築する．さらに，市町村観光協会のアカウントの

フォロワの分類を行い，フォロワにおける非個人アカウントの占有率の傾向を把握する． 

5 章では，PDCA サイクルにおける Plan（計画）の段階あたる内部・外部分析に活用可

能な一つの情報を生成するため，Twitter データを用いた地域の特徴分析の手法を提案する．

また，Twitter データの分析結果と観光統計の分析結果を照らし合わせることで，Twitter デ

ータと既存の観光統計との関係について考察するとともに，Twitter データを分析すること

で得られた結果の希少性について考察する． 

6 章では，PDCA サイクルにおける Check（評価）の段階あたる施策の評価・改善に向け

たソーシャルメディアデータ活用法について議論する．ここでは観光振興組織によって比

較的容易に改善ができる観光対象として観光イベントに着目し，Twitter データを用いてイ

ベントの評価を行い，分析結果とイベント実施者の意見をもとに，イベント評価における
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Twitter データの有用性を考察する． 

最後に 7 章では，6 章までの結果を踏まえ，マーケティング・リサーチにおけるソーシ

ャルメディアデータの利点と課題を整理するとともに，本研究の今後の展望について述べ

る． 

 

 

図 1-4 研究の流れ 

第2章

日本におけるデスティネーション・マーケティング
と観光振興組織の現状把握

第1章
研究背景と目的

第3章

観光振興組織によるソーシャルメディア活用実態と
メディア特性に基づく対象メディアの選定

第5章
ユーザプロフィールを用いた

地域の特徴分析
【内部・外部分析】

第4章
機械学習による非個人アカウント

分類モデルの作成
【Twitterデータの性質の改善】

第6章
観光イベント評価の実践

【施策の評価】

第7章
まとめ

（研究の流れ，発見・貢献，課題・制約）

ユーザデータの分析 投稿データの分析
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第 1 章 補注 

(1) ロングテールとは，Amazon のように店舗を必要としないインターネット販売によ

り，販売に関わるコストを最小限に留めることで，多品種少量販売という従来では用

いられない方法でも利益を生み出すという理論・ビジネスモデルである．ロングテー

ル論の大前提は，横軸に品目を販売数量の多い順にならべ，縦軸を販売数としたと

き，下図のように左端にピークがあって，裾が右方向に広がっている分布が描かれる

ことにある．分布の左側の部分をヘッドといい，右側の部分をテールという．テール

部分がすぐにゼロに収束することなく，延々と続くことから，ロングテールと呼ばれ

る（水野 2006）． 

 

 

 

(2) PDCA サイクルの起源は製品の品質管理にあり，Deming（1950）による「品質管理

には初めも終わりもない．製品を設計し市場に出た後には，それが人々にどのように

役に立ったか，また購買者はその製品についてどのように思っているのかを究明し，

再設計を行うという円環状になって回転していくことが望ましい」という考え方に基

づいている．その後，石川（1964）や水野（1984）などによって Plan (P) - Do (D) - 

Check (C) - Act (A)という用語が用いられ，マネジメントにも応用される現在の PDCA

サイクルの概念が形成された． 

(3) 佐野（2017）は，情報を受動的かつ一方的に受ける時代を「ツーリズム 1.0」，面識の

ないインターネットユーザから旅行関連の情報を主動的かつ双方向的に交流できる時

代を「ツーリズム 2.0」としている． 

(4) trippiece: https://trippiece.com/ 
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(5) Web2.0 とは，従来は情報の送り手と受け手が固定され送り手から受け手への一方的

な流れであった状態が，送り手と受け手が流動化し誰でもが Web を通して情報を発

信できるように変化した Web のことを指す． 
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第2章 先行研究 

2.1. 観光分野におけるマーケティング 

本節では，マーケティングの定義や観光に関わるマーケティングの定義，またはこれら

に関わる先行研究をレビューし，日本におけるデスティネーション・マーケティングの現

状を整理する． 

2.1.1.マーケティングの定義 

観光分野におけるマーケティングについて述べる前に，一般的なマーケティングの定義

について述べる．しかし，マーケティングの定義は提唱者によって様々であり，明確な定

義は存在しないため，以下では複数の著名な組織と研究者による定義を概観し，マーケテ

ィングとは何かについて整理する． 

日本マーケティング協会は，「マーケティングとは，企業および他の組織がグローバルな

視野に立ち，顧客との相互理解を得ながら，公正な競争を通じて行う市場創造のための総

合的活動である．」としている（日本マーケティング協会 1990）．AMA（American Marketing 

Association）は 2013 年にマーケティングの定義を更新し，「マーケティングとは，顧客，

依頼人，パートナー，社会全体に対して価値を持つ提供物を，創造・伝達・配達・交換す

る為の活動であり，一連の制度であり，そしてプロセスである．」としている（AMA 2013）． 

Kotler et al.（2003）は，「マーケティングとは，交換によってニーズやウォンツを満たす

ために人が行う活動である」と述べた上で，「交換には様々な作業が含まれる．売り手は買

い手を発掘し，彼らのニーズを見極め，魅力的な製品を作り，プロモーションを行い，製

品を提供し，価格を定めなくてはならない．製品開発，リサーチ，コミュニケーション，

流通，価格設定，サービスといった活動は，マーケティングにとって欠かすことができな

いものだ．」と補足している．また Kotler は別の著書（Kotler 2003）において，上記の補足

を含むような形で「マーケティングとは，充足されていないニーズや欲求を突きとめ，そ

の重要性と潜在的な収益性を明確化・評価し，組織が最も貢献できる標的市場を選択した

うえで，当該市場に最適な製品，サービス，プログラムを決定し，組織の全成員に顧客志

向，顧客奉仕の姿勢を求めるビジネス上の機能である．」とも述べている． 

以上のように，マーケティングの定義は多岐にわたり，マーケティングとは何かという
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問いに端的に答えることは難しい．そこで，本研究では上記の複数の定義から共通して見

出だされる二つの要素からマーケティングを以下のように再定義する． 

 

マーケティングとは，①単独の活動ではなく，複数の活動から成る一連のプロセス，あるいは

総合的活動である．そして，②それらの活動の目的は，消費者のニーズを満たすことを前提とし

たうえで，自社やステークホルダ，さらには社会全体にとっての利益を生み出すことである． 

 

また，マーケティングの考え方や進め方は，マーケティング概念や理念あるいはマーケ

ティング・コンセプトなどと呼ばれ，時代とともに変化している．Armstrong & Kotler（2016）

では，この変化した概念を過去から順に「Production Concept（生産志向）」「Product Concept

（製品志向）」「Selling Concept（販売志向）」「Marketing Concept（消費者志向）」「Societal 

Marketing Concept（社会志向）」と呼んでいる．Kotler et al.（2010）では，表 2-1 に示すよ

うに，マーケティング概念の変化を，製品中心のマーケティングである「マーケティング

1.0」，消費者志向のマーケティングである「マーケティング 2.0」，価値主導のマーケティ

ングである「マーケティング 3.0」にまとめている．この表に示されるように，マーケティ

ング 2.0 は情報技術によって可能になり，マーケティング 3.0 はニューウェーブの技術に

よって可能になった．つまり，マーケティング概念は ICT の進展とともに変化してきたと

も言えるだろう． 

 

表 2-1 三段階のマーケティング概念の比較 

（Kotler et al. 2010 をもとに筆者作成） 

 マーケティング 1.0 マーケティング 2.0 マーケティング 3.0 

 
製品中心の 

マーケティング 

消費者志向の 

マーケティング 

価値主導の 

マーケティング 

目的 
製品を販売するこ

と 

消費者を満足さ

せ，つなぎとめる

こと 

世界をよりよい場

所にすること 

可能にした力 産業革命 情報技術 
ニューウェーブの 

技術 

主なマーケティン

グ・コンセプト 
製品開発 差別化 価値 
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2.1.2.デスティネーション・マーケティング 

観光産業は図 2-1 に示されるように非常に多くの産業が集積することで成立している．

各地域が観光地として発展するには，こうした観光に関わる組織がそれぞれ独自に発展す

る場合と，特定の組織主導のもとで観光関連組織が連携し一つの観光地として発展する場

合が考えられる．この観光独自とも言える特性から，観光分野には複数の主体による様々

な事象を対象としたマーケティングが混在している． 

 

 

図 2-1 観光産業の範囲 

（岡本 2009 より引用） 
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内田（2012）は観光分野のマーケティングを，①観光地域内に存在するホテルやテーマ

パーク，飲食店といった企業が自社への需要を創出するために行う「サービス・マーケテ

ィング」，②観光協会などの組織が特定の観光目的地を製品として捉え，その観光目的地へ

の需要を創造するために行う「デスティネーション・マーケティング」，以上の二つに分類

している．また山田（2010）は観光分野のマーケティングを，観光地の立場からその地域

に来訪する顧客を創造し維持する「デスティネーション（観光地）・マーケティング」と，

観光活動，旅行活動をする顧客を創造し維持する「観光・旅行マーケティング」に分けて

いる．両者は一見似たように見えるが，観光・旅行マーケティングにおいて「対象地域」

は自由に選択できる要素の一つでしかなく，重要なのは自社（旅行会社など）の利益であ

る．つまり，デスティネーション・マーケティングは観光者のニーズの変化にその製品（観

光地）を変化させることで対応するが，観光・旅行マーケティングはニーズの変化に応じ

て製品（観光地）を変更することで利益の最大化を図るのが特徴的な違いである（山田 

2010）． 

1 章で述べたように，本研究は，社会的背景により日本の各地域に企業と同様のマーケ

ティングによる観光振興が求められている現状に着目している．したがって，本研究で取

り扱うのは，特定の企業が行うサービス・マーケティングや観光・旅行マーケティングで

はなく，観光地全体の利益向上を目的として各地域の観光振興組織が行うデスティネーシ

ョン・マーケティングである．以下では，デスティネーション・マーケティングとは何か

について整理する． 

デスティネーション・マーケティングは，DMAI（Destination Marketing Association 

International）により「訪問者，サービス提供者，および地域社会の利益のバランスをとっ

て統合する，デスティネーションの経済的および文化的発展に対する積極的で訪問者中心

のアプローチである．」と定義されている（DMAI 2008）．しかし，この定義はデスティネ

ーション・マーケティングについて包括的にまとめられた書籍（Wang & Pizam 2011）で引

用されているものの，多くの研究論文では，デスティネーション・マーケティングの定義

については言及されていない．デスティネーション・マーケティングや DMO について包

括的にまとめられた論文（Pike & Page 2014）においても DMAI が示すような明確な定義に

ついては言及されていない．この要因として，欧米ではデスティネーション・マーケティ

ングは広く知られた概念であるため，その定義があらためて明示されていない可能性が考

えられる．しかし，デスティネーション・マーケティングという概念やその言葉自体が一

般的ではない日本においては，その定義について改めて言及する必要があると考えられる． 

日本においては，岡田（2014）がデスティネーション・マーケティングについて，「ある
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地域を潜在的観光者に選ばれる観光目的地（tourism destination）とするための戦略立案と

その実践」と述べており，他の研究（大井 2017）でも引用されている．また，JTB 総合研

究所(1)は，デスティネーション・マーケティングを「旅行目的地を商品として捉え，最大

の経済効果を上げるために消費者のニーズを満たそうとする誘客活動」と定義している．

これまでに述べた定義を概観すると，観光者のニーズを満たすための諸活動であるという

点については共通していると言えるだろう．また，DMAI（2008）が示すように，観光者の

ニーズを中心にしながらも，サービス提供者や地域社会などステークホルダの利益につい

ても考慮する必要があると考えられる．従来のマーケティングとの違いは，地域のための

活動であり，マーケティング実施者（DMO）自身の利益が主目的ではないことである．し

かし，DMO という組織自体が自身の発展ではなく観光地の発展を目的とした組織である

ため，各ステークホルダが利益を享受し観光地が発展することで，デスティネーション・

マーケティングは DMO にとっても有益な活動になると考えられ，間接的に自身の利益を

追求しているとも考えられる． 

以上のように，デスティネーション・マーケティングは従来のマーケティングから，消

費者が観光者へ，企業が DMO へと置き換わりはするが，大局的には，消費者（観光者）

のニーズを満たすことでステークホルダにとっての利益を生み出すという意味で，その概

念については大きな差はないと考えられる．デスティネーション・マーケティングについ

て簡潔に説明するには，岡田（2014）が前述の定義に加えて論文中で述べた「デスティネ

ーション・マーケティングは消費者志向のマーケティング概念を観光地側の誘客戦略に応

用するものである．」という説明が適切であろう．ただし，以上で述べてきたのはあくまで

概念についての議論であり，より具体的なフレームワークを考えるうえでは，「デスティネ

ーション（観光地）」の製品としての特性を十分に考慮する必要がある（岡田 2014；鈴木

ら 2017）． 

なお，デスティネーション・マーケティングの「デスティネーション」とは目的地ある

いは観光目的地と邦訳される．デスティネーションの範囲は観光者によってその認識は異

なるとされているが，DMO など供給側の視点では，大陸，国，州，都道府県，市町村，さ

らには特定の小規模な場所に及ぶ政治的境界によって定義される（Pike & Page 2014）．本

研究はマーケティング実施者側の視点から行われる研究であるため，曖昧で変動的な観光

者視点のデスティネーションの範囲については深く言及せず，政治的境界による区分（国，

都道府県，市町村）をデスティネーションの範囲として扱う． 
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表 2-2 デスティネーション・マーケティングの概念 

提唱者 目的 対象 取り組み 

DMAI デスティネーションを経

済的および文化的に発展

させる 

訪問者，サービス提供者，

および地域社会 

ステークホルダの利益の

バランスをとる積極的で

訪問者中心のアプローチ 

岡田豊一 ある地域を潜在的観光者

に選ばれる観光目的地と

する 

潜在的観光者 戦略立案とその実践 

JTB 総合研究

所 

最大の経済効果を上げる

ために消費者のニーズを

満たす 

消費者 旅行目的地を商品として

捉え，誘客活動 
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2.1.3.日本のデスティネーション・マーケティングの現状 

本項では，一般的なマーケティングの観点から，日本のデスティネーション・マーケテ

ィングの現状を整理する． 

2.1.1 で述べたように，マーケティング概念は ICT とともに変化してきた．これに対し観

光関連産業も ICT の発展ともに常に経営戦略を変化させてきた産業である（Buhalis & Law 

2008）．1 章でも述べてきたように，インターネット上での予約・販売，観光者による情報

発信などが早い段階から行われ，一般消費者はオンラインショッピングにおいて旅行関係

の支出が最も多いと言われている（消費者庁 2017）．また，消費者のインターネット上の

情報源選好に関する研究（中川 2013）でも，インターネットで情報を収集する代表的な消

費者として観光情報を検索する観光者を扱っており，観光産業とインターネットの深い関

わりがうかがえる．また，Kotler et al.（2010）は，マーケティング 3.0 を実現するための大

きな推進力として，人々が Consumer（消費者）から生産活動に携わり価値を生み出す

Prosumer（生産消費者）へと変化することを挙げている．1.1.2 で述べた trippiece は，まさ

に Consumer を Prosumer に変化させた好例であり，観光産業の一部はマーケティング 3.0

の段階へと近づいていると考えられる．しかしこれらは観光に関わる各企業のマーケティ

ングであり，観光振興組織によって行われるデスティネーション・マーケティングについ

ては大きな進展は見られない． 

 

表 2-3 三段階のデスティネーション・マーケティング 

 マーケティング 1.0 マーケティング 2.0 マーケティング 3.0 

 
観光資源中心の 

マーケティング 

観光者志向の 

マーケティング 

価値主導の 

マーケティング 

目的 
観光資源と観光者

をつなぐこと 

観光者を満足さ

せ，つなぎとめる

こと 

地域社会をよりよ

くすること 

 

本研究では，Kotler et al.（2010）が提唱した三段階のマーケティング概念をデスティネ

ーション・マーケティングに置き換え表 2-3 のように整理した．現在，日本のデスティネ

ーション・マーケティングはマーケティング 2.0 以降の段階に進めていないことがいくつ

かの先行研究からうかがえる．例えば，岡田（2014）は，観光市場での各国・地域間の競

争が激しさを増す中で自地域が他と伍していくためには，効果的なデスティネーション・

マーケティング戦略の立案が不可欠であるにも関わらず，日本ではそれを担う実務者の間
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にデスティネーション・マーケティングの基本的理解が根付いていないと指摘している．

さらに，三ツ木（2011）は，日本のデスティネーション・マーケティングはプロモーショ

ンだけが積極的に行われているのが現状であると指摘している．また，日本政府観光局

（2013）は，観光誘致事業をあくまでマーケティング・ミックス（Product，Price，Place，

Promotion）の一部でしかないプロモーションから，本来の包括的なマーケティングへ発展

させる必要があると指摘し，観光庁（2016b）は，「従来から PR 活動に取り組んできてい

るものの，こうした活動の基礎となるべきマーケティングは十分に実施されていないこと

が窺われる」と述べている．これらの指摘に対し，実際に日本観光振興協会が各市町村の

観光協会に対して行ったアンケート調査（日本観光振興協会 2012）を見ると，主な取り組

みとして挙げられているのはプロモーションや来訪者への対応である（図 2-2）．しかし一

方で，観光イベントや広域観光連携など，マーケティング・ミックスの中でプロモーショ

ン以外に該当すると考えられる活動も行われていることがうかがえる．ただし，これらの

活動に関する意思決定の基盤となるべき調査を行っている組織は少なく，データに基づい

た活動は行えていないというのが現状であると考えられる． 

 

 

図 2-2 市町村観光協会が取り組んでいる事業 

（日本観光振興協会 2012 をもとに筆者作成） 
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住民組織（NPO）との連携
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観光地経営・リーダー養成
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MICE誘致

フィルムコミッション
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観光情報媒体作成・配布

旅行商品企画・流通促進

観光案内・ランドオペレーター
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観光地域づくりの基盤形成

観光施設の管理・運営

観光地美化・修景

政策提言・戦略立案

マーケティング・各種調査
①政策提言・調査
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⑦人材育成

⑧連携・受入体制
づくり

⑨会員支援

⑩その他

(n=111)
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この現状を整理すると，日本のデスティネーション・マーケティングは，観光者のニー

ズや関心を考慮しない，観光地側の視点のみで行われるマーケティング 1.0 の段階に留ま

っていると考えられる．かつて多くの企業が，競争環境や消費者の変化によって製品志向

から消費者志向へとマーケティング概念を変化させたように，今後日本や日本の各地域が

競争環境の中で戦略的に誘客を行うには，観光者志向のマーケティングを実現する必要が

あるだろう．Pike & Page（2014）は，デスティネーション・マーケティングは，ソーシャ

ルメディアなど，新しい技術革新の進展を背景としたユビキタスな活動であるとしている．

つまり，従来のマーケティングと同様に，その進展には ICT（特にソーシャルメディア）

の利活用が強く影響すると考えられ，1 章でも述べたように，ソーシャルメディアデータ

の収集分析が重要な活動の一つと位置付けられる．また，多岐にわたるマーケティング活

動の中でも，観光庁（2017a）は，マーケティング・リサーチの必要性を指摘している． 

マーケティング・リサーチとは，「企業や団体，政府等の意思決定を支援することを目的

として，統計学および社会科学，行動科学，データサイエンス等の理論または手法を用い

て，個人または組織に関する情報を体系的に収集し，分析し，解釈すること．」である（日

本マーケティング・リサーチ協会 2017）．なお，上記のマーケティング・リサーチの定義

は 2017 年に改定されたものであり，日本マーケティング・リサーチ協会（2017）はこの改

定の背景には ICT な急速な進展があるとしている．以下に改定に関する声明の一部を掲載

する． 

 

 ソーシャルメディアとスマートフォンの普及により，誰もが大量の情報にアクセスし，かつ発

信できるという状況が日常的になり，企業と生活者の情報格差はかつてないほど縮小して

いる． 

 IoT，ビッグデータ，人工知能（AI）といった新たなデジタル・テクノロジーが登場し，社会環境

に大きな変化をもたらそうとしている． 

 企業のマーケティング課題とリサーチニーズも変化し，リサーチャーが扱うデータも多様化が

進んだ． 

 アンケート調査やグループインタビューなど調査対象者との直接的なコミュニケーションによ

って収集されたデータに加え，ソーシャルメディアやスマートフォン，各種センサーによって収

集されるさまざまなデータソースが分析対象に加わった． 

 現代のリサーチャーにとって，従来のマーケティング・リサーチ理論にのっとったアプローチ

だけでなく，ビッグデータを解析しインサイトを抽出するというデータアナリティクスのアプロー



第 2 章 

26 

チも不可欠となっている． 

 

以上のように ICTの進展によってマーケティング・リサーチの可能性が広がったことで，

マーケティング・リサーチの方法や対象，明らかにできることなど，その概念自体が変化

している．ここまで「ICT の進展とともにマーケティング概念が変化してきた」と端的に

述べてきたが，その大部分は ICT の進展によってマーケティング・リサーチの可能性が広

がったことによりもたらされたものであると考えられる．日本マーケティング・リサーチ

協会（2017）が述べるように，ソーシャルメディアから取得されるデータはマーケティン

グ・リサーチの進展に寄与するものであり，このデータを用いることで，日本のデスティ

ネーション・マーケティングに必要なマーケティング・リサーチを実践することが可能に

なり，観光庁（2017a）の目指す科学的なアプローチによる観光地域づくりの実現が期待で

きる． 

Kotler et al.（2003）はマーケティング・リサーチを目的ごとに，探索的リサーチ，記述的

リサーチ，因果的リサーチの三つに分類している．探索的リサーチは，一次データを収集

することによって問題点の明確化と仮説の構築を支援するのが目的である．記述的リサー

チは，市場の規模と構成を調査するのが目的である．因果的リサーチは，原因と結果に関

する仮説の検証が目的である．通常は探索的リサーチから開始し，続けて記述的リサーチ

や因果的リサーチを実施する（Kotler et al. 2003）．これらの中でも，大量のデータが手に入

るソーシャルメディアデータは探索的リサーチに活用可能であると考えられる． 
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2.2. 観光振興組織 

2.2.1.DMO と日本版 DMO 

DMO とは， Destination Marketing Organization あるいは Destination Management 

Organization の省略であり，前述のデスティネーション・マーケティングの主体となる組織

を指す言葉である．NTO（National Tourism Organization）のように特定の組織を指すもので

はなく，世界に存在する DMO の正確な数は明らかになっていないが，2003 年時点の推定

ではは世界中に 10,000 以上の DMO が存在するとされている（Pike 2008）．その組織形態

は多岐にわたり，Kamann（2008）によると，ヨーロッパ各国に所在する DMO は，非営利

の PPP（官民パートナーシップ; Public-Private Partnership）が最も多い形態となっているが，

中には行政機関も多く含まれている（図 2-3）．つまり，Tourism Organization や Tourist Board，

Convention Bureau などと呼ばれる組織が DMO に該当する場合もあれば，行政機関の観光

振興部門が DMO として扱われる場合もある．一方で高橋（2017）は DMO を「地方自治

体と民間事業者による観光ビジネスの共同体で，観光地経営を担うための機能と高い専門

性を有し，観光行政との役割分担による権限と責任を明確にしたプロフェッショナルな組

織」と定義している．この定義によれば，上述した行政機関の観光振興部門は DMO と役

割を分担する組織であり，DMO には該当しないだろう．しかし高橋（2017）は，メリーラ

ンド州政府の観光振興部門（観光行政）を DMO の役割を果たす逸脱事例として取り上げ

ており，その境界は曖昧であると言える．本論文では「DMO とは何か」という本質的な議

論は避け，デスティネーション・マーケティングあるいはマネジメントにおいて中心的な

役割を果たす組織を広義の DMO とする． 

欧米では既に多くの DMO が存在し，DMO の活動に関する様々な研究が行われている．

例えば，Blain et al.（2005）は 409 の DMO を対象にブランディングに関するアンケートを

行うことで，DMO によるブランディングの概念を整理し，シンボルやロゴの作成など，具

体的な活動内容についても言及した．Woodside & Sakai（2009）は，ケーススタディとして

特定の DMO の業績監査レポートを分析し，DMO 自らが行う監査が浅く不十分であるとい

う問題点を指摘し，新たな監査方法を提案した．Hays et al.（2013）は UNWTO（2010）が

示した国際観光客受入数の上位十ヶ国の DMO を対象にソーシャルメディアに関するアン

ケート調査とインタビュー調査を行った．その結果，これらの国の DMO よりも観光客受

入数の少ない国の DMO の方が活発にソーシャルメディアを使用していることや，ソーシ

ャルメディアはマーケティングツールとして比較的新しく実績が少ないとして，ソーシャ

ルメディアを活用しない組織のマーケティング担当者はその効果に疑念を抱いていること
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を明らかにした．以上のように DMO に関する研究は DMO に対してアンケートやインタ

ビューなどの直接的な調査を行う，あるいは DMO によって公開されている情報を分析す

るなどの方法論で行われていた． 

 

 

図 2-3 ヨーロッパの DMO の構成 

（Kamann 2008 をもとに筆者作成） 

 

Pike & Page（2014）は DMO が必要とされる理由を，観光関連事業者の大多数が従業員

10 人未満の小規模組織であるにも関わらず，これらの組織は他の観光地や，他の消費財と

の競争に晒されているため，市場におけるより大きな集団的影響を創出するために，観光

地の資源を管理するための公平なコーディネータが必要であるためと述べている．1 章で

述べたように，競争の中でそれぞれの観光地が影響力を高める必要があるというのは日本

の観光地も同様であり，日本にも競争力を高めるための戦略を策定し実施することができ

る DMO の存在が望まれる．しかし，日本においては，欧米における DMO と同様の役割

を果たせる組織が存在しないことが指摘されている（日本政策投資銀行・日本経済研究所 

2013；2014）．このような問題から，日本型の新たな DMO を形成すべきという指摘もあり，

日本版 DMO 設立に向けて「日本版 DMO 候補法人登録制度」が 2015 年より開始されてい
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る（観光庁 2015a）．2017 年 11 月現在では，41 法人が日本版 DMO として登録されている

が，133 法人は候補法人として登録されている（付録 1；付録 2）． 

以上のように日本においては，多くの組織が，観光庁主導のもとで戦略策定機能を備え

た DMO への登録を目指しているという発展途上の段階にある（観光庁 2017a）．したがっ

て，欧米のように既に完成された DMO を対象にした研究を国内で行うことが難しい．国

内での DMO に関する研究は，既存の理論や海外の事例に基づき，日本版 DMO に必要な

機能や，実現に向けた課題を整理したものが多い．例えば，内田（2015b）は，競争戦略論

を創始した経営学者 Michael E. Porter が主張した CSV（Creating Shared Value）(2)の考え方

に基づき，日本版 DMO に必要な機能として，観光の「共有価値」を策定し，それを地域

内に広めることを挙げている．これは，共有価値の創出によってステークホルダからの支

持を得ることで他のマーケティング活動を円滑に行うことが可能になるためであるとして

いる．加藤（2017）は，海外の事例を踏まえ，DMO の存在について「地域の観光振興のあ

り方を行政主導から，民間の知恵，経営センスを活かした観光地域経営へ変革させるとい

う，地域振興のあり方そのものを変えるインパクトをもつ存在である．」と期待を寄せる一

方で，観光に直接関わらない住民や事業者との合意形成，マーケティングやマネジメント

に必要な能力を持った人材の不足，DMO という組織に対する自治体の理解不足など，DMO

が直面すると考えられる課題を整理している．また，高橋（2017）は，欧米の DMO の組

織運営について調査を行い，以下の七つを今後の日本の DMO の組織づくりとその運営に

あたって欠かせないマネジメント特性としている． 

 

 意思決定機関の存在感の発揮 

 行政との機能分担の有無 

 プロパー職員による運営（専門人材の存在） 

 DMO による人事評価 

 多様で安定した財源の存在（一般財源以外の収入） 

 多様なステークホルダ（行政，観光事業者，住民）との緊張感のある関係 

 確かな評価指標 

 

さらに，高橋（2017）は日本における DMO の先進事例として，田辺市熊野ツーリズム

ビューロー，南信州観光公社，下呂温泉観光協会を取り上げ，それぞれの設立経緯や現在

までの取り組みについてまとめている．そして，これらの事例の共通点として，マーケッ

トに目を向ける，マーケットに働きかけるための分析と実行ができる専門人材を確保する，

持続可能な活動とするために多様な財源を創りだす，という三点を挙げている．最後に，
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観光庁（2017a）は日本版 DMO を，「「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取

り役として，関係者と協同しながら，明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実施

するための戦略を策定するとともに，戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人」

としたうえで，以下の三つを日本版 DMO が実施すべき基礎的な役割・機能としている． 

 

① 日本版 DMO を中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意

形成 

② 各種データ等の継続的な収集･分析，データ等に基づく明確なコンセプトに基づいた

戦略（ブランディング）の策定，KPI の設定･PDCA サイクルの確立 

③ 関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組み作り，プロモー

ション 

 

今後の観光振興に向けて，それを主導する組織に関する知見を積み上げるには，特定の

先進事例を分析するだけでなく，数多くの DMO を対象とした横断的な調査に基づく研究

が必要であると考えられる．しかし，現在は 2020 年までに以上のような機能を備えた世界

基準の DMO を 100 形成することを目標にしている状況であり，国内の DMO を対象とし

た横断的な調査に基づく研究を行うことは難しい．そこで本研究では，日本の各地に存在

する観光協会に着目する．本来，日本の観光協会と DMO は各組織の果たす役割から，大

きく異なる組織であるとされている（加藤 2017）．しかし，日本版 DMO 候補法人の一覧

（付録 1）をみると，半数以上が観光協会と名前のつく組織または観光協会に類似した名

称の組織（観光物産協会，観光コンベンション協会，観光まちづくり協会など）である．

つまり，日本において今後多くの DMO を形成するうえで，既存の観光協会が DMO へと

変化することは確実であり，日本の観光協会について分析することで日本版 DMO の形成

の一助となる知見が得られると考えられる．したがって本研究では，日本の観光協会を対

象とした横断的な調査と分析を行う（3 章にて後述）． 

なお，観光協会は業務の対象となる範囲ごとに，①全国組織，②複数の都道府県にまた

がる組織，③都道府県単位の組織，④複数の市町村にまたがる組織，⑤市町村単位の組織

などに分類される（吉澤 2009）．これに対し DMO はマーケティング・マネジメントを行

うエリアごとに①広域連携 DMO，②地域連携 DMO，③地域 DMO の三つに分けられてい

る．広域連携 DMO は複数の都道府県に跨がる地方ブロックレベルの区域を対象とし，地

域連携 DMO は複数の地方公共団体に跨がる区域を，地域 DMO は原則として，基礎自治

体である単独市町村の区域を対象としたマーケティングやマネジメント等を行う組織とさ

れている（観光庁 2016b）．観光庁（2017a）は各 DMO の役割の参考資料として UNWTO
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（2007）を挙げており，UNWTO（2007）はエリアごとの DMO の役割を表 2-4 のようにま

とめている．この表を見ると，イベントのマネジメントなど，地域 DMO に該当する Local 

DMO のみの役割が存在し，全体としても Local DMO の果たすべき役割が最も多い．これ

は Local DMO が，実際に観光者や，観光者に対して商品・サービスを提供する関連事業者

と密接に関わり，観光地内部のことを最もよく知る組織であることに起因すると考えられ

る．したがって，本研究では日本の各地における観光振興の中心として，地域 DMO と対

応する組織である市町村単位の観光協会（以下，市町村観光協会）を研究対象とする． 

 

表 2-4 各 DMO の代表的な役割と責任 

（UNWTO 2007 をもとに筆者作成） 

 
National 

Provincial/ 

regional 
Local 

Destination promotion, including branding and 

image 
○ ○  

Campaigns to drive business, particularly to SMMEs ○ ○ ○ 

Unbiased information services ○ ○ ○ 

Operation/facilitation of bookings   ○ 

Destination coordination and management   ○ 

Visitor information and reservations   ○ 

Training and education  ○ ○ 

Business advice  ○ ○ 

Product “start-ups”  ○ ○ 

Events development and management   ○ 

Attractions development and management   ○ 

Strategy, research and development ○ ○ ○ 
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2.2.2.観光協会の現状と課題 

2.2.1 で述べたように，日本各地の市町村観光協会は，今後組織を再編・改革し，地域の

中心としてマーケティング・リサーチに基づく戦略策定を行うことが期待される組織であ

る．しかし観光協会は多くの課題を抱える組織である（吉澤 2009；日本観光振興協会 2012；

観光庁 2016b）．本項では，調査へと繋がる示唆を得るため，市町村観光協会がデスティネ

ーション・マーケティングの担い手としてどのような課題を抱えているのかを整理する． 

まず，吉澤（2009）は，日本の観光推進組織（観光協会等）の課題として，「法律に基づ

かない組織，任意法人が多い」，「役割分担の不明確さと所管するエリアの重複」，「活動資

金の脆弱さと補助金依存体質」，「事業内容の見直しが急務」，「専門的な人材の不足」の五

つを挙げている．また，加藤（2017）は，日本の各地で行われる観光振興の問題点として，

「地域内の関係者や住民との合意形成が存在しない（ネットワークの欠落）」，「データに基

づく科学的な分析が行われていない（マーケティングの欠落）」，「KPI の設定や PDCA サ

イクルの確立が行われていない（マネジメントの欠落）」の三点を挙げている． 

これらの課題については既に自明のものであるとも考えられるが，各課題について一切

の定量的な根拠が示されていない点については留意する必要があるだろう．以下では，観

光協会の現状を定量的に把握した日本観光振協会による調査（日本観光振興協会 2012）と，

観光庁が行った調査（観光庁 2016b）の報告書を参考に日本の観光協会の現状を整理する．

これらの調査では観光協会を「広域」「都道府県」「市町村」単位に分類しているが，以下

では市町村観光協会に関する調査結果をもとに観光協会の現状を整理する． 

観光庁（2016b）の調査では，市町村観光協会の法人形態は一般社団法人が 48%と最も多

く，24%は法人格をもたない任意団体である（図 2-4）．2012 年の調査（日本観光振興協会 

2012）時点では 31%が任意団体であったため，僅かではあるが観光協会の法人化が進んで

いると考えられ，今後は各法人が DMO へと変化していくことが期待される．次に，市町

村観光協会の 50%以上が職員数 10 人未満である（図 2-5）．一部の事例ではあるが，アメ

リカのソノマやナパの DMO は職員数が 20 人，サンフランシスコやロンドン，フライブル

グのような都市であれば約 100 人の職員がいるとされいる（観光庁 2016b；高橋 2017）．

これらの事例と比較すると職員数が多いとは言えないのが現状である．また，観光協会の

課題として最も挙げられているのが予算の不足である（図 2-6）．なお，図 2-6 のデータの

み市町村観光協会だけでなく，都道府県や広域の組織も含まれたものであるが，日本観光

振興協会（2012）の市町村観光協会を対象にした調査結果でも，組織の課題として最も多

く挙げられているのは予算不足である．予算不足の解決策としては宿泊税や TID（観光産

業改善地区; Tourism Improvement District）の導入により，宿泊施設経由で観光者から DMO
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の活動資金を得る方法が考えられている．しかし，これを実現するには観光者に選ばれる

観光地になる必要があり，そのためにはマーケティング・リサーチが必要であるが，その

ための予算がないという苦境に置かれているのが現状である．こうした現状の打開策とし

て，少ない費用で実施可能なソーシャルメディアデータの活用が期待できる． 

 

 

図 2-4 市町村観光協会の法人形態 

（観光庁 2016b をもとに筆者作成） 

 

 

図 2-5 市町村観光協会の職員数 

（観光庁 2016b をもとに筆者作成） 
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図 2-6 観光協会の組織運営上の最も大きな課題 

（観光庁 2016b より引用） 
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2.3. 観光情報としてのソーシャルメディアデータ 

本節では，まず，本研究で対象とするソーシャルメディアデータの位置付けを観光者の

視点と観光振興の視点から整理する．そして，デスティネーション・マーケティングにお

けるソーシャルメディアデータ活用に関するレビューを行う． 

観光情報の明確な定義や「観光情報とは何か」について具体的に論じた研究は非常に少

ない．本論文では，観光主体と観光客体の間にあり，情報を提供することによって両者の

結びつきを可能とさせるのが観光情報であるという岡本（2001）の定義を参考とする．た

だし，この定義は Web2.0 の概念が存在しない 2001 年に示されたものであることから，「情

報を提供することによって両者の結びつきを可能とさせる」における情報は観光者に対し

て提供されるものであると考えられる．しかし，1 章で述べた通り，現在では観光者もイ

ンターネット上で情報を発信しており（Chen et al. 2014；Hudson & Thal 2013；Law et al. 

2014；Lo et al. 2011；Liu et al. 2013），この情報も両者の結びつきを可能とさせるものであ

る．また，GPS 等によって収集される意図的な発信者が不在の情報も間接的に両者の結び

つきを可能とさせる情報と言えるだろう．本研究ではこのような時代の変化に合わせ，観

光情報を以下のように再定義する． 

 

「観光情報とは，観光主体と観光客体の間にあり両者の結びつきを可能とさせるあらゆる情報

のことである」 

 

この定義では，観光情報を「観光者にとっての情報源」ではなく，「観光行動や観光者誘

致に関わるあらゆる情報」という広い枠組みで捉える．そのため観光情報と呼べる情報源

は多岐にわたる．これらの一例として先行研究（Ho et al. 2012；Jacobsen & Munar 2012； 

JTB 総合研究所 2014；Xiang et al. 2015；岡本・佐藤 2015；観光庁 2017c；日本観光振興

協会 2015）内で調査対象として用いられていた観光情報を抜粋し，まとめたものを表 2-5

に示す．本節では，広い枠組みで捉えた観光情報の整理を行う． 

以下ではまず，観光情報を観光者に影響を与える情報と，観光振興に影響を与える情報

に大別する．そしてそれぞれの枠組みの中でのソーシャルメディアデータの位置付けを明

示する． 

  



第 2 章 

36 

表 2-5 観光情報の例 

（Ho et al. 2012；Jacobsen & Munar 2012； JTB 総合研究所 2014；Xiang et al. 2015；岡

本・佐藤 2015；観光庁 2017c；日本観光振興協会 2015 を参考に筆者作成） 

入手経路 媒体 

オフライン  TV  ラジオ 

  ガイドブック  パンフレット 

  イベント  観光案内所 

  家族・知人からの情報（口コミ）  広告 

オンライン 
 DMOや自治体の公式 Webサイト  旅行会社の公式 Web サイト 

 
 ソーシャルメディア  宿泊予約サイト 
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2.3.1.観光者に影響を与える情報 

観光者に影響を与える情報に関する先行研究は，観光者の目的地選択など意思決定に関

する研究と，観光者のデスティネーションイメージ形成に関する研究に大別される． 

まず，観光者の意思決定に関する研究では，Money & Crotts（2003）は，観光者に影響を

与える情報を，広告などマーケティング担当者が支配する情報と支配されていない情報に

分類し，さらに後者を，友人などからの個人的な情報，ガイドブックなどの中立的な情報，

旅行代理店などの流通業者の情報に分類した．Költringer & Dickinger（2015）は，インター

ネットユーザによって発信された情報，ニュースメディアによって発信された情報，DMO

によって発信された情報の三つを比較し，インターネットユーザによって発信された情報

は最も豊かで多様な情報源であると結論付けた．Fotis et al.（2011）は，インターネットユ

ーザが発信した情報は，旅行代理店の発信する情報や，マスメディアによる広告よりも信

頼性が高いことを明らかにした．Sparks et al.（2013）は，宿泊施設の管理者によって発信

された情報と消費者によって発信された情報に対する閲覧者の認識の違いを調査し，消費

者によって発信された情報の方が信頼性が高いことを明らかにした．このように，観光者

にとっては，商業的に発信される情報よりも，消費者によって発信される情報の方が重要

視される傾向がある．また，消費者による口コミであってもオフラインの口コミであれば

より信頼性が高いなど，情報がインターネット経由のものであるのかによっても信頼性は

異なるとされている（Tham et al. 2013）． 

次に，観光者のデスティネーションイメージ形成に関する研究では，Phelps（1986）は，

観光者がデスティネーションを訪れる前に使用される情報と，観光者がデスティネーショ

ンを訪れることで知覚される情報があるとしている．Gunn（1972）は，観光者のデスティ

ネーションイメージを形成する情報を，デスティネーションのプロモーションとして発信

された情報と，ニュースや映画などデスティネーションに直接関連付けられていない情報

に分類した．また，Gartner（1994）は Gunn（1972）の研究をもとに，意図的にデスティネ

ーションに関連付けられた情報であっても，マスメディアの広告のように誘致の意図が明

白なものと，有名人などによって観光者を秘密裏に誘導するものに分けられるとしている．

後者は近年ではステルスマーケティングなどとも呼ばれ，非難の対象となっている．また，

Gartner（1994）は，デスティネーションに直接関連付けられていない情報をニュース，映

画，テレビ番組などのマスメディアからの情報と，友人や親戚からの情報に分類している．

Govers et al.（2007）はこれらの情報の中で，誘致の意図が明白なプロモーションの相対的

重要性は低いと指摘し，Beerli & Martin（2004）は，デスティネーションに直接関連付けら

れていない情報がデスティネーションイメージの形成に大きく影響していることを明らか
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にしている． 

以上のように，観光者に影響を与える情報を分類する際には，その情報が商業的である

か，デスティネーションを直接的にプロモーションするものかが重要であることがうかが

える．また，その他の分類としては，情報発信者が個人であるか組織であるか，オンライ

ンの情報であるか，情報に接触するのは旅行前か旅行中かなどの視点からの分類が可能で

ある．本研究で対象とするソーシャルメディアデータは，デスティネーションのプロモー

ションの意図はなく，個人によって発信される情報である．つまり，ソーシャルメディア

データは，特定の情報発信者が意図的に対象物（観光地）を実際とは異なる殊更好ましい

ものとして宣伝しようとしたものでは無いため，観光者はその信頼性と重要性を高く認識

していることが指摘されている（Law et al. 2014；Xiang et al. 2015）．ただし，同様の特性は

オフラインでの口コミでも見られ，Tham et al.（2013）は，オフラインの口コミの方がオン

ラインの口コミよりも信頼性が高いことを明らかにしている．ただし，ソーシャルメディ

アは情報へのアクセシビリティが高いことや，多くの情報に触れられるため情報の多様性

があることなど，オフラインの口コミにはない特性も備えている（Tham et al. 2013）．  
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2.3.2.観光振興に影響を与える情報 

観光振興（デスティネーション・マーケティング）に用いられる情報として以下のよう

なものが考えられる．例えば，日本を一つのデスティネーションとして捉えた場合，リサ

ーチの対象は訪日外国人旅行者となるが，観光庁（2016）は，訪日外国人旅行者の動態を

把握するため，ローミングデータ，GPS データ，SNS データを用いた調査分析を行ってい

る．ローミングデータとは携帯電話の基地局との通信状況から得られる情報であり，GPS

データはスマートフォンアプリケーションの GPS ログを収集したものである．SNS デー

タはその名の通り SNS から収集されるデータであるが，主な調査対象は Twitter や Weibo

であり，本研究ではこれらのメディアをソーシャルメディアと表記しているため，SNS デ

ータとソーシャルメディアデータを同義として扱う．これらのデータについて，相原（2017）

はデータのカバー率と分析内容の深さから図 2-7 のように，宮野（2017）はデータの活用

法や入手のしやすさから表 2-6 のようにまとめている． 

図 2-7 は，縦軸のカバー率は母集団をどの程度網羅しているかを表しており，横軸はデ

ータから得られる分析内容の多さ（深さ）を表している（相原 2017）．なお，図 2-7 は各

データの相対的な位置関係を示した概念図であり，数学的な処理によって算出されたも

のではない．この図を見てもわかるように，カバー率が広く分析内容が深いという理想的

なデータは存在せず，それぞれのデータに利点と欠点が存在している．その中で，SNS デ

ータには他のデータには存在しない大きな利点が存在する．それは観光者側からも閲覧

可能なデータであるため相互作用性があるということである（Schmallegger & Carson 

2008；内田 2015a）．前述のように観光者にとってソーシャルメディアは主要な情報源で

あり，その情報が契機となり，それまで観光者がほとんど訪れなかった地域が突然観光地

化するといった事例が報告されている（池田 2016）．つまり，限定的なメディア内での意

見に留まるはずの意見が，多くの人々目に触れ大衆を動かす原動力と成り得ている．言い

換えれば，分析者にとって SNS データは偏りのある限られた範囲のデータであったとし

ても，観光においては観光者間の相互作用が期待できるデータであり，より多くの観光者

を知ることに繋がる場合がある．したがって SNS データは，分析者側のみで処理される

ため観光者間の相互作用が起こり得ない他のデータに対して大きな可能性を秘めている

と言えるだろう． 

次に，表 2-6 のデータ入手のしやすさに着目する．ローミングデータは通信会社が管理

しているため，このデータを使用するには通信会社と提携しデータを購入する必要がある

ため，小規模な組織では活用することは難しい．過去には KDDI がデータを分析したレポ

ートを東北の地方自治体，公共団体，観光協会などに提供した例もあるが（KDDI 2013），
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これは復興支援を目的とした取り組みであり，他の地域の組織がデータを入手することは

やはり困難である．GPS データはスマートフォンアプリケーションから取得されるため，

そのデータはアプリケーションの開発者が所有している．つまり，観光振興組織がアプリ

ケーションを開発すれば GPS データは容易に入手できるが，ビッグデータ分析が可能にな

るほどのユーザ数を獲得できるアプリケーションを開発することは現実的ではない．その

ため，GPS データを入手する場合もアプリケーションを開発した企業からデータを入手す

る必要がある．学術研究においては企業と連携して GPS データの分析した研究は存在する

が（尾久土ら 2017），観光振興組織にとっては入手難易度の高いデータであると言えるだ

ろう．SNS データを入手する際には，他のデータのように企業と提供してデータを購入す

る必要がなく，各社が提供する API（Application Programming Interface）を使用することで，

無料でデータを入手することができる．API を使用するうえでいくつかの制約はあるもの

の，上述のデータと比較すると SNS データは入手難易度の低いデータであると言える． 

 

 

図 2-7 観光関連ビッグデータの位置付け 

（相原 2017 より引用） 

  



第 2 章 

41 

表 2-6 観光関連ビッグデータの比較 

（宮野 2017 より引用） 

 【基地局情報の活用】 

①ローミングデータ 

【アプリを活用】 

②GPS データ 

【SNS 等を活用】 

③SNS データ 

1) 概要 訪日外国人旅行者が日本に

来訪した際に，日本の通信

サービスを利用し自国の携

帯電話を使用することによ

り蓄積される基地局情報

（ローミングデータ）であ

る． 

携帯電話の基地局情報を統

計処理し，日本全国の 1 時

間ごとの人口分布を把握で

きる．また，拡張機能とし

て，一定期間内の述べ滞在

者数（入込数）を把握する

ことも可能である． 

訪日外国人旅行者が所有す

るスマートフォンやタブレ

ットのアプリの GPS 機能

等を活用した一定時間毎の

測位情報（GPS データ）で

ある． 

専用アプリケーションを用

いてスマートフォンのバッ

クグラウンド GPA ログを

記録し，通信に合わせて情

報を蓄積している． 

TwitterやWeiboなどの SNS

等でのつぶやき等の発言デ

ータ（SNS データ）である． 

つぶやき等から関連する発

言をクレンジング処理し，

ネガティブ・ポジティブの

評価や感情・情緒（センチ

メント）の分析を行う． 

2) 主な活用法 ―マクロでの集積― 

広域での集積状況など主に

マクロ的な把握を中心に活

用する 

―ミクロでの移動や集積― 

移動経路や集積ポイントな

ど主にミクロ的な把握を中

心に活用する 

―訪問目的や評価― 

観光地の訪問目的や評価な

ど感情分析を中心に活用す

る 

3) データ入手の

しやすさ 

× 

一般的には公開されていな

いため入手は困難 

△ 

専用アプリケーションの開

発という障壁がある 

○ 

API の活用で比較的自由度

のあるデータ入手が可能 

 

その他にデスティネーション・マーケティングの情報源としては，観光統計（旅行・観

光消費動向調査など）が挙げられ，これも広義の観光情報であると言えるだろう．観光統

計は各地域の観光振興組織が直接調査を行うか，調査会社に委託することで収集されるた

め，収集に手間やコストがかかる．しかし，収取されたデータは基本的に公開データであ

るため，調査を担当する観光振興組織以外にとっては入手が容易なデータである．また，

観光統計の一部の情報は，RESAS（地域経済分析システム ; Regional Economy Society 

Analyzing System）(3)によって，地図上で視覚的に閲覧することが可能とされており，観光

振興に向けて公的な取り組みが進んでいる．しかし，図 2-7 にも示されているように，観

光統計は情報量が多く分析に適したデータが手に入る一方で，調査方法の制約からサンプ

ルが限定的であるという課題もある． 

最後に，松尾ら（2013）は，観光関連業者がマーケティングの際に分析すべきデータと
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して POS データを挙げている．POS とは Point Of Sales の省略であり，POS データとは，

何が，いつ，いくつ，いくらで売れたのかといった販売情報のことを指し，精度の高いデ

ータにはどのような人が買ったかといった顧客情報も記録されている．こうしたデータは

従来であれば各企業や店舗のみで管理されるため，他者に公開されることは少なく，観光

振興組織のような中立な立場の組織がデスティネーション・マーケティングに活用するこ

とは難しい．しかし，日本版 DMO 候補法人の一つである下呂温泉観光協会では，下呂温

泉の各旅館からデータを収集し，それらを分析した上でプロモーションを行うことで，宿

泊客数が年々増加するなど一定の効果を挙げている（井村 2017；高橋 2017）．この事例の

ように，地域の各組織からの協力が得られれば活用不可能なデータではないと言えるが，

この事例はあくまで先進的な事例の一つであり，一般的には経営に関するデータを各組織

から収集することは難しいと考えられる． 

以上のように，ICT の発展もありデスティネーション・マーケティングに様々なビッグ

データを活用することが可能になり，本項では活用可能なデータとして 5 種類のデータの

特徴を整理した．その結果を表 2-7 に示す．ソーシャルメディアデータは，コスト面など

から他のデータよりも入手難易度が低く大量のデータが手に入るというのが大きな特徴で

ある．しかし一方で，分析を前提に設計された調査によって得られたデータとは異なり，

必ずしも分析に適した内容のデータが手に入るとは限らないという課題も存在する．ただ

し前述のように，ソーシャルメディアデータは観光者に影響を与える重要な情報源の一つ

であり，観光者間の相互作用があるというデータの性質上の特徴がある．以上のように，

ソーシャルメディアデータはデータの内容に制約はあるものの，多量のデータが比較的容

易に手に入り，また，観光者にとって影響力の大きいデータである．これらの特徴は，デ

スティネーション・マーケティングの諸活動の中でも，問題の明確化や仮説の構築を支援

するための探索的リサーチへの活用に適したデータであると考えられる． 

 

表 2-7 デスティネーション・マーケティングに用いられるデータの比較 

 入手難易度 
データ量 

（分析対象数） 
データ内容 

観光者間の
相互作用 

ソーシャルメディア ○ ○ △ ○ 

GPS △ ○ △ × 

ローミング △ ○ △ × 

観光統計 △ △ ○ × 

POS × ○ ○ × 

○ 相対的に優れている，△ 相対的に課題・制約がある，× 手に入らない・観測できない  
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2.3.3.デスティネーション・マーケティングにおけるソーシャルメディアデー

タ活用 

佐野（2017）は，ソーシャルメディアを企業の事業活動に活用しようとする研究を，観

光学分野の主要ジャーナル(4)をもとに整理した結果，そのような研究は，近年注目され始

め，2012 年以降毎年増加し，特に 2013 年から急増傾向が見られるとしている．したがっ

て，ソーシャルメディアデータのマーケティングへの活用は，学術的にも注目されている

領域であると考えられる．ただし佐野（2017）においては，観光関連企業のマーケティン

グにおけるソーシャルメディアデータの活用についてのみ論じられており，デスティネー

ション・マーケティングに関しては論じられていない．以下では，デスティネーション・

マーケティングに向けてソーシャルメディアデータを分析した研究のレビューを行い，そ

の動向を把握する．また，Leung et al.（2013）は，観光・ホスピタリティとソーシャルメデ

ィアに関する研究には，消費者の視点からの三つ（観光前，観光中，観光後）の研究領域

と，サプライヤの視点からの五つ（プロモーション，流通，コミュニケーション，管理，

リサーチ）の研究が存在するとし，過去の論文を分類している．以下では，ソーシャルメ

ディアを情報源としたリサーチに関する先行研究のレビューを行う．ただし，Leung et al.

（2013）では各分類における論文には重複が見られることから，これらは明確に区分され

るものではなく，複数の領域にまたがる研究が存在することを前提とする． 

Leung et al.（2013）は，ソーシャルメディア上の UCG は，市場調査や社内外の環境分析

の新しい情報源として注目されているとしている．Marine-Roig & Clavé（2015）は観光客

によってインターネット上に生成された UGC をコンテンツ分析することで，バルセロナ

に対する観光者のイメージや誘因を明らかにした．一方で，バルセロナは「バルセロナ，

スマートシティ（'Barcelona, smart city'）」というコンセプトを複数のメディアを通じて発信

しているにも関わらず，ソーシャルメディア上では観光者はこれについて一切言及してい

ないという課題も明らかにした．Hawelka et al.（2014）は世界中の約 10 億件に及ぶ位置情

報付きツイートを分析することで，海外旅行者の移動パターンや国ごとの目的地の多様性

などを明らかにした．また，国間での出入国者のバランスを明らかにし，他の著者によっ

て提供されたグローバル観光統計とモビリティモデルを使用した結果と比較したところ，

Twitter による国際的な移動パターンの理解が有用であると主張している．Stepchenkova & 

Zhan（2013）は DMO がプロモーションのために投稿した写真と観光者がソーシャルメデ

ィアに投稿した写真の違いを分析することで，DMO と観光者のデスティネーションの認

識の違いを探った．その結果，両者に明らかな違いが確認され，DMO が発信している写真

の撮影場所に観光者が行くことが困難であることが影響していると考察している．Jabreel 

et al.（2017）は，ヨーロッパの 10 の観光都市を対象にそれぞれ 6,000 ツイートを収集し，
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ツイート内で使用される形容詞から各観光地にどのような感情が関連付けられているかを

分析した結果，ツイートによって関連付けられる感情に観光地間の差はなかったと報告し

ている．デスティネーション・マーケティングにおけるリサーチ研究において，最も多面

的な試みを行ったのは Miah et al.（2017）であると考えられる．Miah et al.（2017）は，ソ

ーシャルメディアデータを意思決定の支援のために分析する方法が，特に観光分野で発展

していないことを指摘し，新たなフレームワークとして Flickr データのテキスト分析，位

置情報分析，視覚的コンテンツ分析，時系列データモデリングの四つを提案した．これら

の分析により，観光者の関心を示す場所や対象，またはその場所を代表する写真を抽出し，

観光需要予測モデルの構築にも成功している．Kurashima et al.（2013）は，Flickr(5)に投稿

された写真の位置情報から観光者の行動を分析し，観光者の行動モデルに基づいた，ユー

ザの嗜好や空き時間，交通手段を考慮した旅程推薦を可能にした．このように，ソーシャ

ルメディアデータのリサーチによって得られた結果は，意思決定の支援に留まらず，新た

な観光サービスの創出に繋がった． 

ユーザの投稿を分析することでデスティネーション・マーケティングを支援する様々な

情報を生み出すことが可能であることが示唆されている一方で，Law et al.（2014）はソー

シャルメディアの持つ双方向性が戦略に影響を与えるとしている．双方向性とはつまり，

DMO が発信した情報は一方的なものではなく，その情報に対する閲覧者の返信，共有，拡

散といったリアクションがあるということであり，このデータを分析することでもデステ

ィネーション・マーケティングを助ける示唆が得られると考えられる．Mariani et al.（2016）

は，DMO の Facebook アカウントの投稿に対するエンゲージメントに影響を与える要因を，

投稿の内容，投稿の長さ，投稿時間などの観点から分析し，エンゲージメントを増加させ

るための示唆を得ている．また，DMO によって発信された情報ではないが，Cheng & 

Edwards（2015）は北京大学によって開発された Weibo の分析ツールを使用し，観光関連ニ

ュースに対する Weibo ユーザの反応をユーザの性別や投稿地域別，投稿の時系列などから

分析し可視化した．これらの研究のように，日常的なユーザの投稿を分析するだけでなく，

特定の情報に対するリアクションに調査対象を絞り込むことで，因果的リサーチに近い分

析も可能となるだろう． 

世界中で DMO やデスティネーション・マーケティングに関する研究が行われる一方で，

日本ではデスティネーション・マーケティングという概念自体が新しく，観光振興に向け

てソーシャルメディアデータを分析したという研究は少ない．その中でもいくつかの研究

（徳久ら 2011；宮野 2017）が行われているが，現状としては，この分野における研究は

企業等で積極的に行われている．例えば，東京海上日動火災保険株式会社（2017）は，Twitter

の英語投稿や Weibo の中国語投稿をもとに外国人の日本の観光に関する話題を分析した．
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この分析では，日本の地域ごと，あるいは観光者の国籍別に，月ごとの投稿件数の推移，

嗜好，注目スポットなどをまとめている．ナイトレイ・RJC リサーチ（2017）は，訪日外

国人観光者が，Twitter や Weibo で日本国内滞在中に発信した投稿を分析し，投稿の発信地

点となった全国の観光スポットを，独自の指標により順位付けした．その結果，最も人気

のスポットとして，USJ（Universal Studios Japan）と東京ディズニーランドが抽出され，両

施設ともオールシーズン型であることや，思わず SNS に投稿したくなるような多様な感動

を提供していることが年間総量を押し上げたと考察している．最後に観光庁（2016a）は，

Twitter や Weibo，Plurk 等を対象に，特定のキーワードを含む投稿を収集し，国籍別の投稿

数や，言及された数の多い地域や観光スポット，食べ物などを明らかにした． 

ここまで述べてきた研究で示された多くの方法論は DMO がデスティネーション・マー

ケティングにおける意思決定を行う一助になるだろう．しかしながら，これらの方法論を

デスティネーション・マーケティングに活用しようとした場合いくつかの課題がある． 

まず使用するメディアに関する課題である．例えば，先行研究（Kurashima et al. 2013；

Miah et al. 2017）では，Flickr のデータを用いた分析が行われていたが，Flickr は写真共有

が前提のメディアであり，投稿の多くに位置情報が付加され，投稿に対して他のユーザが

タグを付与できる等の特性がある．上記の研究で示された方法論はこの特性に依存してい

るため，世界的にユーザの多い Facebook，Instagram，Twitter などへの応用は難しい．特に，

日本国内では Flickr のユーザは少数であるため，分析対象は訪日外国人旅行者向けに限定

されると考えられる．また，メディアごとにデータの取得に関する制約も異なり，Facebook

は世界で最もユーザの多いメディアである一方，非公開のデータが多く，一般の企業や研

究者が Facebook の投稿データ等を扱うことは難しい（鳥海 2015）．このようにメディアご

とに課題がある中で，観光におけるソーシャルメディアに関する既存研究の多くは単一の

メディアを対象にしており（Uşaklı et al. 2017），メディアの選定理由についても議論され

ていない． 

次に情報量とユーザ数に関する制約である．例えば，ブログのように情報量の多いデー

タを分析すれば感情やトピックの推定が容易である．しかし，Facebook や Twitter のような

メディアと比較すると分析できるユーザ数は少なくなる．また，ユーザ数の多いメディア

の中でも写真付きの投稿や位置情報付きの投稿など，情報量の多い投稿を取得しようとし

た場合，対象となるユーザは大幅に減少する．このように情報量とユーザ数はトレードオ

フの関係にあり（図 2-8），分析の目的に応じてどちらを優先すべきかの議論が必要である

と考えられる． 

以上のように，ソーシャルメディアデータをデスティネーション・マーケティングに活
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用する際には，対象とするメディアや，そのメディアからどのようなデータを収集するべ

きかについて議論する必要がある．しかし，先行研究の多くは，どのメディアを対象とす

べきかではなく，対象となったメディアからどのように有益な情報を得るかという方法論

に主眼が置かれている．そのため，その情報を必要とする組織や地域の現状について，あ

るいはソーシャルメディアデータが必要となる具体的な利用場面などについての議論は行

われていない．本研究ではこれらの問題点を踏まえ，日本の観光協会の現状について整理

したうえで対象となるソーシャルメディアを選定し，具体的な利用場面を想定した分析を

行う． 

 

 

図 2-8 ソーシャルメディアデータの情報量と対象ユーザ数の関係の概念図 

（筆者作成） 

 

  

一つの
データの
情報量

分析可能ユーザ数
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2.3.4.Facebook と Twitterの特性 

前述のように，ソーシャルメディアの種類は多岐にわたるが，本研究では主に Facebook

と Twitter を中心に議論を進めていく．複数のソーシャルメディアの選択肢がある中で

Facebook と Twitter に対象を絞った理由は主に二つある．一つ目は，ユーザ数の多さであ

る．これら二つのメディアは日本国内においては他のメディアに比べて明らかに利用率が

高く（総務省情報通信政策研究所 2015），日本の観光市場を探索的にリサーチすることに

適していると考えられる．また，国外のユーザ数も多く(6)，国外市場の分析にも応用可能

である．二つ目は，この二つのメディアは世界の DMO において最も利用されているメデ

ィアであり（Uşaklı et al. 2017），デスティネーション・マーケティングに活用すべき代表的

なソーシャルメディアであると考えられるためである．以下では Facebook と Twitter の特

性について説明する． 

まず，Facebook と Twitter から取得可能なデータについて表 2-8 に示す．Facebook では，

自身のフォロワに関する情報と一部の一般ユーザに関する情報の取得が可能である．

Facebook の投稿は基本的にクローズドなものであり，そのデータは一般的には公開されて

いない（鳥海 2015）．したがって，取得できるのは例外的に情報を公開しているユーザに

ついてのみであり，その多くは企業等のプロモーション用のアカウントである．また，他

のアカウントのフォロワに関する情報は手に入らない．なお，Facebook と共同研究を行う

ことで一定量のデータを利用可能になるが，一般の企業や研究者がそれらのデータを扱う

ことが難しい（鳥海 2015）．これに対して Twitter は自身のフォロワ，一般ユーザ，他者の

フォロワの情報を全て入手可能であり，多方面からの分析が可能となる． 

次に，取得されるユーザデータの内容は，Facebook は年齢，居住地等の個人情報が登録

されている場合が多く，データが入手できた場合は個人属性に基づく分析を行うことがで

きる．一方で Twitter は個人情報がほとんど登録されていない．伊藤ら（2013）によると，

Twitter で性別を登録しているユーザは 7.6%，年齢は 3.3%，職業は 13.6%，居住地域は 25.0%

である．しかし一方で，Twitter ユーザの個人属性を推定する手法（池田ら 2012；Ikeda et 

al. 2013；榊・松尾 2014）なども開発されている． 

最後に，リアクションの種類は，Facebook はコメント，共有（シェア）にくわえて 6 種

類の感情に分けられた拡散機能（いいね！，超いいね！，うけるね，すごいね，悲しいね，

ひどいね）がある．この機能により，投稿に対する閲覧者の感情をより詳細に把握するこ

とが可能になり，投稿内で紹介された情報の評価や，プロモーションの改善に繋げること

ができる．Twitter も同様に，コメント（リプライ），共有（フェイバリット），拡散（リツ

イート）といった機能は備えているが，Facebook ほど詳細な情報は取得できない．ただし，
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これらの機能は 2017 年時点のものであり，収集可能なデータ等は変更される可能性があ

る．実際に Facebook の 6 種類の拡散機能は 2017 年 1 月に実装されたものであり，データ

取得のための API が公開されたのは 2017 年 4 月であるため，それ以前は収集できなかっ

たデータである． 

 

表 2-8 Facebook と Twitter の特性の比較（2017 年時点） 

 Facebook Twitter 

データの取得可能
範囲 

自身のフォロワ， 

一般ユーザ（一部） 

自身のフォロワ， 

一般ユーザ， 

他者のフォロワ 

ユーザデータの 

精度 

年齢，居住地等の個人情報が 

登録されていることが多い 

個人情報はほとんど 

登録されていない 

リアクションの 

種類 

コメント，共有， 

拡散（感情別 6 種類） 

コメント，共有， 

拡散 

 

以上の特性をもとに各メディアのマーケティングツールとしての役割について考察す

る．Ohmae（1982）は，経営戦略の立案に当たっては，三者の主たるプレイヤーを考慮に

入れなければならないと指摘している．三者の主たるプレイヤーとは，自社（Corporation），

市場・顧客（Customer），競合相手（Competitor）の三者である．これら三者の頭文字をと

り 3C 分析とも呼ばれるこのフレームワークは，現在ではマーケティングの基礎として広

く普及している．この三者をデスティネーション・マーケティングに置き換えれば，自社

は自地域，市場・顧客は観光者，競合相手は他地域となる．前述の通り，Facebook ではこ

れら三者全ての情報を取得することは難しく，これに対して Twitter では三者全ての情報が

取得可能である(1)．したがって，取得可能な情報の種類では劣るものの，マーケティング

の基礎となる 3C 分析のための情報を取得できるのは Twitter のみである．一方でソーシャ

ルメディアの主な用途であるプロモーションやコミュニケーションに関する示唆を得るた

めのリサーチツールとしては，閲覧者の個人属性等が把握できることに加え，投稿に対す

る閲覧者の感情が把握しやすいという利点からも Facebook の方が適していると考えられ

る．また，いくつかの先行研究（Bygstad & Presthus 2012；Choudhury & Simkim 2014）では，

Facebook はソーシャル CRM（顧客関係管理; Customer Relationship Management）のツール

としても期待できると考えられている． 
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次に各メディアのユーザの年代について述べる．各メディアの年代別利用率は図 2-9 の

通りである．Facebook は 20 代と 30 代が中心であり，Twitter は 10 代と 20 代が中心の若年

層の利用率が高いメディアであると言える．若年層の中でも 10 代については Twitter が

Facebook を上回っており（母比率の検定, z = 13.04, p < 0.01），30 代は Facebook が Twitter

を上回っていた（母比率の検定, z = 7.10, p < 0.01）．なお 20 代については両メディアの利

用率に有意差はなかった（母比率の検定, z = 1.50, p > 0.05）． 

観光分野において若年層は市場拡大に向けた潜在顧客として期待され，若年層による旅

行を増加させるための取り組みが観光庁（2017d）などによって行われている．地域別の成

功例として，熱海では新規顧客獲得に向けて若年層をターゲットに選定した取り組みを行

うことで，2011 年以降は宿泊者数が年々増加している（観光庁 2017b）．Facebook や Twitter

を利用することで，このような市場をターゲットとした情報発信や情報収集が可能になる

と考えられる． 

 

 

図 2-9 年代別 Facebook・Twitter 利用率 

（総務省情報通信政策研究所 2016 をもとに筆者作成） 
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2.4. 研究の位置付けと貢献 

本研究ではここまで，マーケティングの視点から，日本の観光振興の現状を整理し課題

を抽出するとともに，既存のマーケティングの理論を用いて，日本における広義の DMO

は観光者志向のマーケティングを行うためのマーケティング・リサーチが不足しているこ

とを明らかにした． 

次章以降では，日本の市町村観光協会を対象に横断的な調査を行い，一次データに基づ

いてソーシャルメディアの活用実態を把握する．加えて，ソーシャルメディアの特性に基

づき，マーケティングの諸活動における各メディアの位置付けを明らかにする．そして，

両者の整合性を検証した後に，観光協会がデスティネーション・マーケティングのための

リサーチを行う際に活用すべきソーシャルメディアを選定する． 

以上の議論を踏まえたうえで，マーケティング・リサーチをより効果的に実行するため

の方法論を提案する．また，議論においては，観光協会に関わるソーシャルメディアデー

タの分析結果をもとに，デスティネーション・マーケティング・リサーチにおけるソーシ

ャルメディアデータ活用の利点や課題について議論する．方法論については，日本の観光

協会によるデスティネーション・マーケティング・リサーチを支援するという目的から，

観光分野に主眼が置くことになるが，可能な限り観光以外の各産業で応用可能な汎用性の

高い方法論の構築を目指す 

以上のように，本研究はマーケティングの視点から現状を分析し解決策を探る経営学的

な側面と，新たな知見を得るためにビッグデータの分析方法やデータの質について議論す

る情報学的な側面を持つ複数領域にまたがる研究である．また本研究は，DMO に関する研

究としては，その実態把握や現状分析に留まらず，課題解決に向けた方法論についてデー

タ分析を通じて具体的に議論するといった点で新規性のある研究であると言える．また，

ビッグデータ分析に関する研究としては，方法論のみに焦点を当てるのではなく，データ

を活用する組織や具体的な利用場面についても議論しているという点で新規性があり，二

つの研究分野の発展に寄与すると考えられる． 

最後に，本研究は既存の研究とは異なる視点からのアプローチによって，デスティネー

ション・マーケティング実施者，すなわち広義の DMO にとって参考となる情報を提供す

る．また，実施障壁が低く汎用性の高い方法論を構築すると同時に，ソーシャルメディア

データの利点と課題を明示することで，多くの人々がソーシャルメディアデータ分析に足

を踏み入れる一助となるだろう．これにより，日本の各地でより効果的なマーケティング・
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リサーチ，及びその結果に基づくデスティネーション・マーケティングが行われることが

期待される．  
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第 2 章 補注 

(1) JTB 総合研究所: 観光用語集.  

https://www.tourism.jp/tourism-database/glossary/destination/ 

(2) CSV は CSR（企業の社会的責任; Corporate Social Responsibility）をより戦略的に進め

る枠組みとして考案され，CSR を社会貢献による企業の対外イメージの向上から発

想されるとした場合，CSV は事業を通じて社会的価値を生み出しながら，自社の競

争力も向上させようとするものである．さらに，CSV の概念には企業と地域社会が

共同で価値を創出するという視点が含まれている． 

(3) RESAS: https://resas.go.jp/ 

(4) 佐野（2017）は Social Science Citation Index（SSCI）に掲載された観光学分野のジャ

ーナルを対象として，さらに，Australian Business Deans Council Journal Quality List の

中の A+ジャーナル（6 本），A ジャーナル（15 本）を研究に使用した． 

(5) Flickr とは，オンラインで写真を管理し共有するアプリケーションである．Flickr を

使うことでユーザは自身の写真を自身の定める範囲で共有することができる．また，

他ユーザによる写真へのコメントやメモ，タグの追加機能によって，ユーザは膨大な

数の写真から必要な写真を簡単に見つけることができる（Flickr 公式サイト: 

https://www.flickr.com）． 

(6) 各メディアの公式発表によると，Facebook アクティブユーザ数は 19 億 4,000 万人

（Facebook, Ink. 2017），Twitter は 3 億 2,800 万人である（Twitter, Ink. 2017）． 
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第3章 観光協会におけるソーシャルメディア活用実態

の把握 

本章では Facebook と Twitter を対象メディアとして，日本の観光協会のソーシャルメデ

ィア利用実態を調査した．以下でその方法と結果について詳述する．  

3.1. 調査方法 

全国の市町村単位の観光協会のうちメールアドレスもしくは問い合わせフォームが公

開されている 899 組織に対し Web アンケートを実施した（図 3-1）．Web アンケートは

Google フォームで作成し，回答用リンクを電子メールに記載する形で配布した．ただし，

インターネットのセキュリティ環境によってリンクが開けない組織や，「回答記録を手元

に残したい」「アンケートを協会内で複製したい」という要望のあった組織に対しては

Google フォームと同様の質問を記載した Word ファイル（付録 3）を電子メールに添付し

て送付・回収した．なお，調査期間は 2017 年 6 月 13 日から同年 7 月 31 日までとした． 

質問は組織に関する基礎的な情報とソーシャルメディアの利用実態との二つに大別さ

れる．まず組織に関する情報として，組織名，法人形態，職員数（専従・兼務合わせた人

数），組織会員（企業や商店など個人ではない会員）数，設立年を調査した．次に，ソーシ

ャルメディアの利用実態についての質問では，前述の理由により Facebook と Twitter を調

査対象として，各メディアの利用有無，重要性認識を調査した．さらに，各メディアを利

用している場合は，運営体制（運営人数，運営主体），利用目的，利用上の課題を，各メデ

ィアを利用していない場合は，利用しない（できない）理由を調査した．各質問項目の詳

細については付録 3 に記載している．なお，質問項目は上野・飯島（2014）の行政機関に

よる Twitter の活用状況の調査や，日本観光振興協会（2012）や観光庁（2016b）による観

光協会の実態調査を参考に作成した． 
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図 3-1 Web アンケートの利用画面 
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3.2. 回答組織概要 

本節では調査対象に関する基礎的な情報として，回答組織の概要について述べる．Web

アンケートは 899 組織に配布し 354 組織から回答があり，有効回答数は 351 組織（有効回

答率 39%）であった．なお，同様に市町村観光協会を対象に行った日本観光振興協会（2012）

の調査では回答組織数は 111，観光庁（2016b）の調査では回答組織数は 217 である．本研

究の回答組織数はこれらの公的な調査を上回っており，全ての市町村観光協会を網羅でき

ているわけではないが，結果には一定の妥当性があると考えられる． 

まず回答組織の法人形態は図 3-2 通りであり，約半数（52%）の観光協会が法人格を所

持していた．また，内訳として多いのは任意団体の 44%，次いで一般社団法人の 37%であ

った．次に各組織の職員数の内訳を図 3-3 に示す．75%が職員数 9 人以下，14%が 10 人以

上 19 人以下の組織であった．つまり，約 90%の組織は職員数が 20 人に満たない組織であ

る．観光庁（2016b）の公表するデータでは，市町村観光協会のうち職員数が 20 人未満の

組織は 81%（n = 217）とされているため，観光庁の調査よりも小規模な組織の回答が僅か

に多い結果となった．さらに各組織の組織会員数の内訳を図 3-4 に示す．組織会員数は他

の質問に比べて特定の項目へ回答が集中することはなく，組織によって様々である．なお，

組織会員数が 400 以上の組織は 8%程度であった． 

 

 

図 3-2 回答組織の法人形態 
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図 3-3 回答組織の職員数 

 

 

図 3-4 回答組織の組織会員数  
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3.3. 観光協会によるソーシャルメディア利用実態 

各観光協会のソーシャルメディアの利用有無の調査結果を図 3-5に示す．図 3-5見ると，

Facebook は 81.8%，Twitter は 46.7%と Facebook の方が Twitter よりも利用率が高いことが

わかる（母比率の検定，z = 17.00，p < 0.01）．次にソーシャルメディアの重要認識について

調査した．この項目では，「観光客誘致や観光地域づくりにおいて Facebook/Twitter の利用

はどの程度重要であるか」という質問に対して重要，どちらかと言えば重要，どちらでも

ない，どちらかと言えば重要ではない，重要ではないの 5 段階で調査した．図 3-6 は「重

要」を 5，「重要ではない」を 1 とした場合の，全回答の平均値と標準誤差である．等分散

性の検定により両者の回答のばらつきには有意差が確認された（F = 2.60, df1 = 350, df2 = 

350, p < 0.01）．また，重要性認識の平均値は Facebook の方が Twitter よりも高く，t 検定の

結果，両者の間には有意差が確認された（Welch 法, t = 10.00, df = 584.49, p < 0.01）． 

以上のように，Facebook は Twitter よりも利用率が高く重要性認識が高いという結果が

示された．続いて各メディアを利用している観光協会のソーシャルメディアの運営体制を

図 3-7 に示す．Facebook と Twitter ともに 2 名上の担当者で運営している場合が最も多い

のは同じだが，Facebook に比べて Twitter は 1 名の担当者で運営している場合も多い（母

比率の差の検定, z =- 3.97, p < 0.01）． 

 

 

図 3-5 ソーシャルメディア利用率 
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図 3-6 ソーシャルメディアの重要性認識 

 

 

図 3-7 ソーシャルメディアの運営体制 

 

ソーシャルメディアの利用目的は複数回答形式で調査した．その結果，ほぼ全ての回答

者が「PR、プロモーションの手段のため」に Facebook や Twitter を利用していた（図 3-8）．

また，約半数の観光協会が「観光客に関する情報収集の手段として」ソーシャルメディア

を利用していることが明らかになった．このことから，ソーシャルメディアは既に観光協

会によって情報収集の手段としてある程度利用されているが，その割合はプロモーション
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目的と比べると大幅に低い．これらの結果について，メディアごとの利用目的の違いを明

らかにするために，利用目的ごとに母比率の差の検定を行った．図 3-8 中で数値が赤文字

の項目は Facebook と Twitter との間に統計的有意差（有意水準 5%）が確認できたものであ

る．有意差が確認できたのは「地域外に住む人とのコミュニケーション手段として」「地域

住民とのコミュニケーション手段として」「観光客に関する情報収集の手段として」の 3 項

目であり，全て Facebook が Twitter を上回っていた．また，「他の組織（観光協会を除く）

との連携のため」にはあまり活用されていない傾向にあった．しかし，観光地を一つの製

品として捉え，その価値を高めるには，地域の組織とのコミュニケーションは必要不可欠

であり（鈴木ら 2017），他の組織との連携はデスティネーション・マーケティングにおけ

るソーシャルメディアの活用法の一つでもある（Uşaklı et al. 2017）．これらのことから，イ

ベント情報の共有など，地域内部のステークホルダとの連携に向けたさらなるソーシャル

メディアの活用が望まれる． 

また，本研究の議論の本質からは少し外れるが，緊急時の情報発信の手段としての利用

率が低いことにも着目したい．Schroeder & Pennington-Gray（2015）は，旅行に慣れたイン

ターナショナルな観光者ほど危機が起きた際にソーシャルメディアによって情報検索を行

う傾向にあるとしている．今後訪日外国人旅行者が急増することが確実視される日本にお

いては，緊急時の外国言語での情報発信は重要な課題の一つであると考えられる． 
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図 3-8 ソーシャルメディアの利用目的 

それぞれのソーシャルメディアの利用において組織が抱えている課題は図 3-9の通りで

あった．利用上の課題として最も多く挙げられたのは Facebook と Twitter ともに「人材・

運営体制」であり，次いで「運営に関するノウハウの蓄積」であった．これらの結果から，

ソーシャルメディアを十分に活用できる人材が不足していることや，現在は人材がいてソ

ーシャルメディアを活用できていたとしても，担当者の変更等によって活用できなくなる

可能性が高い組織が約半数存在するという現状が明らかになった．また，これらの課題は

上野・飯島（2014）の行政機関に関する調査結果でも上位二つの課題であり，法人化が進

む一方で観光協会が行政機関の類似組織であり続けていることが示唆された．ただし，「組

織内の理解、合意形成」については，行政機関と観光協会で異なる傾向が示された．行政

機関への調査（上野・飯島 2014）では「組織内の理解、合意形成」を Twitter の利用上の

課題に挙げたのは 34.1%である．これに対し，筆者が行った観光協会への調査では「組織

内の理解、合意形成」を Twitter の利用上の課題に挙げたのは 16.5%（Facebook は 13.9%）

であり，行政機関より低い傾向にあった．これは前述のように，観光協会が小規模な組織

であるため，行政機関よりも組織内での合意形成が容易であることに起因していると考え

られる．また，「運営予算」を課題として挙げている組織は 10%以下と低く，これらのメデ

ィアは安価での運営が可能であると考えられる．なお，利用課題では全ての項目で

Facebook と Twitter の間に有意差はなく，利用上の課題については Facebook と Twitter で同

じ傾向にある． 
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図 3-9 ソーシャルメディアの利用上の課題 

最後に，ソーシャルメディアを利用していないと回答した組織に対して利用できない理

由を調査した．Facebook や Twitter を利用できない理由として最も多かったのが「その他の

業務で忙しい」，次いで「利用するための人材がいない（少ない）」であった（図 3-10）．

どちらの回答からも人材の不足がうかがえる結果となった．また，利用障壁として「観光

協会に運営予算がない（少ない）」「Facebook/Twitter に割り当てる運営予算がない（少ない）」

を挙げた組織は前述の二つの障壁と比べると大幅に少なかった．特に Twitter に関しては該

当組織が少なく，「観光協会に運営予算がない（少ない）」に関しては Facebook よりも有意

に少なかった．以上から，多くの観光協会にとっての課題である予算不足は Twitter を利用

する大きな障壁にはなっていないことが示唆された．この要因として，Facebook にはいく

つかの課金サービス(1)が存在するものの，両メディアは基本的に無料サービスであること

が考えられる．また，「特に理由はない」と答える組織が Facebook よりも Twitter の方が多

かった．これらの組織に加え，「利用するメリットがわからない」と回答した組織に対して

は Twitter の重要性を明示する必要があるだろう． 

 

 

図 3-10 ソーシャルメディアの導入障壁  
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3.4. 日本の観光振興における Facebook と Twitter 

本章ではデスティネーション・マーケティングにおける代表的なソーシャルメディアと

して Facebook と Twitter の利用実態について調査した．以下では，2.3.4 で述べた各メディ

アの特性と調査によって明らかになった利用実態との整合性を検証する． 

まず，メディアの特性から，3C 分析を行うことが可能であるという観点から，マーケテ

ィング・リサーチのツールとしては Facebook よりも Twitter の方が適していると考えられ

る．これに対し，観光協会による利用実態（図 3-8）を見ると，「観光客に関する情報収集

の手段として」の値は Twitter が Facebook を下回っていた（母比率の差の検定, z = 2.12, p < 

0.05）．Facebook の値が高い要因として「インサイト」というアクセス解析ツールを Facebook

が公式に提供している（Facebook navi 2015）ことが影響していると考えられる．しかし，

観光協会のソーシャルメディアアカウントのフォロワ数は Facebook よりも Twitter の方が

多いことが報告されており（鈴木・倉田 2015），フォロワとの接触機会は Twitter の方が多

いと言える．また，前述のようにフォロワ以外（一般ユーザや他者のフォロワ）の情報が

取得できるのは Twitter のみであり，日本の観光協会は幅広いユーザを対象にしたリサーチ

に適しているという Twitter のメディア特性を活かせていない組織が半数以上存在する．先

行研究（Hays et al. 2013；Uşaklı et al. 2017）では，ソーシャルメディアの利用方法の多様性

と重要性認識が関係していることが指摘されており，Twitter を情報収集に活用していない

現状が，前述の重要性認識の低さに繋がっていると考えられる．そこで本研究では「Twitter

を使って観光客に関する情報収集をしている組織は Twitter の重要性を高く認識している」

という仮説を設定し，情報収集をしている組織としていない組織の重要性認識を比較した．

その結果，両者の Twitter の重要性認識には有意差があり，Twitter を情報収集に使用してる

組織の方が重要性を高く認識していた（表 3-1）．この結果は，間接的に情報収集における

Twitter の有用性を支持していると考えられる． 

 

表 3-1 Twitter の利用用途による Twitter の重要性認識の違い 

平均値 

（標準偏差） 
 等分散性の検定 

 
t 検定（Welch 法） 

観光客に関する情報

収集をしている 

（n = 73） 

観光客に関する情報

収集をしていない 

（n = 91） 

 F 値 p 値 

 

t 値 p 値 

4.55 

（0.65） 

4.10 

（0.92） 
 2.02 ** 

 
3.66 ** 

** p < 0.01 
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他方で，前述のようにプロモーションやコミュニケーションツールとして，あるいはそ

れらに関するリサーチツールとしては Facebook の方が適していると考えられる．これに対

して，観光協会による利用実態（図 3-8）を見ると，「PR、プロモーションの手段のため」

については有意な差は確認できなかったが，「地域外に住む人とのコミュニケーション手

段として」「地域住民とのコミュニケーション手段として」に関しては Facebook が Twitter

を上回っていた．ただし，Facebook を地域内外とのコミュニケーションの手段として活用

している組織は半数程度であるため，今後はより多くの組織がプロモーションだけでなく，

コミュニケーションの手段として Facebook を活用することが望まれる． 

以上のように，本章では，アンケート調査により日本の観光協会による Facebook と

Twitter の利用実態を明らかにした．さらに，各メディアの特性を踏まえ，日本の観光協会

によるソーシャルメディアの利用実態の問題点について考察した．その結果，Twitter がマ

ーケティング・リサーチのツールとして活用されていないという現状が明らかになり，さ

らにそれが Twitter の過小評価に繋がる要因になっていることが示唆された．Facebook と

Twitter に明確な優劣はなくそれそれにマーケティングツールとしての長所が存在するが，

現在の日本のデスティネーション・マーケティングにまず求められているのは，マーケテ

ィング・リサーチに基づく観光者志向のマーケティングであり，マーケティング・リサー

チが十分に行われていない現在では，幅広いユーザを対象とした探索的リサーチが必要で

ある．つまり，観光協会が活用するべきメディアは，より多くのユーザを対象にしたリサ

ーチが可能な Twitter であると考えられる．そして，Twitter を用いたマーケティング・リサ

ーチの実践に向けた初期段階においては，より多くの組織がその有用性を認識するための

取り組みが必要であると考えられる． 

以上を踏まえ，本論文では，ソーシャルメディアの中でも Twitter から取得されるソーシ

ャルメディアデータ（以下，Twitter データ）の分析を行う．次章以降では，Twitter の特性

に考慮した上で Twitter データを用いたマーケティング・リサーチの方法論を提案し，分析

結果をもとに Twitter データを用いることの利点と課題について議論する． 
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第 3 章 補注 

(1) facebook business: https://www.facebook.com/business/ 

(2) 一部非公開の情報もあるが，他のメディアに比べて少数である 
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第4章 非個人アカウントの分類手法の提案 

4.1. 研究背景 

前述の通り，ソーシャルメディアの普及に伴い，ソーシャルメディアデータを分析し，

マーケティングに活用するための研究が行われ始めている．また，本研究で対象とする

Twitter データを分析することで何らかの知見を得ようとする研究（例えば Hawelka et al. 

2014 や Jabreel et al. 2017 など）も行われている． 

一方で，Twitter データを分析する際にはアカウントの分類に考慮が必要である．Twitter

と同様にユーザ数の多いメディアである Facebook では，企業や著名人によって運営される

公式アカウントは「Facebook ページ」として明確に区別されている．これに対し Twitter で

は，企業によるアカウントも一般個人によるアカウントも同列に扱われている．ごく一部

のアカウントに関しては Twitter, Inc.からの認証の有無で一般個人ではないという判別が可

能である．認証とは，企業や著名人など，一般個人ユーザとは異なるアカウント名を持ち，

なおかつ他者によるなりすまし等ではなく，アカウント名通りの企業や著名人によって運

営されているアカウントであると Twitter, Inc.より認められることである．認証アカウント

には図 4-1 のようにアカウント名の横に水色のマーク（認証済みバッジ）が表示されてい

る．この認証制度は開始当初は Twitter, Inc.によって無作為に行われていたが，2016 年 7 月

よりユーザから認証リクエストを送ることが可能となっている（Twitter, Inc. 2016）．ただ

し，2017 年 1 月 7 日時点では日本の認証アカウントは 9,536 アカウントのみであり，企業

等の商業的なアカウントであるにも関わらず，認証を受けていないアカウント（以下，非

認証アカウント）が数多く存在する． 

このようなデータの性質は観光協会がデスティネーション・マーケティングを行う際の

障壁になると考えられる．2.3.1 でも述べたように，情報の発信者の違い（企業であるか個

人であるかなど）によって，情報の閲覧者が感じるイメージは異なり，個人によって発信

された情報は信頼性が高いとされている（Fotis et al. 2011；Sparks et al. 2013）．また，

Bokunewicz & Shulman（2017）は Twitter のメンションとリプライに基づくネットワーク分

析により，観光施設，ホテル，飲食店などのステークホルダは個人アカウントに比べて，

DMO のツイートに言及したり，ツイートをリツイートしたりする等の DMO アカウントと

の相互作用性が低いことを明らかにした．これらのことから，データ上では同じフォロワ

でも，企業等の組織であるか個人であるかで Twitter 上での特性は異なる可能性がある．し
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たがって，観光協会が自身のフォロワの特徴を分析する際には，フォロワの性別や年齢な

どの個人属性の前に，アカウントが一般個人のものであるか，企業等の非個人のものであ

るかを区別する必要があるだろう．この作業は人手で各アカウントの情報を確認すること

でも可能であるが，フォロワ数が多くなるにつれて負担は大きくなるため，多くの組織に

とってこの方法は現実的ではない． 

そこで本章では，図 4-2 に示すように，Twitter, Inc.からの認証を受けていないアカウン

トの中からも，企業・組織など，アカウントの管理者が一般個人以外のアカウント（以下，

非個人アカウント）を検出し，非個人アカウントとそれ以外のアカウントを自動分類する

ためのモデルを作成する．また，今後観光協会がフォロワに関する分析を行う際に参考と

なる知見を得るため，日本の観光協会アカウントのフォロワに占める非個人フォロワの割

合や，現在のフォロワ集合が形成される過程でフォロワに占める非個人アカウントの比率

がどのように変化したのかを分析する． 

 

 

図 4-1 認証済みアカウントを示す認証済みバッジ 
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図 4-2  Twitter のユーザ構造  

認証アカウント 非認証アカウント

Twitter社からの認証の有無

組織・著名人
組織・
著名人

一般
個人

その他



第 4 章 

68 

4.2. 先行研究 

Twitterのアカウントの属性に関する研究はいくつか行われている．池田ら（2012）や Ikeda 

et al.（2013）は，SVM（Support Vector Machine）を使用し，Twitter ユーザの過去のツイー

トから属性ごとのキーワードの出現傾向を学習させることで，ユーザの性別，年齢，居住

地を推定している．SVM とは，Cortes and Vapnik（1995）によって提案され，その予測精

度の高さから人気を得た機械学習法であり，線形分離が不可能なデータ（非線形）にも適

用可能であるため，Twitter アカウントの属性推定に関する研究で使用されることが多い．

例えば，杉谷ら（2013）はツイート投稿時の位置を表す地名表現を含むツイートを正解デ

ータとし，SVM によって投稿時の位置情報を推定する手法を提案している．また，伊藤

ら（2013）は，Twitter とブログの両方でアカウントを持つユーザを対象に，ブログのプロ

フィールに記載された属性をもとに，Twitter アカウントの属性推定のための教師データ

を作成し，SVM による性別や年齢の推定を行っている．榊・松尾（2014）は，ツイート

に加えリスト名を特徴量として SVM による学習を行うことで，アカウントが会社員のも

のであるかを判定している．以上の研究では，ツイートに基づく特徴量によって高精度な

属性推定を実現している．しかし，ソーシャルメディアユーザの約半数は投稿を行わない

ROM（Read Only Member）であり（総務省情報通信政策研究所 2016），ツイートをしてい

るユーザの情報は高精度で推定が可能であっても，推定が困難な ROM（ツイートをして

いないユーザ）が多数存在することになり，Twitter ユーザ全体としての推定精度は高い

とは言えない． 

次に，特定のアカウントの検出に関する研究では，湯田ら（2012）は各アカウントのリ

スト名における「bot」という単語の出現率から bot アカウント(1)を判別するという研究を

行っている．中才・角田（2016）は認証済みアカウントとの相互フォロー関係等を用いて，

著名人を名乗るアカウントが「なりすまし」であるかの判定を行うアルゴリズムを提案し

ている．Gurajala et al.（2016）は，アカウントが更新された曜日や時間を本物のアカウント

と偽アカウントとで比較することで偽アカウントの特徴を明らかにしている．また，石野

（2015）は SVM を使用し，Twitter アカウントのユーザプロフィールに含まれる単語や属

性情報の有無によって大学生のアカウントの検出を試みている．  

最後に，企業等による公式アカウントに関する研究としては，券田・西山（2011）は Twitter

アカウントの情報として Web ページへのリンクが登録されているか，リンク先のページが

アカウントに関連しているかを判定基準として，公式アカウントであるかの信頼度を判定

している．ただし，この方法は，人手での作業が必要であり，判断の基準も個人の主観へ
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の依存度が高いと考えられる． 

以上の先行研究を踏まえ，本研究では，分析対象ユーザを増やすため，ツイートではな

く，より多くのユーザから取得可能なユーザプロフィールのみを使用する．ユーザプロフ

ィールのみを使用することで，教師データ作成の際にツイートを用いる過去の研究では前

提として除外されていた ROM を含めた分析が可能である．ツイートによって日常的に自

身の情報を発信するユーザと，「ツイートは一切せず，他者のツイートを閲覧するのみ」と

いう ROM では，ソーシャルメディアユーザとしての性質が異なると考えられ，ユーザプ

ロフィールのみを用いることで，量だけでなく質的な意味でも対象ユーザを拡大できると

考えられる． 

また，分類方法としては，先行研究において高い推定精度が報告されており，個人の主

観に影響されない手法である機械学習を用いて非個人アカウントの自動検出を行う．先行

研究の多くでは SVM による分類が用いられていたが，SVM を使用する理由については言

及されていない，もしくは精度が高い，先行研究で用いられている等の理由に留まってい

た．本研究では，SVM とは異なる利点のある学習法も併せて使用し両者の比較を行う．具

体的な方法については次節以降で述べる． 
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4.3. 認証アカウントと非認証アカウントの分類 

本節以降では，まず，Twitter, Inc.からの認証を受けたアカウント（以下，認証アカウン

ト）とその他のアカウントを分類するモデルを作成し，このモデルを非認証アカウントに

適用することで非認証アカウントの中からも企業・組織などによって運営される非個人ア

カウントを検出する．以下では，認証アカウントと非認証アカウントを分類するための手

法について説明し，実際に認証アカウントを分類した結果について述べる． 

 

4.3.1.対象 

機械学習の教師データを作成するため，認証アカウントと非認証アカウントを用意した．

認証アカウントは 2017 年 1 月 7 日時点のすべての日本語アカウントを対象とした(2)．認証

の有無は前述したバッジの有無や，Twitter API(3)によって判定可能であるが，本研究では，

「@verified」がフォローするアカウントの中から日本語アカウントのみを抽出し，分析の

対象とした．@verified は Twitter, Inc.によって運営されるアカウントであり，世界中のすべ

ての認証アカウントをフォローしている．日本語アカウントの判定は，Twitter API によっ

て各アカウントの言語情報を取得し，言語情報が「ja」のものを日本語アカウントとした

(4)．以上の方法により抽出されたアカウント数は 9,536 アカウントであった． 

次に，非認証アカウントを認証アカウントと同数の 9,536 アカウントを抽出した．抽出

は，組織等のアカウントではなく，個人のアカウントである可能性が高いアカウントとし

て，①フォロワ数 10 以上，②フォロワ数 200 未満，という二つの条件を満たす日本語アカ

ウントを対象に無作為で行った．条件①は，フォロワ数 10 未満のアカウントは日常的に使

用されていない非アクティブアカウントの可能性が高いため設定した．条件②は，フォロ

ワ数が特に多いアカウントは非認証アカウントであっても組織の公式アカウントである可

能性が高いため，フォロワ数の上限を設定した．上限の値は，ライフメディア（2015）が

全国の 10 代から 60 代の男女 1,800 名を対象に行った調査の結果，約 80%のユーザがフォ

ロワ数 200 未満であることから設定した． 
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4.3.2.分類モデルの作成方法 

前述の教師データを用いて以下の手順でフォロワの分類モデルを作成する．なお，作成

の手順は Twitter データを用いてアカウントの情報を推定した先行研究（池田ら 2012；石

野 2015）を参考にした．ソーシャルメディアマイニングにおいては，基本的に属性の推定

には，ユーザの投稿内容からキーワードを取り出し，それをもとに分類器を作る（榊・松

尾 2014）．本研究では，ユーザの投稿ではなく，Twitter アカウントのユーザプロフィール

からキーワードを抽出するが，分類までの流れは他の研究と同様である． 

 

① 頻出語の抽出 

4.3.1 で述べたアカウントのユーザプロフィールに頻出する単語を抽出するため，各アカ

ウントのユーザプロフィールを形態素解析し，各単語の出現数を算出する．その中から出

現数の多い単語（頻出語）を分類のために使用する．形態素解析は認証アカウントのユー

ザプロフィールと非認証アカウントのユーザプロフィールとで二回に分けて行った．形態

素解析とは，英語などのように単語の切れ目がスペースで示されている言語では，単語を

構成している形態素を認定する処理を指すが，日本語のように切れ目が明白でない言語の

場合は，単語の認定までを含めて形態素解析と呼ぶ（吉村 2012）．日本語の単語や形態素

の定義については言語学でも統一されていないが，自然言語処理ではシステムの辞書に登

録されているものが形態素であり，処理の効率や精度の向上を目的に複数の単語をまとめ

て一つの形態素として扱うこともある（吉村 2012）．本研究では，形態素解析に先行研究

でも用いられているオープンソース形態素解析エンジンの MeCab(5)を使用した．図 4-3 は

MeCab によって「東京都に住む」という文を形態素解析した場合のイメージである．MeCab

は図 4-3 に示すように，文を考えられるあらゆる形で分割し，連接コストと生成コストの

和が最小になる解を選択する最小コスト法によって形態素解析を行っている（Kudo et al. 

2004）．各コストは開発者によって事前に設定されている．また，ユーザプロフィールの抽

出には Twitter, Inc によって公開されている Twitter API を使用した(4)． 
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図 4-3 形態素解析のイメージ 

（工藤 2014 より引用） 

 

② 特徴量の選択・データセットの作成 

①で抽出した単語の有無をアカウントの分類のための手がかりとなる特徴量（feature）

として使用する．具体的には，認証アカウントのユーザプロフィールの頻出語の有無（特

徴量 1），非認証アカウントのユーザプロフィールの頻出語から特徴量 1 を除いたもの（特

徴量 2）を使用する．さらに，ユーザプロフィールが空欄あるいは極端な短文のアカウン

トは非認証アカウントである可能性が高いと考えられるため，ユーザプロフィールの文字

数（特徴量 3）も特徴量として使用する．本研究では，以上三つの特徴量を使用し，表 4-1

に示すように四通りの組み合わせのデータセットを作成する．具体的には，特徴量となる

単語と，各アカウントのユーザプロフィールにおける各単語の出現の有無，そして，各ア

カウントのユーザプロフィールの文字数からなる行列を作成する．データセット 4 の例を

表 4-2 に示す． 

  



第 4 章 

73 

表 4-1 データセットごとの特徴量の組み合わせ 

 特徴量 1 特徴量 2 特徴量 3 

データセット 
頻出語有無 

（認証アカウント） 

頻出語有無 

（非認証アカウン
ト） 

文字数 

1 ○   

2 ○ ○  

3 ○  ○ 

4 ○ ○ ○ 

 

表 4-2 データセットの例 

 単語 1 単語 2 ．．． 単語 n 文字数 

ユーザプロフィール1 1 0 ．．． 1 30 

ユーザプロフィール2 0 0 ．．． 1 10 

．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． 

ユーザプロフィールx 1 1 ．．． 1 80 

 

③ 機械学習による分類モデルの作成 

前述のデータセットを使用し，機械学習による認証アカウントの分類を行う．機械学習

には先行研究（Ikeda et al. 2013；池田ら 2012；石野 2015；伊藤ら 2013；榊・松尾 2014；

杉谷ら 2013）で用いられていた SVM による学習を行い，RBF カーネルを用いる．また，

比較の対象として決定木学習を使用する．決定木学習を使用する理由の一つは，SVM はあ

る予測がされた理由を理解することが困難であるのに対し，決定木学習は非線形モデルで

ありながら結果の可視化が容易なためである（Müller & Guido 2017）．また，SVM では規

模が異なる特徴量のスケールを同じにする作業（スケーリング）が必要であるのに対し，

決定木は個々の特徴量が独立に処理されるため，スケーリングを必要としない．さらに，

処理速度も SVM に比べて決定木学習の方が高速である．このように決定木学習は SVM と

比較した際にいくつかの利点が存在する．また，佐野ら（2012）の研究では，決定木学習

の精度が SVM よりも高精度であったと報告されている．分類の精度が同程度であれば，

結果の可読性，処理の複雑さ，処理時間などの観点から，決定木学習を用いた方が，自然

言語処理や機械学習に関する専門家が不在の可能性が高い日本のデスティネーション・マ

ーケティングにおいては有用であると考えられる．これら二つ以外では，ニューラルネッ
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トワークというアルゴリズムが「ディープラーニング」という名前で注目を集めている．

ニューラルネットワークは，大量のデータと時間を費やすことで他のアルゴリズムよりも

精度の高い複雑なモデルを構築することが可能である（Müller & Guido 2017）．ただし，高

精度なモデルを構築するためには大量のデータと時間，慎重なパラメータの調整が必要で

あるとされており，また，特徴量の種類が同質である必要がある（Müller & Guido 2017）．

今回の分析では単語の有無とプロフィールの文字数という異なる質の特徴量を使用するこ

とに加え，今後モデルの改善のためにフォロワ数など，さらに質の異なる特徴量を使用す

る可能性も考えられるため，本研究ではニューラルネットワークを比較の対象とはしてい

ない． 

分類には機械学習ソフトウェアの Weka(6)を使用し，10 分割交差検証法によって正答率

を算出する．10 分割交差検証法とは，ランダムにデータを 10 等分して，その 9 つ分を訓

練データとして学習し，残りの 1 つ分をテストデータとして性能を評価する．さらに，テ

ストデータ分を入れ替えながら，これを 10 回繰り返し，最後に性能の平均を計算する方法

である（竹村 2017）．また，正答率とは，提案手法によって実際の分類の通りに正しく分

類された割合である（竹村 2017）． 
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4.3.3.各手法の比較 

前述の手法により，各アカウントのユーザプロフィールにおける頻出語を抽出した．そ

の中で特徴量として使用した単語を表 4-3に示す．認証アカウントのプロフィールには「公

式」「お知らせ」「発売」など一般個人ではないことを連想させる単語が頻出していた．一

方で非認証アカウントのプロフィールには，「好き」「大好き」や「趣味」など個人の嗜好

を連想させる単語が頻出していた． 

 

表 4-3 各アカウントの頻出上位語 

 頻出上位語 

特徴量 1 公式 情報 アカウント https TWITTER 

 発信 合わせ 了承 日本 問い 

 ツイート イベント 最新 返信 発売 

 http 東京 お知らせ 所属 ニュース 

特徴量 2 好き 大好き 趣味 旅行 音楽 

 写真 在住 仕事 最近 猫 

 

さらに，認証アカウントと非認証アカウントそれぞれのユーザプロフィールの文字数を

算出した．各アカウントの平均文字数と標準誤差は図 4-4 の通りである．t 検定の結果，認

証アカウントの方が非認証アカウントよりも平均文字数が有意に多かった（Welch 法, t = 

49.01, df = 18,872.10, p < 0.01）．したがって，「ユーザプロフィールが空欄あるいは短文のア

カウントは非認証アカウントである可能性が高い」という事前の想定通り，非認証アカウ

ントは認証アカウントよりもユーザプロフィールが短い傾向にあると考えられる． 

4 種類データセットと 2 種類の手法を使用し，8 パターンで分類を行った．各パターン

の正答率を表 4-4 に示す．最も正答率が高かったのは，データ 4 を使用した J4.8 アルゴリ

ズムによる決定木学習の 80.1%であった．また，データ 3 の方がデータ 2 よりも値が高い

ことから，非個人アカウントを検出するうえで，プロフィールの文字数が有効な特徴量で

あることがうかがえる．図 4-5 は作成されたモデルの一部である．この図は楕円内の単語

がアカウントのプロフィールに含まれるか否かで分岐を繰り返し，非個人アカウントであ

るのかを判別する．例えば，アカウントのプロフィールに「公式」と「了承」が含まれて

いればそのアカウントは非個人アカウントであると判定される．また，分岐の起点に近い
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ほど重要な基準となるため，プロフィールに「公式」や「了承」が含まれている場合は非

個人アカウントである確率が高いことがうかがえる． 

 

 

図 4-4 各アカウントのユーザプロフィールの平均文字数 

 

表 4-4 各手法の正答率 

 正答率（%） 

データセット SVM 決定木 

1 76.7 77.3 

2 77.0 78.0 

3 76.7 78.7 

4 78.5 80.1 
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図 4-5 作成した決定木の上位 5 階層 
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4.4. 非認証の非個人アカウントの検出精度検証 

前述のように，データ 4 と決定木の組み合わせにより，80.1%の正答率で認証アカウン

トと非認証アカウントを分類することができた．しかし，4.1 で述べたように，非認証アカ

ウントの中にも非個人アカウントは含まれており，本研究の目的は，これらも含めて非個

人アカウントを検出することである．したがって以下では，非認証アカウントの中から非

個人アカウントを検出可能であるのかの検証を行う． 

検証には新たに正解・不正解データ（テストデータ）が必要である．ここでの正解デー

タとは，Twitter, Inc.からの認証を受けていない非個人アカウントであり，この正解データ

を作成する上で，中才・角田（2016）を参考にした．中才・角田（2016）では，一般個人

とは言えない著名人のアカウントの特徴として，フォロー数が 1,000 未満，認証アカウン

トと相互フォロー関係にある，という二つを挙げている．本研究では，この特徴を参考に，

図 4-6 に示した流れで精度検証用の正解データを抽出した． 

 

 

図 4-6 非認証の公式アカウントの抽出方法  

フォロー数は1,000未満か

認証アカウントと相互フォロー関係にあるか

使用言語は日本語か

Twitter, Inc.からの認証を受けていないか

アカウントと同名のHPがあるか

HPにTwitterアカウントへのリンクがあるか
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まず，認証アカウントと相互フォロー関係にあるアカウントの情報を取得した．対象の

認証アカウントは，Twitter, Inc.（2016）が認証を受けることが可能な分野として公表して

いる，「音楽」「演劇」「ファッション」「政府」「政治」「宗教」「ジャーナリズム」「メディ

ア」「スポーツ」「ビジネス」の各分野から，使用言語が日本語でフォロワ数の多い 10 の認

証アカウントを選出した（表 4-5）．ただし，「宗教」の分野に関してはフォロワ数の多い

日本語アカウントが見つからなかったため対象外とした． 

次に，表 4-5 に示した認証アカウントと相互フォロー関係にあるアカウントから，フォ

ロー数 1,000 未満のアカウントを抽出し「非個人アカウントの可能性が高いアカウント」

とした．さらに，それらの中から使用言語が日本語である非認証アカウントを全て抽出し

た． 

最後に，上記のアカウントから無作為に抽出したアカウントを手作業で非個人アカウン

トとその他のアカウントに分類した．分類においては，アカウント名となっている組織等

の公式 Web サイトにおける，対象の Twitter アカウントへのリンクの有無を判断の基準と

した．以上の方法により非認証の非個人アカウントのデータを 500 件用意した．なお，不

正解データ（非個人アカウント以外のアカウント）も同様に 500 件を用意したが，抽出方

法は 4.3.1．で述べた通りである． 

以上 1,000 件のデータを，前節で最も正答率の高いとされた手法（特徴量 4 と決定木の

組み合わせ）によって分類した（表 4-6）．そして，モデルを評価し改善するために，正答

率，適合率，再現率を算出した．適合率と再現率は以下の式で算出され，適合率は誤検出

（本研究の場合，非個人アカウントではないものを非個人アカウントと検出すること）の

少なさを評価する指標である．一方で，再現率は検出洩れ（本研究の場合，非個人アカウ

ントを非個人アカウントとして検出できないこと）の少なさを評価する指標である． 

 

 

 

表 4-7 に示すように，正答率は 87.8%，適合率は 92.6%，再現率は 82.2%であった．今回

のモデルでは，適合率よりも再現率が低いため，誤検出ではなく，非個人アカウントを非

適合率＝

非個人アカウントであると予測された正解数

非個人アカウントであると予測された数

再現率＝

非個人アカウントであると予測された正解数

テストデータの非個人アカウント数
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個人アカウントとして検出できない検出洩れがあったことがうかがえる．この原因として，

非個人アカウントであるにもかかわらずユーザプロフィールが空欄や短文であるアカウン

トの存在が考えられる．本研究では，より検出の精度を高めるにはこれらの課題を解決す

る必要がある．プロフィールが空欄のユーザの分類を行うには，新たな特徴量として「フ

ォロワ数」や「フォロワ数とフォロー数の比率」を用いることで，分類可能なユーザ数を

減らすことなく，分類精度の向上が期待できると考えられる． 

Twitter ユーザの属性を推定するために池田ら（2012）が提案した手法は，本研究と同程

度，もしくは低い推定精度（年代，性別，居住地域を推定し正答率はそれぞれ 68.0%，88.0%，

70.8%）であるが，既にテレビ視聴者の情報を分析するためのサービスとして実用化されて

いる．このように直接ユーザの特徴を明らかにするサービスにおいて，70%弱程度の精度

の手法が用いられている．これに対し，非個人アカウントとその他のアカウントを分類す

る用途は，フォロワなど膨大な量のユーザの特徴を分析する際の前処理であり，大量サン

プルが想定される．これらのことから考えても，87.8%という正答率は観光地に関心を示す

人々（フォロワ）を分析するといった実務において利用可能な水準に近いものであると考

えられる．次節では，作成した非個人アカウントの分類モデルを適用することで，日本各

地の市町村観光協会のアカウントを対象に，各組織のフォロワに共通した傾向の把握を試

みる． 

 

  



第 4 章 

81 

表 4-5 各ジャンルの代表的認証アカウント 

音楽 
きゃりーぱみゅぱみゅ 

(@pamyurin) 

三代目 J Soul 

Brothers 

(@jsb3_official) 

宇多田ヒカル 

(@utadahikaru) 

登坂 広臣 

(@HIROOMI_3JSB_) 

西川貴教 

(@TMR15) 

 

ONE OK ROCK_official 

(@ONEOKROCK_japa

n) 

ayumi hamasaki 

(@ayu_19980408) 

Flower 

(@Flower__LDH) 

GENERATIONS 

公式アカウント 

(@generationsfext) 

DAIGO 

(@Daigo19780408) 

演劇 
菅田将暉 

(@sudaofficial) 

野村周平 

(@n_o_m_u_r_a) 

菜々緒 

(@NANAO1028) 

高畑 充希 

(@mitsuki_tamago) 

Riisa Naka 仲里依紗 

(@riisa1018naka) 

 
Kiko Mizuhara 

(@Kikoxxx) 

能年玲奈 

(@lespros_nounen) 

竹内涼真 

(@takeuchi_ryoma) 

Yu Shirota(城田優) 

(@U_and_YOU) 

松坂桃李 

(@MToriofficial) 

ファッション 

益若つばさ

TsubasaMasuwaka 

(@tsubasamasuwaka

) 

ちぃぽぽ（吉木千沙

都） 

(@popochan318) 

マギー 

(@mggyy) 

玉城 ティナ 

TinaTamashiro 

(@tina_tamashiro) 

みちょぱ(池田美優) 

(@michopaaaaa) 

 
池田 エライザ 

(@elaiza_ikd) 

近藤千尋 

(@chipi1215) 

西川 瑞希 

(@mizukitty921116) 

ゆらゆら（越智ゆらの） 

(@yulayula8) 

宮城舞(まいぷぅ) 

(@miyagi_mai) 

政府 

首相官邸(災害・ 

危機管理情報) 

(@Kantei_Saigai) 

東京都防災 

(@tokyo_bousai) 

東京都交通局 

(@toeikotsu) 

総務省消防庁 

(@FDMA_JAPAN) 

防衛省 

(@bouei_saigai) 

 
首相官邸 

(@kantei) 

東京都庁広報課 

(@tocho_koho) 

陸上自衛隊 

(@JGSDF_pr) 

防衛省 海上自衛隊 

(@JMSDF_PAO) 

外務省 

(@MofaJapan_jp) 

政治 
橋下徹 

(@t_ishin) 

猪瀬直樹/inosenaoki 

(@inosenaoki) 

安倍晋三 

(@AbeShinzo) 

小池百合子 

(@ecoyuri) 

河野太郎 

(@konotarogomame) 

 
谷垣禎一 

(@Tanigaki_S) 

松田公太 

(@matsudakouta) 

石破茂 

(@shigeruishiba) 

松井一郎 

(@gogoichiro) 

泉田裕彦 

(@IzumidaHirohiko) 

ジャーナリズム 

NHK「クローズアップ 

現代＋」公式 

(@nhk_kurogen) 

報道ステーション 

(@hst_tvasahi) 

news23 

(@news23_tbs) 

朝まで生テレビ！ 

(@asamadetv) 

日本経済新聞 電子

版 

(@nikkei) 

 
NHK ニュース 

(@nhk_news) 

朝日新聞 

(asahi shimbun） 

(@asahi) 

鳥越 俊太郎 

(@shuntorigoe) 

有田芳 

(@aritayoshifu) 

神保哲生 

(@tjimbo) 

メディア 
音楽ナタリー 

(@natalie_mu) 

映画.com 

(@eigacom) 

日経トレンディ 

(@Nikkei_TRENDY) 

アニメイトタイムズ公

式 

(@animatetimes) 

シネマトゥデイ 

(@cinematoday) 

 
ライブドアニュース 

(@livedoornews) 

WIRED.jp 

(@wired_jp) 

ニューズウィーク日本

版 

(@Newsweek_JAPA

N) 

スポーツナビ 

(@sportsnavi) 

Popteen(ポップティー

ン) 

(@Popteen_jp) 

スポーツ 

ダルビッシュ有 

(Yu Darvish) 

(@faridyu) 

田中将大/MASAHIRO 

TANAKA 

(@t_masahiro18) 

SHINJI KAGAWA /  

香川真司 

(@S_Kagawa0317) 

Kei Nishikori 

(@keinishikori) 

槙野智章 

(@tonji5) 

 

Yuto Nagatomo |  

長友佑都 

(@YutoNagatomo5) 

福岡ソフトバンク 

ホークス（公式） 

(@HAWKS_official) 

北海道日本ハム 

ファイターズ公式 

(@FightersPR) 

入江陵介 

(@ryosuke_irie) 

KOJI UEHARA 

(@TeamUehara) 

ビジネス 
マクドナルド 

(@McDonaldsJapan) 

任天堂株式会社 

(@Nintendo) 

セコム 

(@SECOM_jp) 

アサヒビール 

ASAHIBEER 

(@asahibeer_jp) 

Nike Japan 

(@Nikejapan) 

 
H&M Japan 

(@hmjapan) 

Louis Vuitton Japan 

(@LouisVuitton_JP) 

Audi Japan/ 

アウディジャパン 

(@AudiJapan) 

ピューロランド【公式】 

(@purolandjp) 

タカラトミー 

(@takaratomytoys) 

Twitter, Inc.からの認証を受けることが可能な分野として公表されている各分野でフォロワ数が多い 10 アカウントを抽出  
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表 4-6 非認証の非個人アカウントの分類結果 

 非個人（予測） その他（予測） 総計 

非個人（テストデータ） 411 89 500 

その他（テストデータ） 33 467 500 

総計 444 556 1,000 

 

表 4-7 モデルの評価 

正答率 適合率 再現率 

87.8% 92.6% 82.2% 
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4.5. 観光協会アカウントの非個人フォロワ 

本節では，非個人アカウントの分類モデルの適用例の一つとして，日本各地の市町村観

光協会のアカウントを対象に，各組織のフォロワの傾向の把握を試みる．また，Twitter ア

カウントは，開設当初はアカウントの存在が知られていないため，自身が他者をフォロー

することでアカウントが認知され，フォローした相手からもフォローされる相互フォロー

によってフォロワが形成される場合が多い．観光協会アカウントの場合は，観光協会と相

互フォロー関係になるアカウントは行政機関や他の観光協会など，観光協会のステークホ

ルダとなる非個人である可能性が高いと考えられる．したがって，観光協会アカウントの

フォロワが形成される初期段階には非個人アカウントが多いと考えられる．本項では，観

光協会アカウントのフォロワ形成の初期段階とフォロワ形成が進んだ後の段階の，フォロ

ワに占める非個人アカウントの割合の違いを明らかにする．なお，以下では比率を用いた

分析を行うため，フォロワ数が少数のアカウントは比率に大きな偏りが生じかねないとし

て分析対象から除外し，フォロワ数 2,000 以上の 60 アカウントを分析の対象として選出し

た． 

4.5.1.分析方法 

分析の手順としては，まず，各観光協会アカウントのフォロワの情報を Twitter API によ

って取得する．Twitter API によって取得されたフォロワ情報は当該アカウントがフォロー

された時系列によって並んでいる．そのため，各フォロワが当該アカウントをフォローし

た順序が把握可能であり，この順序を用いることで，現在のフォロワが形成される初期段

階のフォロワと最新のフォロワの比較等の時系列分析が可能である． 

次に，4.3 で作成した分類モデルを用いて，各アカウントのフォロワを非個人カウントと

その他のアカウントに分類する．そして，各観光協会アカウントのフォロワに占める非個

人アカウントの割合（以下，非個人フォロワ率）を算出する．さらに，対象アカウントご

とに全フォロワをフォローが行われた時系列をもとに初期段階とフォロワ形成が進んだ段

階に分割し，各段階の非個人フォロワ率を算出する．本研究では，フォロワを四つの段階

（Process）に分割し，各段階の非個人フォロワ率を算出する．そして段階ごとに 60 アカウ

ントの非個人フォロワ率の平均値を算出し，Tukey-Kramer 法による多重比較を行う． 
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4.5.2.観光協会のフォロワに占める非個人フォロワの割合 

はじめに，各観光協会アカウントの非個人フォロワ率を算出した．その結果，60 アカウ

ントの平均値は 29.7%であった．最も非個人フォロワ率が高いのは諸塚村の 39.8%，最も

低いのは北斗市の 13.9%であった．次に，フォロワ数と非個人フォロワ率の関係を示す図 

4-7 を作成した．フォロワ数と非個人フォロワ率は負の相関関係にあることがわかった（r 

= -0.37，無相関検定，p < 0.01）．しかし，相関係数の大きさから非個人フォロワ率はその

他の要因によっても変動すると考えられる． 

次に，分析対象とした全アカウントの段階ごとの非個人フォロワ率を表 4-8 に示す．図 

4-8 は段階ごとに算出した平均値の推移である．横軸はフォロワ形成の時系列となってお

り，P1 が初期のフォロワ，P4 が最新のフォロワを表している．各段階の平均値に統計的に

有意な差があるのかを確かめるため，Tukey-Kramer 法によって多重比較を行った結果，P1

と P2 は各段階との間に有意差が確認され，P3 と P4 の間にのみ有意な差が確認できなか

った（図 4-8，Tukey-Kramer 法，p < 0.05）．この結果から，事前に想定した通り，観光協

会のフォロワ形成においては，初期段階に非個人フォロワ率が高いことが示唆された． 

以上の全体傾向に加え，個々の観光協会の非個人フォロワ率の推移を図 4-9 に示す．全

体の傾向から明らかになっているように，大半のアカウントが P1 の比率が最も高く，P4

の比率が最も低いという結果であり，P1 よりも P4 の比率の方が高いアカウントは存在し

なかった．しかし，全体傾向とは異なり，P2 や P3 において急激に非個人フォロワ率が高

くなるアカウントや低くなるアカウントが散見された．例えば，図 4-9 で他の線から大き

く外れて P2に頂点が置かれているのは，非個人フォロワ率が最大であった諸塚村である．

通常であれば P1 が最も非個人フォロワ率が高くなる傾向があるのに対し，諸塚村は P2 で

急増している．この要因として，非個人アカウントから注目を集める出来事があった可能

性やアカウント開設当初の運用が他の観光協会と異なっていたことなどが考えられる．こ

のような特異な事例をより深く分析することで，個々の観光協会にとって有益な情報が得

られる可能性があると考えられる． 
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図 4-7 フォロワ数と非個人フォロワ率の関係  
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表 4-8 観光協会 60 アカウントの各段階の非個人フォロワ率 

 

市町村名 P1 P2 P3 P4

横浜市 22.3% 22.6% 17.6% 17.5%

尾道市 31.9% 19.2% 15.2% 17.0%

大洗町 30.6% 21.1% 21.2% 21.1%

北斗市 33.4% 6.3% 3.7% 12.3%

美瑛町 38.1% 22.0% 16.9% 15.1%

笠間市 42.7% 34.3% 23.5% 20.8%

福島町 36.3% 33.8% 30.7% 33.9%

出雲市 39.4% 30.0% 21.3% 18.5%

黒石市 44.7% 37.5% 43.0% 28.7%

小樽市 46.2% 41.1% 26.8% 25.2%

川崎市 28.9% 12.8% 9.5% 10.5%

伊東市 48.2% 39.3% 29.2% 20.7%

関ケ原町 29.2% 31.9% 21.5% 20.4%

北上市 37.1% 34.3% 26.1% 20.5%

ニセコ町 43.4% 38.6% 27.4% 19.6%

滝沢市 36.6% 36.6% 26.2% 25.9%

広島市 30.8% 21.5% 17.4% 17.4%

延岡市 40.4% 42.7% 32.8% 30.1%

柏崎市 43.6% 40.5% 29.5% 27.3%

逗子市 37.8% 25.5% 25.6% 21.1%

豊郷町 43.1% 36.0% 28.2% 26.2%

富良野市 26.5% 23.0% 20.4% 18.7%

野田村 46.1% 35.6% 30.9% 28.5%

茅ヶ崎市 19.3% 20.6% 18.9% 18.2%

大間町 45.4% 38.0% 27.5% 25.8%

都城市 48.7% 40.0% 23.7% 23.0%

熱海市 42.2% 32.8% 31.4% 22.9%

江別市 42.3% 38.0% 30.1% 26.0%

三春町 46.7% 35.3% 30.8% 24.2%

山武市 46.3% 43.3% 32.6% 36.5%

海津市 44.2% 36.5% 39.1% 33.1%

鎌倉市 20.0% 20.0% 18.5% 17.2%

三沢市 39.6% 31.8% 26.7% 27.6%

神栖市 41.0% 29.8% 21.4% 22.8%

女川町 45.7% 38.3% 30.2% 29.2%

南三陸町 43.9% 35.1% 29.9% 25.5%

北杜市 26.3% 19.7% 20.1% 22.1%

甲賀市 46.0% 42.1% 33.6% 33.4%

山梨市 45.9% 29.6% 18.8% 21.1%

蒲郡市 39.5% 34.5% 27.9% 29.0%

東広島市 38.8% 34.3% 34.9% 25.3%

諸塚村 40.2% 48.4% 37.4% 32.9%

池田町 42.2% 29.2% 23.1% 23.9%

上富良野町 35.9% 26.5% 21.4% 21.7%

松江市 23.4% 17.7% 20.4% 16.1%

下田市 34.6% 27.1% 22.1% 20.3%

那智勝浦町 37.9% 30.7% 23.0% 27.1%

北茨城市 37.2% 27.0% 24.7% 22.7%

南会津町 44.1% 30.4% 29.2% 25.8%

只見町 36.7% 32.7% 24.7% 26.8%

南伊豆町 31.4% 22.8% 23.7% 21.1%

河津町 41.4% 33.9% 25.7% 26.6%

せたな町 44.7% 33.3% 24.5% 27.1%

弘前市 26.9% 28.1% 17.9% 21.5%

平戸市 47.5% 40.0% 33.8% 23.3%

美濃市 46.2% 40.8% 27.8% 26.0%

滝上町 47.2% 31.4% 26.1% 28.3%

刈谷市 31.5% 26.7% 25.9% 26.5%

別海町 38.8% 33.6% 24.3% 20.6%

名張市 39.9% 35.2% 29.0% 31.5%
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図 4-8 非個人フォロワ率の平均値の推移 

異なるアルファベットの示された項目は有意に異なる 

（Tukey-Kramer 法，p < 0.05） 

 

 

図 4-9 観光協会 60 アカウントの非個人フォロワ率の推移  
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4.6. 第 4章まとめ 

本章では，企業等のアカウントと一般個人のアカウントが明確に区別されていないとい

う，Twitter データの問題点を提起した．これらのアカウントの区別は目視によってアカウ

ントの内容を人手で確認すれば分類は容易であるが，マーケティング・リサーチの際に用

いる膨大な量のデータを全て人手によって分類することは不可能に近い． 

以上の背景から，先行研究をもとに，Twitter アカウントを企業等の非個人アカウントと

その他のアカウントを自動分類するための分類モデルの作成を試みた．分類には，特徴量

として既に Twitter, Inc.から認証を受けているアカウントのユーザプロフィールの頻出語を

使用した．先行研究で用いられるツイートを使用せず，ユーザプロフィールのみを使用し

たのは，Twitter ユーザの中に多数含まれる ROM を含めた分類を行うためである．分類は

四つの特徴量と二つの学習法の組み合わせの 8 パターンでテストを行い，最も精度の高い

ものは正答率 87.8%であった． 

また，本章では分類モデルの作成に加え，分類モデルの適用例として，日本の観光協会

の Twitter アカウントを対象に非個人フォロワ率を算出した．その結果，観光協会アカウン

トの非個人フォロワ率の傾向や，非個人フォロワ率がフォロワ数に対して多いアカウント

や少ないアカウントなどを抽出することができた．これにより，フォロワ数を評価指標と

して用いる際に，フォロワの特性に関してより正確な実態把握が可能になると考えられる．

また，観光協会のアカウントにおいては，フォロワ形成の初期段階に非個人アカウントが

多いという共通性も明らかになった．このような共通性を明らかにしておくことは，多く

の組織が自身のフォロワの特徴を分析する際の一つの基準となるだろう． 
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第 4 章 補注 

(1) ロボットの略称であり，Twitter で自動的につぶやかれるアカウント及びそのプログ

ラムのことを指す． 

(2) 日本語アカウントを対象とする理由は，今回分析の対象とする市町村観光協会のアカ

ウントは日本語で情報を発信しており，そのフォロワも日本語アカウントが大多数を

占めているためである． 

(3) API とは HTTP（HyperText Transfer Protocol）によってリクエストを送受信する仕組み

のことである．Twitter API では指定された様式で抽出条件（キーワード，ユーザ名な

ど）を指定したリクエストを送信することで，Twitter に関するデータ（フォロワ数，

ユーザプロフィール等）を JSON（JavaScript Object Notation）形式で取得することがで

きる． 

(4) 本研究では，Twitter API を使用したデータ分析に向けて PHP（Hypertext Preprocessor）

プログラムを開発し，これを用いてリクエストの送信，受信したデータの整形，Web

データベースへの格納，CSV（Comma Separated Value）ファイルへの出力などを行っ

ている． 

(5) MeCab. http://taku910.github.io/mecab/ 

(6) Weka. https://www.cs.waikato.ac.nz/ml/weka/index.html 
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第5章 フォロワのユーザプロフィールを用いた地域の

特徴分析 

本章では，ソーシャルメディアから得たデータをデスティネーション・マーケティング

における目標策定や戦略立案に活かすための第一段階として，Twitter データを活用するた

めの方法論を提案する．また，従来，目標策定や戦略立案に用いられている観光統計とソ

ーシャルメディアデータの違いについても考察する． 

 

5.1. 研究背景 

1 章でも述べたようにデスティネーション・マーケティングの必要性がかねてより指摘

されている．従来のマーケティングでの戦略立案にあたっては，内部・外部分析を行い，

自社の位置付け（ポジショニング）を明確にするべきであるとされている（コトラー・ケ

ラー 2008）．デスティネーション・マーケティングでも同様に，自地域と他地域を分析し，

それぞれの特徴を把握したうえで戦略を立案することが望ましい（Heath 1992；岡田 2014；

高橋 2013）．しかし，2 章でも述べたようにマーケティングの主体となるべき組織の多く

がそのような取り組みを行えていないというのが現状である．以上の背景から本章では，

デスティネーション・マーケティングにおける意思決定を支援する一つの情報を得るため，

ソーシャルメディアデータを用いて自地域と他地域の特徴を分析し，当該地域の位置付け

を確認するための方法論を提案する． 

Baloglu & McCleary（1999）は，デスティネーションに関する情報検索に携わる人々は，

潜在的な観光者とみなすことができるとして，トルコの NTO に対しトルコに関する情報

を要求した人々を潜在的な観光者として扱っている．これは日本の観光協会の場合でも同

様であると考えられ，観光協会の Twitter アカウントをフォローし地域に関する観光情報を

受信している人々（フォロワ）は当該地域にとっての潜在的な観光者であり，彼らの日常

的な関心の傾向を把握することで，現時点では顕在化していない潜在的関心を把握するこ

とが可能であると考えられる．そこで本章では，市町村観光協会の Twitter アカウントのフ

ォロワからユーザプロフィールを抽出し，その傾向によって各地域の特徴量を算出する．

さらに，観光地の特徴を分析する既存の手法との比較を通して，デスティネーション・マ

ーケティングにソーシャルメディアデータを用いることの利点について考察する． 
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Hays et al.（2013）は，デスティネーション・マーケティングにおいてのソーシャルメデ

ィアの活用が進まない組織の担当者は，ソーシャルメディアがマーケティングツールとし

て未知であると認識していること明らかにした．また，3 章で言及した筆者らの調査結果

でも，Twitter に関してその利用価値が認識されていないという結果が得られている．この

ような現状に対し，Twitter データの活用法を明示し，その利点について考察することは，

今後の学術研究だけでなく，マーケティング実施者にとっても意義があると考えられる． 
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5.2. 先行研究 

本節ではまず，本章に関連する先行研究として，既存の統計データを利用して地域の特

徴分析を行った研究と，ソーシャルメディアデータを用いて地域の特徴を分析した研究に

ついて述べる． 

まず，地域の特徴を表す代表的な指標として，総務省による都市の区分(1)にも用いられ

ている「人口」が挙げられる．人口以外では，所得などの経済的な指標や，教育や居住に

関わる社会的な指標が基礎的なデータとして公表されており（総務省統計局 2016），これ

らを用いた分析が行われている（佐藤 1999；森川 1976）．その他，人口に対する商業従業

者比を用いたもの（後藤 1997）や，店舗数に基づく消費生活環境を用いたもの（浅川ら 

1994），農産物の生産額や構成比を用いたもの（吉野 1982）など，研究分野や目的に応じ

て分析方法は多岐にわたる． 

観光関連の分析を行っている研究に絞ると，野本（1962）は，観光者の流動範囲の広狭

をもとに観光地を四つに類型化している．杉本・菊地（2014）は，観光資源台帳をもとに，

各都道府県の持つ観光資源の数を 26 種類のタイプにわけて集計し，保有している観光資

源の種類の偏りによって都道府県の特徴を分析している．外村・宮下（2012）は，都市の

特徴を表す指標として観光入込客数，宿泊客数，観光施設数，政令指定都市との距離を利

用し，都市を六つのタイプに分類している． 

一方，ソーシャルメディアデータを用いて地域の特徴を分析しようとする研究も既に行

われている．奥村ら（2010）は，対象地域に関するブログ中の各文について情緒推定を行

うことで，ブログから各観光地の長所情報の抽出を試みている．中岡（2014）は飲食店の

評価サイトの口コミを分析することで，食事に関する地域ごとの特徴を分析している．ま

た，李ら（2012）は地域ごとの位置情報付きツイート数の変化を分析することで，地域の

特徴を明らかにしている．これらの例のように，ソーシャルメディアデータを活用しよう

とする研究は，投稿されたテキスト・データ，あるいは付加されている情報（位置情報や

写真など）を用いた分析を行うものが多い．しかし，前述のように，Twitter には多くの ROM

が存在し，Twitter への投稿経験があるユーザは半数程度であるとされている（総務省情報

通信政策研究所 2016）．また，叶らの研究（2016）では，月あたりの Twitter の平均使用頻

度は，閲覧の場合は 20 日以上であるのに対し，投稿は 1 日以下であるとしている．さら

に，ツイートは投稿日時やキーワードによって収集されるため，分析のためのデータは分

析者側が指定した期間内のツイートに限られるうえに，特定のキーワードが含まれている

必要がある．このような障壁により，分析に必要な量のデータを集められる限られた対象
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のみである（鶴見ら 2015）．限られた対象とは，新発売された商品のように，ある一定の

時期にその対象に関するツイートが集中的に行われるものである．したがって，観光にお

いては観光イベントのように局所的に人々の関心が集まるものであれば，対象ユーザがツ

イートをするユーザに限定されてもツイートを用いた分析が可能であるが，ツイートが集

中しない日常的なイメージ等の抽出することは難しいと考えられる． 

ツイートをしない ROM の多くは特定のアカウントをお気に入り登録し，そのアカウン

トが発信する情報をフォロワとして閲覧するために Twitter を利用している．このような，

ROM も含めた幅広い Twitter ユーザの情報を地域の特徴分析に反映させるには，ツイート

ではなく，より多くのフォロワが登録している情報を収集し，分析することが有効である

と考えられる． 

フォロワの分析に関する先行研究としては池田らの研究（Ikeda et al. 2013；池田ら 2012）

が挙げられる．池田らは詳細な個人情報が登録されないメディアである Twitter のユーザの

年齢や性別，居住地を推定する技術を提案し，マーケティングに必要な情報を収集可能に

した．また，Social Insight(2)やクチコミ＠係長(3)などのソーシャルメディア解析ツールでは，

フォロワの年齢や性別，居住地を推測するサービスが提供されている．しかし，属性の推

定が各ユーザの過去の投稿に基づいて行われる場合，ツイートを行わないユーザやツイー

トを非公開にしているユーザに関する属性推定は不可能である．さらに，年齢や性別とい

った人口属性を把握できたとしても，ユーザの興味や関心の傾向までは把握できない． 

以上の課題を踏まえ，本研究では，Twitter ユーザが公開している「ユーザプロフィール

データ」を分析する．このデータは全てのユーザから取得可能であり，さらにユーザ自身

の興味・関心の対象が記載されていることが多いため，フォロワのユーザプロフィールを

用いることで，幅広いユーザの視点を用いたアカウントの特徴把握が可能であると考えら

れる．西村ら（2015）は，Twitter データから有名人の特徴把握を試みており，その際の情

報源として，有名人に関して言及しているツイート，有名人に関して言及したユーザのプ

ロフィール，有名人本人のツイート，有名人をフォローしているユーザのユーザ ID を用

いている．そして，この中でも，有名人について言及したユーザのユーザプロフィールを

分析することで，特定の人物に関心を示す Twitter ユーザの趣味・興味が把握可能であり，

その傾向から，関心を示される有名人が政治・経済に関わる人物である，あるいはテレビ

に出演する芸能人であるなどの特徴を導出できるとしている．したがって，ユーザプロフ

ィールを用いることで，盛んに発言しないユーザの趣味・興味が把握可能であり，フォロ

ワ全体の趣味・興味の傾向を明らかにすることで，観光地に対する潜在的関心を導出する

ことができると考えられる． 



第 5 章 

94 

鈴木ら（2016）は，観光協会の Twitter アカウントのフォロワのユーザプロフィールを分

析することで観光地の類型化を試みている．しかしこの研究では，提案された手順の中で

主観的な意味の解釈が必要な分析が繰り返されることや，変数間の規模の違いが考慮され

ていないなどの改善点が存在した．本章ではこれらを踏まえ，新たな分析手法を提案する．  
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5.3. 分析方法 

Twitter ユーザの「ユーザプロフィール」を抽出し分析することで，観光協会のアカウン

トごとにそのフォロワの特徴を把握する．以下では，本研究における対象アカウントと分

析手順について説明する． 

 

5.3.1.対象アカウント 

Twitter アカウントのフォロワから地域の特徴探るには，その Twitter アカウントのフォ

ロワが「地域に関心を示す人々」である必要がある．また，他の地域との比較を行うには，

同様のアカウントが他の地域にも存在する必要がある．以上二つの条件から，今回の分析

では市町村観光協会の Twitter アカウントとそのフォロワを分析対象とする． 

また，既存の観光統計との比較を可能にするため，市町村単位で入込観光客数を公表し

ている必要もある．Twitter アカウントを所持しており，所在する市町村が入込観光客数を

公表しているのは 190 市町村の観光協会であった．以下では，これら 190 市町村に所属す

る市町村観光協会について，それぞれの Twitter アカウントのフォロワの分析を行う． 
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5.3.2.フォロワの分析手順 

提案する分析の流れは大きく分けて，データ収集，データの前処理，変数項目の作成，

特徴量の算出，可視化の 5 段階に分かれる．以下では，各手順で行う内容やその目的，使

用する手法やツールについて具体的に説明する． 

 

① データ収集（ユーザプロフィールの抽出） 

対象となる各観光協会が運営する Twitter アカウントのフォロワ全員のユーザプロフィ

ールを，Twitter API を用いて抽出する．そして，観光協会ごとにその全フォロワのユーザ

プロフィールをまとめた「フォロワプロフィール集」を作成する． 

 

② 前処理（ユーザプロフィールにおける頻出語の抽出） 

手順①で作成した観光協会ごとのフォロワプロフィール集を形態素解析し，各フォロワ

プロフィール集における頻出語を抽出する．形態素解析にはオープンソース形態素解析エ

ンジンの MeCab を使用し，MeCab で使用される辞書には，オンライン辞書サービスの

Wikipedia(4)とはてなキーワード(5)に登録されている単語を登録する処理を事前に行ってい

る．形態素解析や MeCab に関する説明は 4.3.2 で述べている． 

 

③ 変数項目の作成（頻出語のクラスタリング） 

様々な観光協会のフォロワプロフィール集に共通して頻出する単語を明らかにするた

め，全 190 観光協会のプロフィール集の和集合における頻出語を抽出する．さらに単語間

出現傾向の類似度を表す Jaccard 距離を算出する．Jaccard 距離は 1 から Jaccard 係数を引い

たものであり，共起関係をもとに以下の式で計算される．|A∪B|は単語 A または単語 B が

含まれた集合（プロフィール数）を表しており，|A∩B|は単語 A と単語 B の両方が含まれ

た集合を表している．つまり，単語 A または B を含む集合の中で単語 A，B が共起してい

る確率が高いほど単語間の Jaccard 距離は近くなる． 

 

 

|A∪B| - |A ∩ B|

|A∪B|
Jaccard距離＝
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Jaccard 係数以外にも共起尺度として Simpson 係数や Dice 係数などが用いられる場合が

あり，それぞれ以下の式で算出される． 

 

 

Simpson 係数は分母として出現数の少ない方の集合を使用するため，出現数の少ない単

語は共起している単語との係数が大きくなりやすい．Dice 係数は Jaccard 係数に類似して

いるが，常に集合の平均を用いる Dice 係数に対して Jaccard 係数は差集合の濃度に反比例

するという特徴がある．今回の分析ではどのユーザプロフィールにも出現しやすいような

出現回数の多い単語が他の単語との類似度が高くなるのを防ぐため，Jaccard 係数を用いた

単語間の距離（Jaccard 距離）を算出する．そして Jaccard 距離を用いてクラスタ分析（Ward

法）を行い，出現傾向が類似した単語同士のグループ化を行う．さらに，抽出されたクラ

スタを「頻出語クラスタ」と呼び，フォロワの特徴を把握するための変数項目として使用

する． 

単語に基づいて特徴量を算出する方法としては，ソーシャルメディア以外の情報媒体

（例えばガイドブックや新聞など）や，マーケティング担当者へのインタビューなどから

観光地に関連する単語をあらかじめ選定し，それらの単語を用いるなどの方法も考えられ

る．ただし，今回の分析では，まず「フォロワのユーザプロフィールの傾向は観光地によ

って異なり，その傾向から地域の特徴を把握できる」ことを明らかにする必要がある．し

たがって，今回の分析では極力恣意的な要素を取り除くため，事前の分類基準を設定せず，

多くの Twitter ユーザが共通して使用する単語を特徴量算出に使用する． 

 

④ 特徴量の算出（頻出語出現率の算出） 

観光協会ごとに「頻出語出現率」を算出する．頻出語出現率は以下の式で算出される． 

 

|A ∩ B|

Min(|A|,|B|)
Simpson係数 ＝

2|A ∩ B|

|A| + |B|
Dice係数＝

頻出語クラスタ内の単語をプロフィールに含むフォロワ数

観光協会アカウントのフォロワ数
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頻出語出現率はどの程度のフォロワがプロフィール中に頻出語クラスタ内の単語を使

用しているのかを表す指標である．算出された値は，各観光協会のフォロワの特徴を分析

するための変数として使用する． 

 

⑤ 可視化（アカウント間の類似性の可視化） 

手順④で算出した頻出語出現率に基づき観光協会アカウント間の類似性を表す距離を

算出する．そして，それらを二軸の図に投影したポジショニングマップを作成する．これ

をもとに他の観光地とのフォロワの特徴の類似性や独自性を把握する．距離の算出方法は，

西村らの研究（2015）を参考とする．西村ら（2015）は，有名人に関するツイートによっ

て有名人同士の人物関係を主成分分析，多次元尺度構成法（以下では MDS とする），自己

組織化写像によってそれぞれ可視化し，それぞれの手法の妥当性と発見性について比較し

た結果，MDS を最も可視化手法として優れていると結論付けた．また，本研究におけるこ

の分析の目的はあくまで各地域のフォロワの類似性を可視化し把握することであり，合成

変数によってフォロワの特徴を定量的に説明することではない．これらを踏まえ本研究で

は MDS を用いてポジショニングマップを作成する． 

MDS は，対象間の距離や類似性に基づき，対象を低次元空間に布置する手法である．類

似したものは近くに，類似していないものは遠くに配置されるため，視覚的に対象間の類

似性を把握することが可能である．MDS は対象間の距離をデータとする計量 MDS と，順

序尺度で測定された類似性データを解析する非計量 MDS に大別される．本研究では，変

数間の規模の差を取り除くためや，外れ値や分析対象の増減による影響を最小にするため，

頻出語出現率の大小関係にのみ着目した非計量 MDS を行う． 

非計量 MDS では，順序尺度である親近性 sij（iと jの親近性）を距離データ dij（iと jの

距離）とした際に， 

 

klijklij ddss 
 

 

以上の関係を満たすように対象間の位置が決定される．位置を決定するためには，はじ

めに仮の位置を決め，点間距離が上記の関係を満たすように，対象の座標を徐々に改善し，

最適な位置関係となる各対象の座標を求める．その過程で対象間の点間距離が上記の関係

をどの程度満たしているのかを示すストレス S を算出する．ストレスは以下の式によって
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算出される． 

 









2

2* )(

ij

ji

ijij

d

dd

S
 

 

非計量 MDS では，このストレスが最小となるように反復手順で対象の配置を改善して

いく．本研究ではこの反復上限を 50 とした． 
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5.3.3.観光統計を用いた地域分類 

前述の提案手法を用いた分析結果との比較を行うため，観光統計をもとにした地域分類

を行う．分類の対象はフォロワの分析と同様の市町村とする．これらの市町村に関する観

光統計を変数としてユークリッド距離を算出し，階層的クラスタ分析（Ward 法）を行う．

なお，距離の算出の際には事前に各変数の平均が 0，分散が 1 になるように標準化を行う．

使用する変数は外村・宮下（2012）を参考に，「観光入込客数／人口」「観光施設数」「宿泊

施設数」「最近接の政令指定都市との距離」とする．「観光入込客数／人口」は人口の影響

を除いた集客力を示す指標として選定した．「観光施設数」と「宿泊施設数」は観光者を受

け入れる体制を表す指標として選定した．「最近接の政令指定都市との距離」は地理的な特

性を考慮するために選定した． 

観光地としての特徴を表す指標はその他にも考えられる．例えば先行研究（杉本・菊地 

2014）で使用されている「観光資源分類」である．しかし，観光資源分類のデータは観光

資源としての価値が高いものに限られており，市町村単位で集計した場合，観光資源が全

く存在しない地域が多数存在することになる．これにより，観光資源分類を地域特性とし

た分類は都道府県単位が限界であるとされている（杉本・菊地 2014）．その他にも，観光

統計として訪問客の年齢や性別，観光消費額などが公開されているが，これらも市町村単

位では公開されていない地域が多い． 

以上のように，既存の観光統計で市町村を分類する共通の基準として用いることができ

る指標は限られているのが現状である．したがって今回の分析では市町村単位のデータが

入手可能である上記の四つの指標を選定した．なお，観光施設数と宿泊施設数のデータは

株式会社昭文社の「MAPPLE POI データ」を使用した． 
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5.4. 分析結果 

前述した手法により行ったフォロワの分析結果について，分析の手順に沿って述べる．

なお今回の分析に使用した Twitter データはすべて 2016 年 9 月 15 日に Twitter API を使用

して取得したものである． 

 

5.4.1.フォロワの分析結果 

① データ収集（ユーザプロフィールの抽出） 

まず，調査対象とした 190 市町村に所属する各観光協会のフォロワのユーザプロフィー

ルの抽出を行った．フォロワ数の総計はのべ 345,832 人（ユニークユーザ数は 185,542 人）

であり，最もフォロワ数が多い観光協会アカウントは横浜市の 12,679 人，次いで尾道市の

10,128 人となった．反対に，最もフォロワ数が少ないのは夕張市の 4 人，次いでえびの市

の 9 人であった．全体の傾向としては，調査対象の観光協会アカウントの過半数（58.4%）

がフォロワ数 1,000 人以上であった（図 5-1）． 

 

 

図 5-1 フォロワ数別アカウント数の分布 
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② 前処理（ユーザプロフィールにおける頻出語の抽出） 

分析の結果，のべ 4,973,850 語が抽出され，同一単語を重複して数えないユニークワード

数は 150,018 語であった．今回収集したフォロワのユーザプロフィールで最も多く使用さ

れていた単語は「好き」，次に使用されていた単語は「大好き」であった．また，観光協会

アカウントごとに，④で使用するため，フォロワプロフィール集の形態素解析を行った． 

 

③ 変数項目の作成（頻出語のクラスタリング） 

抽出された 155,018 語全てを分析に使用した場合，データ量が膨大となりすぎるため，

分析に使用する単語を頻出上位 100 語に限定した．頻出語を用いることで，より多くのユ

ーザに共通した基準で特徴付けが可能であり，Twitter ユーザのトレンドを反映したボトム

アップな構造の基準が作成できる．なおアルファベットや数字，記号は意味の解釈が困難

であるため事前に取り除いた．また，地名は自地域の地名であるか他地域の地名であるか，

あるいはその地域との距離などによって単語の意味が相対的に変化するため分析の対象外

とした． 

以上の条件により抽出した 100 語を共起関係に基づいてクラスタ分析した結果，出現傾

向が類似する 10 の頻出語クラスタが抽出できた（図 5-2）．これら 10 のクラスタには，そ

れぞれに含まれる単語の特徴を考慮しクラスタ名を命名した．例えば「スポーツ」「野球」

「サッカー」という単語が含まれるクラスタは「スポーツ」と命名し，「食べる」「料理」

「美味」「お酒」という単語が含まれるクラスタは「飲食」と命名した．このような手順で

10 のクラスタを「生活」「呟き」「アニメ・ゲーム」「出身・在住」「スポーツ」「飲食」「趣

味」「組織・活動」「公式アカウント」「情報発信」と命名した． 
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図 5-2 頻出語のデンドログラム  
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④ 特徴量の算出（頻出語出現率の算出） 

フォロワプロフィール集ごとに各頻出語クラスタに含まれる単語の出現率を算出した．

なお，本研究ではこの頻出語出現率の比較によってフォロワの特徴を把握するが，フォロ

ワ数の少ない観光協会アカウントでは出現率が極端に大きくなりかねない．そこで本研究

では，対象の観光協会アカウントの内，フォロワ数 1,000 人未満の 79 アカウントを対象か

ら外し，残る 111 アカウントの分析を行った． 

算出結果を表 5-1 と表 5-2 に示す．表 5-1 は対象となる 111 市町村観光協会アカウント

全体の頻出語出現率であり，個々の観光協会アカウントの頻出語出現率は表 5-2 に記載し

ている．観光協会アカウントごとに出現率を算出することで，他地域や全体傾向とフォロ

ワの特徴量の比較が可能となり，自地域のフォロワの特徴を把握することができる．例え

ば，表 5-2 からは，豊郷町のフォロワプロフィール集には「アニメ・ゲーム」に関する単

語が全体よりも有意に多く出現していることがわかる（母比率の検定，z = 40.65，p < 0.01）．

その他にも，仙台市のフォロワプロフィール集には「スポーツ」に関する単語が全体より

も有意に多く出現していることなどが読みとれる（母比率の検定，z = 7.46，p < 0.01）． 

 

表 5-1 111 市町村観光協会アカウントの頻出語出現率 

生活 呟き 
アニメ・ 
ゲーム 

出身・ 
在住 

スポーツ 飲食 趣味 
組織・ 
活動 

公式 
アカウント 

情報 
発信 

13.9% 24.6% 1.7% 3.6% 2.5% 4.1% 26.2% 39.9% 8.0% 15.8% 
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表 5-2 各市町村観光協会アカウントの頻出語出現率 

(a) フォロワ数 1 位から 40 位 

市町村名 生活 呟き 
アニメ・ 

ゲーム 

出身・ 

在住 
スポーツ 飲食 趣味 

組織・ 

活動 

公式 

アカウント 

情報 

発信 

横浜市 12.0% 21.4% 1.5% 3.8% 3.1% 5.1% 26.7% 24.6% 3.7% 8.5% 

尾道市 11.6% 22.8% 2.7% 3.4% 2.8% 3.5% 26.9% 27.4% 4.6% 8.9% 

大洗町 12.2% 27.6% 10.0% 2.9% 2.8% 3.2% 32.1% 27.2% 5.1% 8.7% 

北斗市 7.0% 11.9% 0.9% 1.8% 0.9% 1.8% 13.1% 19.7% 3.3% 6.7% 

美瑛町 13.3% 24.2% 1.2% 4.5% 2.7% 4.7% 31.3% 30.9% 4.8% 10.5% 

笠間市 15.6% 24.5% 1.6% 3.1% 2.6% 5.0% 25.6% 38.7% 6.5% 14.3% 

福島町 14.0% 28.4% 2.9% 3.6% 3.5% 4.3% 29.7% 37.2% 8.9% 11.7% 

出雲市 13.5% 24.2% 1.7% 3.6% 2.0% 4.1% 28.4% 32.5% 5.8% 11.6% 

黒石市 15.8% 23.5% 1.5% 4.0% 2.1% 5.0% 25.2% 43.7% 7.3% 17.0% 

小樽市 15.8% 25.4% 1.3% 4.3% 2.9% 4.6% 27.1% 42.0% 6.6% 15.5% 

川崎市 9.5% 17.1% 1.7% 2.5% 3.1% 3.1% 20.8% 19.2% 3.0% 5.9% 

伊東市 15.5% 26.0% 1.3% 3.0% 2.5% 5.1% 28.2% 45.8% 8.1% 18.5% 

関ケ原町 14.3% 39.3% 7.6% 2.4% 2.4% 2.9% 39.2% 33.5% 6.1% 9.1% 

北上市 14.1% 23.0% 1.4% 5.0% 2.9% 4.1% 24.5% 38.5% 7.6% 16.2% 

ニセコ町 15.4% 23.5% 1.1% 4.5% 2.9% 4.4% 27.7% 40.9% 7.0% 15.4% 

滝沢市 14.1% 25.7% 1.6% 4.9% 2.7% 4.5% 26.1% 39.5% 7.9% 15.5% 

広島市 11.3% 19.9% 1.7% 3.5% 2.7% 3.8% 22.0% 26.6% 5.5% 10.0% 

延岡市 15.8% 23.7% 1.3% 4.0% 2.8% 5.0% 24.7% 49.0% 10.5% 21.2% 

柏崎市 14.6% 24.4% 1.2% 3.2% 2.8% 4.7% 26.1% 46.6% 9.1% 19.4% 

逗子市 13.2% 23.7% 1.0% 3.3% 2.2% 4.6% 23.7% 34.7% 6.5% 14.5% 

豊郷町 13.6% 30.2% 10.2% 2.9% 2.8% 2.7% 32.5% 40.1% 7.8% 14.5% 

富良野市 13.0% 24.5% 1.1% 4.2% 3.1% 4.8% 29.8% 30.3% 4.8% 11.5% 

野田村 15.3% 25.3% 1.2% 4.8% 2.7% 5.0% 24.9% 45.7% 8.8% 17.4% 

茅ヶ崎市 9.5% 22.2% 1.0% 3.0% 2.9% 3.5% 22.1% 24.7% 4.7% 7.5% 

大間町 15.2% 24.8% 1.5% 3.5% 2.3% 4.5% 25.7% 45.9% 8.5% 17.3% 

都城市 14.2% 22.3% 1.0% 3.5% 2.5% 4.2% 21.8% 44.4% 9.0% 20.1% 

熱海市 16.1% 26.4% 1.5% 3.4% 2.5% 5.3% 29.9% 42.9% 7.2% 16.2% 

江別市 15.3% 25.2% 1.7% 4.0% 2.7% 4.3% 26.7% 44.6% 8.1% 16.8% 

三春町 15.5% 26.2% 1.8% 3.6% 2.5% 4.5% 26.8% 47.7% 8.7% 19.3% 

山武市 14.7% 23.3% 1.3% 2.6% 1.9% 4.2% 22.2% 41.6% 7.3% 14.9% 

海津市 16.8% 28.0% 1.7% 5.7% 2.6% 5.0% 26.2% 54.1% 10.4% 20.4% 

鎌倉市 11.7% 21.7% 1.8% 3.1% 2.8% 3.9% 26.0% 23.6% 4.3% 7.6% 

三沢市 13.4% 24.1% 1.5% 3.8% 2.3% 3.4% 23.1% 42.9% 8.8% 18.6% 

神栖市 13.0% 22.4% 1.5% 3.4% 3.4% 4.4% 23.4% 41.0% 7.9% 16.4% 

女川町 15.1% 26.9% 1.7% 4.8% 3.0% 4.7% 27.8% 46.2% 7.6% 17.2% 

南三陸町 15.4% 26.9% 1.5% 4.6% 3.7% 3.5% 24.9% 39.6% 6.5% 13.5% 

北杜市 12.6% 24.9% 1.5% 3.4% 2.5% 3.2% 28.4% 27.9% 5.3% 9.5% 

甲賀市 14.7% 24.9% 1.6% 2.5% 2.0% 3.8% 23.6% 44.2% 8.2% 16.7% 

山梨市 14.3% 24.2% 1.4% 3.2% 3.0% 3.5% 28.3% 39.1% 8.4% 16.6% 

蒲郡市 13.7% 23.9% 1.1% 3.1% 2.0% 3.6% 24.7% 44.5% 9.2% 20.4% 
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(b) フォロワ数 41 位から 80 位 

市町村名 生活 呟き 
アニメ・ 

ゲーム 

出身・ 

在住 
スポーツ 飲食 趣味 

組織・ 

活動 

公式 

アカウント 

情報 

発信 

東広島市 16.1% 26.9% 1.9% 4.0% 3.2% 5.7% 27.7% 42.4% 7.4% 15.8% 

諸塚村 17.9% 25.7% 1.0% 3.5% 2.2% 5.0% 24.2% 53.4% 9.4% 21.5% 

池田町 14.0% 24.7% 1.0% 3.3% 2.3% 4.2% 28.1% 38.9% 7.8% 16.6% 

上富良野町 14.0% 24.2% 1.2% 4.5% 2.5% 4.3% 29.1% 36.3% 6.4% 13.7% 

松江市 10.7% 22.4% 2.7% 4.4% 2.0% 2.9% 26.2% 23.2% 4.5% 8.2% 

下田市 13.5% 26.0% 3.7% 3.1% 2.7% 4.5% 30.1% 33.6% 6.6% 13.8% 

那智勝浦町 15.0% 24.8% 1.4% 4.3% 2.4% 4.1% 26.3% 40.1% 7.3% 14.6% 

北茨城市 11.9% 22.9% 1.8% 3.6% 2.4% 4.2% 23.8% 36.7% 8.1% 15.3% 

南会津町 15.1% 28.1% 1.8% 3.6% 2.2% 4.1% 26.1% 42.9% 8.8% 18.1% 

只見町 14.3% 28.6% 1.8% 3.7% 2.6% 4.1% 33.1% 37.1% 7.6% 13.0% 

南伊豆町 12.6% 22.4% 1.5% 3.1% 3.1% 4.1% 25.8% 32.6% 7.1% 13.3% 

河津町 14.5% 24.4% 1.0% 2.9% 2.8% 5.0% 29.9% 45.4% 9.5% 19.7% 

せたな町 14.0% 24.3% 1.0% 4.0% 2.4% 4.3% 25.0% 43.7% 7.7% 17.5% 

弘前市 13.1% 24.3% 2.3% 5.6% 2.9% 4.9% 26.4% 31.2% 6.2% 11.9% 

平戸市 15.9% 25.3% 1.1% 4.0% 2.7% 4.7% 27.9% 50.5% 10.3% 20.9% 

美濃市 14.0% 22.9% 0.9% 2.1% 1.7% 3.6% 26.6% 49.4% 11.2% 22.7% 

滝上町 13.8% 23.8% 1.1% 3.4% 2.3% 4.6% 25.6% 47.0% 9.4% 21.1% 

刈谷市 12.2% 23.1% 2.1% 2.8% 3.3% 2.7% 25.1% 35.5% 7.6% 14.4% 

別海町 13.7% 25.4% 1.5% 4.9% 2.7% 5.9% 28.9% 38.4% 6.8% 15.3% 

名張市 13.2% 22.6% 1.1% 3.2% 2.3% 2.8% 22.1% 44.0% 12.0% 21.5% 

塩竈市 14.9% 27.3% 1.7% 5.3% 3.3% 5.1% 25.9% 34.8% 6.3% 14.0% 

田辺市 12.5% 22.3% 1.3% 3.4% 1.8% 4.0% 23.4% 39.3% 9.0% 16.6% 

美郷町 15.4% 27.0% 1.4% 2.9% 1.8% 3.8% 24.8% 53.9% 12.5% 25.1% 

魚沼市 14.4% 24.1% 1.3% 3.4% 1.6% 4.0% 26.4% 45.4% 8.6% 16.0% 

いわき市 13.4% 23.4% 1.7% 5.5% 2.3% 4.1% 22.4% 34.4% 7.2% 13.6% 

十日町市 11.7% 23.2% 1.4% 3.9% 2.0% 4.4% 25.9% 36.3% 7.3% 12.9% 

南島原市 16.6% 23.9% 1.3% 3.8% 2.2% 4.4% 24.4% 44.0% 7.9% 17.5% 

館山市 13.1% 26.6% 1.1% 3.5% 2.1% 4.3% 24.7% 33.5% 5.7% 12.9% 

水戸市 11.4% 24.5% 2.0% 2.7% 3.8% 3.9% 26.1% 28.3% 6.9% 11.1% 

いすみ市 12.9% 24.8% 1.4% 3.2% 2.3% 3.8% 22.8% 36.5% 7.3% 14.2% 

鹿角市 15.4% 26.6% 1.2% 4.9% 2.1% 5.2% 30.5% 42.0% 8.0% 16.9% 

碧南市 12.8% 24.1% 1.4% 3.0% 1.4% 3.3% 22.7% 45.6% 12.0% 17.0% 

壱岐市 15.0% 23.8% 1.1% 3.2% 2.4% 4.0% 23.6% 45.1% 9.2% 20.2% 

仙台市 12.4% 24.6% 2.6% 5.4% 5.4% 5.5% 29.5% 25.3% 4.0% 8.6% 

新宮市 14.2% 25.2% 2.2% 4.1% 2.9% 3.4% 28.8% 39.2% 6.5% 14.1% 

行方市 16.1% 26.5% 1.2% 3.4% 3.0% 3.8% 24.8% 49.1% 9.4% 20.7% 

鹿部町 12.4% 23.3% 1.5% 3.5% 1.9% 3.8% 24.6% 38.9% 7.6% 15.3% 

津和野町 16.8% 28.1% 0.9% 3.3% 2.0% 4.4% 30.6% 53.4% 10.2% 23.4% 

大和市 12.0% 20.6% 1.8% 2.7% 3.0% 3.0% 23.0% 35.1% 7.5% 13.8% 

根室市 13.8% 23.6% 1.3% 4.3% 1.8% 3.6% 25.0% 37.7% 7.3% 15.2% 
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(c) フォロワ数 81 位から 111 位 

市町村名 生活 呟き 
アニメ・ 

ゲーム 

出身・ 

在住 
スポーツ 飲食 趣味 

組織・ 

活動 

公式 

アカウント 

情報 

発信 

半田市 13.6% 22.5% 1.2% 2.7% 1.7% 3.2% 22.7% 42.4% 9.1% 16.6% 

紋別市 12.8% 22.4% 1.7% 4.3% 2.3% 4.0% 26.1% 37.5% 7.7% 14.9% 

東伊豆町 12.0% 23.0% 1.2% 2.8% 1.9% 3.8% 25.4% 40.7% 9.1% 17.1% 

能代市 16.8% 26.3% 0.9% 4.6% 2.5% 5.1% 26.6% 46.8% 8.4% 18.7% 

甲州市 12.7% 22.9% 1.5% 2.6% 2.2% 3.6% 26.4% 41.4% 8.7% 16.7% 

金ケ崎町 14.6% 27.4% 0.9% 3.7% 2.8% 4.4% 23.3% 48.4% 11.8% 21.4% 

伊勢市 13.6% 23.8% 1.7% 3.2% 1.8% 3.9% 28.9% 35.0% 7.6% 13.0% 

豊川市 14.3% 24.1% 1.1% 2.6% 2.4% 4.4% 25.9% 46.7% 9.6% 20.4% 

高千穂町 14.0% 24.4% 1.2% 3.4% 3.1% 3.9% 26.7% 38.5% 8.9% 14.8% 

芽室町 15.6% 27.4% 1.1% 4.7% 2.6% 4.8% 25.2% 50.9% 10.7% 21.5% 

上士幌町 13.4% 23.9% 0.9% 4.7% 2.7% 4.3% 29.5% 44.0% 8.4% 18.5% 

設楽町 13.4% 24.3% 1.2% 2.9% 2.4% 3.1% 25.9% 45.5% 10.0% 18.8% 

津島市 16.6% 27.1% 1.8% 2.7% 2.3% 3.9% 25.2% 49.4% 12.6% 19.2% 

豊根村 13.9% 25.4% 1.4% 3.3% 2.5% 4.1% 26.2% 43.3% 9.0% 17.4% 

北秋田市 13.9% 23.5% 2.4% 4.4% 1.9% 3.4% 24.8% 34.0% 8.1% 14.1% 

片品村 12.9% 21.7% 1.0% 3.3% 2.2% 3.2% 29.7% 32.8% 6.6% 12.6% 

遠野市 12.4% 26.1% 3.1% 4.4% 2.7% 3.0% 29.3% 24.7% 5.0% 8.0% 

浦安市 13.2% 25.2% 0.6% 2.6% 2.1% 3.4% 22.5% 58.4% 14.8% 32.2% 

草津町 11.0% 22.8% 2.2% 3.0% 5.4% 4.8% 36.3% 23.7% 3.7% 5.9% 

川根本町 13.0% 24.9% 1.7% 3.2% 2.3% 3.7% 25.4% 48.3% 9.6% 19.8% 

塙町 14.2% 30.3% 2.6% 2.2% 2.4% 4.1% 26.5% 47.0% 12.5% 17.5% 

高山市 13.1% 25.1% 3.7% 3.2% 2.4% 3.2% 31.7% 35.2% 7.3% 12.9% 

関市 14.0% 24.5% 1.9% 2.2% 2.0% 3.5% 25.0% 45.9% 11.0% 18.9% 

須賀川市 18.6% 28.5% 1.3% 4.9% 2.3% 5.1% 28.0% 44.6% 8.9% 19.4% 

島原市 13.7% 23.8% 1.5% 2.9% 2.2% 3.9% 23.3% 46.3% 8.6% 17.5% 

胎内市 14.0% 23.6% 1.9% 2.4% 1.9% 4.0% 23.1% 48.5% 11.0% 20.3% 

丸森町 14.8% 26.3% 2.3% 3.6% 2.5% 5.0% 23.9% 36.9% 8.3% 15.8% 

瑞浪市 17.1% 23.1% 1.6% 3.2% 2.3% 3.8% 22.5% 39.9% 5.1% 12.4% 

川南町 13.2% 23.2% 1.5% 2.9% 1.9% 3.7% 23.2% 50.7% 11.2% 21.4% 

花巻市 12.5% 23.3% 1.6% 3.7% 2.2% 4.0% 23.9% 37.2% 9.7% 16.0% 

美里町 14.7% 26.3% 1.2% 3.6% 1.6% 4.1% 24.3% 50.3% 10.3% 23.3% 

網掛けは各項目（a から c）の最大値，太字は各項目（a から c）の最小値 
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⑤ 可視化（アカウント間の類似性の可視化） 

表 5-2 に示したような各地域の特徴量である頻出語出現率を用いて，非計量 MDS によ

り観光協会アカウントのフォロワの類似性を表す布置を算出し，観光地のポジショニング

マップ（図 5-6）を作成した．各次元のストレスは次元 1（縦軸）が 0.0578，次元 2（横軸）

が 0.0081 となった．Kruskal（1964）による評価基準（表 5-3）から，算出された布置は対

象間の類似性を十分に再現していると考えられる． 

ポジショニングマップ（図 5-3）の縦軸については，下に位置する市町村ほど，「組織・

活動」「情報発信」「公式アカウント」といった，企業などの非個人によって運営されるア

カウントのプロフィールに含まれやすい単語がフォロワプロフィール集に頻出する傾向に

あった（表 5-2）．そこで，前章で提案した手法により各観光観光アカウントの非個人フォ

ロワ率を算出し，非個人フォロワ率と図 5-3 の縦軸の値とのピアソンの相関係数を求めた

結果，-0.94 と非常に強い負の相関があった（無相関検定，p < 0.01）．したがって，縦軸は

フォロワに占める企業等の非個人アカウントの割合を表していると考えられる． 

ポジショニングマップ（図 5-3）の横軸については，右に位置する市町村ほど，「趣味」

「呟き」「アニメ・ゲーム」など，関心の対象に関連する単語がフォロワプロフィール集に

頻出する傾向にあった（表 5-2）．以上のことから，このポジショニングマップの縦軸はフ

ォロワ総数に占める非個人フォロワの量，横軸はフォロワプロフィール集における特定の

関心対象の出現数の多さを表していると解釈した．これにより，浦安市（一番下）は他の

観光地に対してフォロワに非個人アカウントが多く，反対に北斗市や川崎市（一番上）は

少ないことがわる．また，関ケ原町や豊郷町（最も右）は他の観光地に対してフォロワの

関心が偏っているなど，他の観光地に対する当該地域の相対的位置付けを確認することが

できる．提案手法から読み取れる各地域の特徴については次節で詳述する． 

 

表 5-3 ストレスの適合度の評価基準 

（Kruskal 1964 より引用） 

ストレス 適合度の評価 

0.2 悪い（poor） 

0.1 まずまず（fair） 

0.05 良い（good） 

0.025 非常に良い（excellent） 

0.00 完璧（perfect） 
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図 5-3 フォロワの特徴に基づく観光地ポジショニングマップ 
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5.4.2.観光統計を用いた地域分類結果 

5.3.3 で述べた四つの変数（入込客数／人口，観光施設数，宿泊施設数，最近接政令指定

都市との距離）をもとに 111 市町村を六つのクラスタに分類した（表 5-4）．クラスタ 1 は

観光施設数が少ないのに対し，人口あたりの入込客数が最も多い．このことから，集客力

の高い人気コンテンツが存在する地域が分類されたと考えられるため，クラスタ 1 を「コ

ンテンツ特化型観光地」とした．クラスタ 2 は人口あたりの入込客数，観光施設数，宿泊

施設数が 2 番目に多い．一方で他のクラスタに比べて際立った特徴が見られないため「中

庸型観光地」とした．クラスタ 3 は観光施設数と宿泊施設数が他のクラスタに比べて際立

って多いのに対し，人口あたりの入込客数は 3 番目である．この結果から，施設が密集す

る人口が多い地域であることが考えられるため「都市型観光地」とした．クラスタ 4 は人

口あたりの入込客数，観光施設数，宿泊施設数が前出のクラスタに比べて少なく，政令指

定都市からの距離が離れていることから「都市中距離型準観光地」とした．クラスタ 5 は

クラスタ 4 と傾向が類似しているが，政令指定都市からの距離が極端に遠いことから「都

市遠隔型準観光地」とした．クラスタ 6 は政令都市からの距離が最も近いにもかかわらず，

人口あたりの入込客数が最も少なく，観光施設数や宿泊施設数も少ないことから「非観光

地」と名付けた．以上の分類結果を，フォロワの特徴との比較を行うため図 5-4 に反映し

た．次節ではこの結果を用いて Twitter データと観光統計の違いについて考察する． 

 

表 5-4 観光地類型と各変数の平均値 

No. クラスタ名 

平均値 

入込客数／人
口（人） 

観光施設数 

（個） 

宿泊施設数 

（個） 

最近接政令指
定都市との距
離（Km） 

1 
コンテンツ 

特化型観光地 
324.0 16.5 20.5 75.5 

2 中庸型観光地 131.5 36.7 26.5 60.7 

3 都市型観光地 60.4 132.2 60.1 46.2 

4 
都市中距離型 

準観光地 
35.3 26.1 10.0 117.5 

5 
都市遠隔型 

準観光地 
29.8 22.2 6.8 254.6 

6 非観光地 24.3 17.4 2.3 34.3 
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図 5-4 観光統計に基づくクラスタ分析のデンドログラム  
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5.5. 考察 

ポジショニングマップをもとに，フォロワのユーザプロフィールの分析結果と，観光統

計を用いた場合との相違点について考察し，地域の特徴分析にユーザプロフィールを用い

る利点を整理する． 

 

5.5.1.ユーザプロフィールに基づく地域の特徴 

ポジショニングマップ（図 5-3）において，いくつかの地域が他の地域と異なる配置と

なった要因として，各地域の特徴量がどのように異なるかを明らかにすることで提案手法

によって示された地域の特徴について考察する．なお，ポジショニングマップはあくまで

大まかな位置づけを直感的に把握するためのものであり，細かい要因は各地域のフォロワ

プロフィール集における頻出語によって確認する． 

まず，図 5-3 の最も右に位置する関ケ原町のフォロワプロフィール集には「歴史」「ゲー

ム」が頻出していた．これは関ケ原が歴史的に有名な地域であることや，戦国時代を舞台

とした人気ゲームのモデルとなっていることに起因していると考えられる．二番目に右に

位置している豊郷町はフォロワプロフィール集に「アニメ」が頻出していた．豊郷町は人

気アニメの舞台となっていることから，アニメに関心のある人が豊郷町にも関心を示した

と考えられる．また大洗町も同様に人気アニメの舞台となっていることから「アニメ」を

プロフィールに含むフォロワが多かった．草津町のフォロワプロフィール集には「温泉」

が頻出しており，草津町が温泉好きの人たちから関心を示されていることがわかる．只見

町のフォロワプロフィール集には「鉄道」が頻出していた．只見町を走る JR 只見線は景色

が美しいことで知られており（日本経済新聞 2008），これにより多くの鉄道ファンが観光

協会アカウントをフォローしていると考えられる． 

次に，図 5-3 の最も下に位置する浦安市のフォロワプロフィール集には「情報」「発信」

「公式」「アカウント」などが頻出していた．これは全フォロワに占める非個人フォロワの

割合が高いことを示しており，浦安市は企業や観光協会等の組織からの関心を集める一方

で，個人的に浦安市に関心を寄せる人が少ないことを示唆している．反対に上に位置する

北斗市や川崎市は全フォロワに占める非個人フォロワの割合が低いことがわかる．さらに，

これらの地域はマップ上で左側に位置していることから，フォロワの関心対象を把握する

ことが困難である．この結果は，プロフィールが空欄のフォロワの多さに起因していると
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考えられる．各観光協会アカウントには，プロフィールが空欄のフォロワが一定数存在す

るが，北斗市はその割合が最も高く，川崎市は 2 番目に高い．これによりプロフィールに

頻出語を含むフォロワの割合が低下し，フォロワプロフィール集の頻出語による特徴付け

が困難になっている．一方で「他の地域に対してプロフィールが空欄のフォロワが多い」

という特徴を把握することができる．ただし，このような地域については具体的な関心対

象は読み取ることが難しいことには留意する必要がある． 

最後に，図 5-3 の中央に密集している地域はフォロワの特徴に大きな差がなく，他の地

域との類似性が高い地域である．ただし，その中でも比較的右に位置する地域は，前述の

地域ほど顕著ではないもののフォロワの関心が特定の対象に集中していた地域である．反

対に左に位置する地域はフォロワの関心対象に偏りが見られない地域であり，この要因は

上下の位置から読み取ることができる．比較的上に位置する地域はプロフィールが空欄の

フォロワが多いこと，下に位置する地域は非個人フォロワが多いことから，前出の「温泉」

や「アニメ」「鉄道」のような特徴的な単語をプロフィールに含むフォロワの割合が低下し

ていると考えられる． 

以上のように，提案手法によって作成したポジショニングマップによって個々の地域に

ついて，他の地域との位置関係を把握し，フォロワプロフィール集の頻出語を確認するこ

とで，他の地域との類似性や当該地域独自のフォロワの特徴を読みとることが可能である．

ただし，これらの情報はあくまでフォロワの関心であり，地域間の優劣や観光地としての

価値の高さや低さを示すものではないことに注意する必要がある．次項では，観光統計で

の分類結果も踏まえて，ポジショニングマップ全体の傾向について考察する． 
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5.5.2.観光統計を用いた地域分類結果の反映 

5.4.2 で行った観光統計に基づくクラスタごとに，MDS によって算出した図 5-3 の座標

の平均値と標準誤差を算出した．その結果を図 5-5 に示す．以下では，この図をもとにポ

ジショニングマップの傾向や，各クラスタのフォロワの特徴，観光統計から導かれる地域

の特徴とフォロワの特徴の関係について考察する． 

まず，全体傾向として，横軸よりも縦軸のばらつきが大きいことがわかる．したがって，

フォロワの特徴として，非個人の量は地域によって差が表れているが，フォロワの関心に

ついては地域間の差が大きく表れていないと言える．ただし前述した関ケ原町や豊郷町の

ように，フォロワの特定の対象への関心が布置に反映された例も存在した．これらの例で

は「歴史」や「アニメ」など，各地域の特徴と一致する単語が分析に使用した頻出語に含

まれていたことで布置に特徴が表れたと考えられる．したがって，フォロワの関心による

地域差を表すには，頻出語だけでなく，各地域の特徴と一致する単語を特徴量算出の際に

使用する必要があると考えられる． 

次に観光統計による分類ごとの傾向について述べる．図 5-5 において都市型観光地は他

の観光地に比べて上に位置する傾向に位置している．このことから，都市型観光地のフォ

ロワには非個人フォロワが少ない傾向にあることが示唆された．4 章で明らかになったよ

うに，フォロワに占める非個人フォロワはフォロワ数が増加するにつれて減少する傾向に

ある．都市型観光地は全クラスタで最もフォロワ数が多いため（平均 4,477 人），フォロワ

数が結果に影響していると考えられる．また，非観光地は他の観光地よりも左下に位置し

ている．左下に位置する要因としては，集客力の高いコンテンツが存在しないため，フォ

ロワの頻出語出現率に影響を与える関心対象が存在しないことや，全クラスタで最もフォ

ロワ数が少ない（平均 2,106 人）ことが考えられる． 

コンテンツ特化型地域は図 5-5 において中心よりも右上に位置している．これには，観

光統計の示すように集客力の高いコンテンツが存在するため，フォロワが特定の対象に対

して強い関心を示していることや，フォロワ数が 2 番目に多い（平均 2,993）ことが影響し

ていると考えられる．また，クラスタ内でのばらつきが大きいこともこのクラスタの特徴

である．これには浦安市が大きく左下に離れていることが影響している可能性が高い．浦

安市には東京ディズニーリゾートという日本有数の観光資源が存在するため，観光統計上

ではコンテンツ特化型観光地に分類されるが，浦安観光コンベンション協会は東京ディズ

ニーリゾートに関する情報発信を行っていないため，人気コンテンツが存在することがフ

ォロワの特徴に表れていないと考えられる． 

中庸型観光地は図 5-5 において全クラスタで最も右に位置している．この要因として，
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観光客数や観光施設数が多いという特徴から，各地域に何らかの関心対象が存在した可能

性が高いと考えられる．ただし，横軸のばらつきが大きく，前項で述べた関ケ原町の布置

の影響も大きいと言える．最後に都市中距離型準観光地と都市遠隔型準観光地は観光統計

での分類では特徴が類似したクラスタであったが，図 5-5 においても位置が近くばらつき

が小さいことから，フォロワの傾向も類似していると考えられる．5.4.2 で述べたように，

これらの地域は人口あたりの入込客数，観光施設数，宿泊施設数が少なく「観光地」とは

言い切れない地域であるため，フォロワにも目立った特徴が見られなかったと考えられる． 

以上のように，各クラスタでは，観光統計から示される地域の特徴が観光協会アカウン

トのフォロワの特徴に影響を与えている可能性が示唆された．この結果から，今後，地域

の統計データとフォロワの特徴量の関係性を明らかにしていくことで，より正確に Twitter

データから地域の特徴を読み取ることが可能になると考えられる． 

他方で，観光統計で示された特徴とフォロワの特徴に相違がある地域も散見された（図 

5-6）．例えば豊郷町のように，非観光地に分類されている集客力が低く観光施設が少ない

地域でも，特定の層からは大きな関心を寄せられていることがわかる．また，反対に，ニ

セコ町のようにコンテンツ特化型観光地に分類されている地域でも，ユーザプロフィール

の分析では，目立った特徴のない地域と位置付けられる場合もある．次項では，本研究の

結果を踏まえ，観光地の特徴分析にユーザプロフィールを用いる利点について整理する． 
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図 5-5 観光統計による分類ごとのフォロワの特徴 
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図 5-6 観光統計の分類を反映した観光地ポジショニングマップ 
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5.5.3.フォロワのユーザプロフィール活用の利点 

Twitter データの一つであるユーザプロフィールを用いる利点は大きく分けて三つ考え

られる．一つ目は特定の対象への関心が把握可能なことである．既存の観光統計では，入

込観光客数や宿泊者数など，観光者の量を把握することはできるが，特定の対象への関心

を把握することは難しい．地域が独自の調査によって観光者の関心を把握することは可能

であるが，共通の基準によって多数の地域で行われたものでなければ地域間の比較は難し

い．これに対して提案手法では，ユーザプロフィールを用いることで「アニメ」「ゲーム」

「鉄道」など特定の対象へ関心が集中している地域が明らかになった．また，共通の基準

を用いているため他の地域との相対的な位置付けも把握することができた．ただし，今回

の分析から，単語（対象）によっては地域間に差が生まれない場合もあることが明らかに

なった．これは地域の特徴に差がないのではなく，Twitter というメディアの特性上，被使

用頻度の高い単語と低い単語が存在するため，地域間の差を反映し易い単語とそうでない

ものが存在することに起因していると考えられる．したがって結果の解釈の際には，必ず

しも地域の実態を表しているものではないことには留意する必要がある． 

二つ目は市町村単位での分析が可能なことである．提案手法では，幅広いユーザを対象

にするために，ツイートではなく情報量の少ないユーザプロフィールを対象にしたが，ユ

ーザプロフィールからでも地域の特徴を把握可能であることが示唆された．今回の分析で

は観光統計との比較のため入込観光客数が公開されていることが条件となり，分析の対象

となったのは 111 市町村であったが，Twitter アカウントは 46.7%の観光協会が保有してい

るため，比較を前提としなければさらに多くの市町村を対象とした分析が可能である．一

方で，前述したように，市町村単位で公開されている観光関連の統計データは限られてい

る．そのため，観光統計を用いて分析を行う際には，多種多様なデータが共通して公開さ

れている都道府県単位で行うことが最適であると考えられるが，デスティネーション・マ

ーケティングは目的に応じて広域なエリアから小規模なエリアまで，様々な単位のエリア

を対象に行うことが求められている（観光庁 2017a）．このような現状において，観光統計

が整備されていない市町村にとっては，市町村単位での分析が可能な提案手法の有用性は

高いと考えられる． 

三つ目はリアルタイム性があり，既存の概念に縛られないことである．近年日本では観

光のスタイルや関心対象の多様化が指摘されており，杉本・菊地（2014）で用いられたよ

うな普遍的な価値を持つ観光資源だけでなく，時代の変化とともに新たに注目された観光

資源や，観光者たちが自ら魅力を見出す観光資源なども多数存在する．観光客誘致に向け

た戦略を立案するには，このような観光資源も含めて地域の特徴や現状を適正に評価する
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必要があると考えられる．本研究で示した手法は，ユーザプロフィールというユーザが生

成したデータ（UCG）をもとに特徴量を算出するボトムアップ型の構造を持つため，人々

の関心の変化に対応することが可能である．この特性が既存の統計データからは得られな

い知見を得ることを可能にし，新たな観光資源の発見や創出の一助となると考えられる． 
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5.6. 第 5章まとめ 

本章では，デスティネーション・マーケティング中でも，内部・外部分析を支援するた

めの一つの手段として，Twitter のユーザプロフィールを用いて地域の特徴を把握する分析

手法を提案した．この方法の特徴は，盛んに発言しないユーザをも考慮した分析が行える

ことである．分析の結果，Twitter のユーザプロフィールから，観光統計によって示される

地域の特徴と類似した傾向や，他の観光地に対してフォロワの関心に偏りのある特異な観

光地と，その関心対象を抽出可能であることが示唆された． 

企業戦略において資源の少ない企業は競争力を高めるには他の企業との差別化を図る

必要があるとされており（コトラー・ケラー 2008），これはデスティネーション・マーケ

ティングにおいても同様であろう．本章で提案した手法は他地域との相対的な位置付けが

確認できるため，当該地域の特異性を発見するうえで有用であると考えられる．また，地

域について直接言及された口コミ等ではなく，間接的で潜在的な関心を分析していること

からも，新たな発見が得られる可能性の高い手法であると考えられる． 

ただし，今回提案した手法はなるべく多くの地域を対象に，Twitter ユーザが共通して使

用する単語に基づく特徴量を算出するものである．今後，各観光地が Twitter のユーザプロ

フィールを戦略立案に活用していくには，地理的な要素や観光統計などによって対象地域

を競合地域に絞り込んだうえで分析を行う，あるいは頻出語ではなく観光地に関連した単

語を用いて特徴量を算出する等，より具体的な方法論が必要であると考えられる．また，

頻出語とは反対に特定の地域にのみ出現する単語を用いるなど，ニッチな関心の把握を目

的とした手法を構築することで，多くの地域が差別化要因を検討するための一助となるだ

ろう． 

さらに，本研究では日本のデスティネーション・マーケティングを対象にしているため，

本章では地域の特徴を分析するために観光協会アカウントを対象として分析を行ったが，

提案手法は観光協会アカウントに限らず，Twitter アカウントを有するどの組織にも応用可

能である．つまり，一般企業のアカウントを対象にした分析を行うことで経営戦略の立案

を支援するための情報を得ることも可能である．また Twitter 以外にも，Instagram や Weibo

のようにフォロワとプロフィールの概念が存在するメディアであれば同様の分析が可能で

あり，汎用性の高い手法であると考えられる． 
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第 5 章 補注 

(1) http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/chihou-

koukyoudantai_kubun.html 

(2) Social Insight, http://social.userlocal.jp/ 

(3) クチコミ＠係長. http://www.hottolink.co.jp/service/kakaricho 

(4) Wikipedia. https://en.wikipedia.org/wiki/Main_Page 

(5) はてなキーワード. http://d.hatena.ne.jp/keyword/ 

(6) 豊郷町には京都アニメーションにより制作された「けいおん！」の中で主人公らが通

う高校のモデルとされている豊郷町立豊郷小学校旧校舎が存在する． 

(7) 大洗町は地域全体が「ガールズ&パンツァー」の舞台となっており茨城県の観光情報

サイトでは聖地巡礼を楽しむための情報が掲載されている． 

http://www.ibarakiguide.jp/seasons/girls_und_panzer.html 
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第6章 Twitterデータを用いた施策評価の実践 

前章では内部・外部分析に活用可能な情報として，Twitter データを用いて地域に対する

潜在的関心の把握を試みるとともに，観光統計とは異なるデータの特性について議論した．

本章では，PDCA サイクルにおける Check の段階として，前章とは異なり，Twitter データ

を用いて特定の事象に対する顕在的な関心を分析することで観光に関わる施策を評価する．

加えてイベント評価に Twitter データを用いる有用性について議論する． 

観光は有形・無形の様々な商品・サービスから成り立っており，DMO にはそれらの創

出，管理，評価，改善などが求められる（表 2-4）．そのためデスティネーション・マーケ

ティングにおける評価対象は多岐にわたるが，これらの多くは評価をすることはできても

DMO の意思では改善することが困難なものが多い．例えば，寺社・仏閣の歴史をより古く

する，山をより高くするといったことは不可能である．もちろん，歴史を解説する音声ガ

イドを貸し出したり，清掃活動を行ったりすることで価値向上は望めるが，DMO が地域古

来の有形資源の価値を抜本的に改善することはできない．また，地域住民の生活様式や町

並みを観光者に合わせて変化させることも不可能とは言い切れないが，様々な障壁により

実現可能性は非常に低いと考えられる．これらに対し，DMO の意思により比較的容易に改

善を行えるのが，DMO 自らが立案した無形のサービスである．例えば DMO が企画した旅

行商品や観光イベントが挙げられる．ただし，旅行商品の企画・販売は日本版 DMO に期

待される役割の一つであるものの，2017 年現在ではこれらを行っている組織は少ない．一

方で観光イベントの企画は既に多くの観光協会や類似した組織によって実現されている． 

以上から，本章では，DMO による一貫した PDCA サイクルが実行可能な「観光イベン

ト」を対象とした研究を行う．具体的には，実際に行われた観光イベントの評価を行い，

ソーシャルメディアデータを活用する利点について考察する． 
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6.1. 研究背景 

日本の各地では，地域振興や観光客の誘致，経済効果の創出などを目的としてイベント

が実施されている（金 2006）．イベントという言葉の指す意味は多岐に渡り，堺屋（2008）

はイベントを「非日常的な情報環境を計画的に創ることで，人々により強烈な心理的効果

を与える人間の営み」としている．また，Ritchie（1984）による「観光地の知名度，魅力，

メリットを短期的，長期的に高めるために主として開発された，一定開催期間の一回起的

または反復的な主要イベント．イベントの成功は，関心を創り出し，注目をひくユニーク

さと人気やタイムリーな重要性によって決まる」という定義も広く知られている．本稿で

はこれらを参考に，イベントとは「非日常圏を含む広範囲からの誘客と，来場者の関心を

創り出すことを目的とした催し」を指すものとする． 

多くのイベントの主催者は地方自治体や，地方自治体と連携した組織であり，企画や運

営には公的な資金が使われているため，主催者はイベント開催後に，ステークホルダへイ

ベントの効果について説明することが求めれれる（田口・荒木 2011）．また，説明責任が

ない場合でも，イベントの評価を行い，今後の改善に繋げることは重要である．特に，立

ち上げたばかりの新規イベントにおいては，継続開催の意義を明示する必要があることに

加え，改善点が多く存在する可能性が高いため，イベント評価の重要性は高いと考えられ

る．しかし，イベントごとに予算や人員の規模は異なり，それぞれ達成すべき目的も異な

るため，一つの指標で画一的な評価を行うことは困難である．そこで重要となるのは，イ

ベントごとに目的の達成度を適切に評価するための指標を設定し，その値を算出するため

の調査や分析を行うことである．評価のためのリサーチ手法としてはアンケート調査が用

いられることが多く，調査者は評価指標や分析方法を事前に設定し，調査設計を行ってい

る． 

他方で，インターネット上の口コミを分析することでも，客観的な評価を行うことが可

能である．この場合，アンケート調査のように自らが設計し予め設定した指標について検

証する因果的リサーチとは異なり，イベントに関係する意見を幅広く収集し参考情報を抽

出する探索的リサーチを行うことになる．近年では一般消費者や観光者にとってインター

ネット上の情報は意思決定の際に参考とする主要な情報源である（消費者庁 2017；日本観

光振興協会 2015）．また，インターネット上の情報の中でも口コミは重要な情報源である

ことが指摘されており（Law et al. 2014；Litvin 2008；Xiang et al. 2015；中川 2013），これ

らは商品やデスティネーションのイメージを形成し，購買意欲や来訪動機を高める一因と

なっている（Tham et al. 2013）．そのため，イベントを継続して開催していく場合，イベン
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ト来場者は過去に行われたイベントに関するインターネット上の口コミを閲覧した上で来

場する可能性が高い．つまり，インターネット上の口コミを分析することは，来場者の関

心対象やイベントへの事前期待を把握し，満足の得られる体験を提供することに繋がると

考えられる． 

本章では，探索的リサーチに適したメディアであると考えられる Twitter を用いて来訪者

の関心やイベントの改善点を抽出し，イベント主催者との議論をもとに，イベント評価に

Twitter データを用いることの有用性について考察する．  
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6.2. 先行研究 

イベント評価に関する論文はイベントによる経済波及効果を分析するものが多く，これ

らの研究では，分析に産業連関表が用いられている（佐久間 1990；田口・荒木 2011；秋

吉 2012）．これは，産業連関表を用いることで，直接効果だけでなく，間接効果も分析で

きるからである（鈴木 2014）． 

経済波及効果以外では，イベントに対する来訪者の評価に関する研究（南 2013；南 

2015；Yürük 2017）や，来訪便益と支出額を比較することでイベントの投資効率性を分析

した研究（高岡ら 2007）などが行われている．また，集客ではなく教育を目的としたイベ

ントでは，教育効果を測定するための調査（郡 2010）も行われている． 

以上のように，イベント評価に関する研究の目的や分析の手法はさまざまである．ただ

し，上記の研究では全てアンケート調査によってデータが収集されており，アンケート調

査はイベント評価において最も用いられる方法であると言える．アンケート調査以外の方

法でデータを収集している研究としては，伊藤ら（2013）は被験者が撮影した写真をもと

に，参加者の認知とイベントの企画意図との関係を分析している．また，山本（2012）は

オープンサービスフィールド型 POS（Open Service Field Point of Ser-vice）を開発し，観光

者の行動調査を行っている．さらに近年では，情報技術の発展に伴い，GPS や Wi-Fi を用

いた行動調査なども行われている（池田ら 2015）がこれらの手法は実験的に行われたに過

ぎない． 

アンケート調査が多く用いられる要因として，調査項目を任意に設定することが可能で

あり，分析に適したデータを収集することができる点が挙げられる．例えば，イベント参

加者の満足度に影響を与える要因を明らかにした Yürük et al.の研究（2017）のように，事

前に設定した仮説に基づき影響要因を明らかにするといった記述的リサーチにおいて，ア

ンケート調査は最適な手法であると考えられる． 

他方で，探索的リサーチにおいては課題があると考えられる．アンケート調査では，調

査を行うごとに経済的，時間的コストがかかる．そのため，何度も追加で調査を行うこと

が困難である．加えて，イベント主催者や調査員への配慮などにより，本音を聞き出させ

ない可能性もある．以上の課題から，探索的リサーチを行うには必ずしもアンケート調査

が適しているとは言えず，他の手法により代替，補完することが可能であると考えられる．

2 章で述べたように，近年，ソーシャルメディアデータから有益な情報を得るための様々

な分析が行われている．そこで本章では，ソーシャルメディアデータのイベント評価へ応
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用可能性について検討する． 

イベント関連の研究においては，Hudson et al.（2015）は，音楽イベントにおけるカスタ

マーリレーションシップにおいて，ソーシャルメディアを用いることでイベントのブラン

ドに重要な影響を与えることを明らかにしている．しかし，これはイベント主催者側から

のアプローチであり，消費者にとって重要な参加者から発信された情報（UGC）を分析し

たものではない．Gupta et al（2012）は，Twitter のツイートやユーザ情報を用いてイベント

の信用性を評価しているが，来訪者の関心対象や具体的なイベントの改善点などについて

は言及されていない．また，ソーシャルメディアの書き込みを用いてイベント主催者とと

もにイベントの評価を行った実践的な研究は見当たらない． 

以上から，Twitter のツイートを用いて来訪者の関心やイベントの改善点を抽出し，その

結果についてイベント主催者と議論することは，新規性が高くイベント評価研究の発展に

寄与すると考えられる．また，イベント主催者にとっても，既存の方法と異なる視点から，

来場者の関心の時系列的な変化や関心対象を把握可能な評価手法が確立されることは望ま

しいと考えられ，本研究は学術面と実務面の双方にとって意義のある研究であると考えら

れる． 
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6.3. 調査対象 

6.3.1.イベント概要 

調査対象である『上野「文化の杜」アーツフェスタ（以下，フェスタ）』は，東京都台東

区にある上野恩賜公園内の竹の台広場にて行われたイベントである（図 6-1）．入場料は無

料であり，上野公園に訪れる都内，都外の様々な人々が来場する．フェスタは大きく「ア

ートプログラム」と「ステージプログラム」の 2 種類のプログラムが軸となっている．前

者では，東京藝術大学や国立西洋美術館などによる芸術性の高い展示物や地域文化に関わ

りの深い飲食物などが提供される．後者では，特設ステージにて有識者の講演会や有志の

学生やプロ演奏家によるコンサートが催される． 

このイベントを評価対象とした理由は，イベントを継続して実施していく意向があり，

イベントの改善に向けた評価を行う必要性が高いためである．また，2016 年 3 月に初めて

開催された試みであり，主催者の持つ事前情報が少ないため，具体的な調査設計や仮説設

定を必要としない探索的リサーチの必要性が高く，Twitter データの有用性が高いと考えた

ためである． 

 

 

図 6-1 上野恩賜公園内の会場周辺図  

東京都美術館
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6.3.2.評価ツールとしての Twitterの特徴 

Twitter には自身の投稿であるツイートに対し，他者のツイートを引用して拡散するリツ

イートの機能がある．このリツイートにより，一個人のツイートが数百万人の目に触れる

可能性もあり，このような拡散性の高さが Twitter 最大の特徴と言える．Twitter のユーザは

若年層に偏りがあるものの，国民全体の利用率は年々増加しており（総務省情報通信政策

研究所 2016），2016 年には国内の月間利用者数が初めて 4,000 万人を超えるなど日本にお

いて Twitter の利用者層は拡大傾向にある（Twitter Japan 2016）． 

アンケート調査によるデータ収集との相違点としては，イベントの開催有無に関わらず

毎日膨大な量の情報が蓄積されていくため，イベントの開催日や開催時間以外の情報を収

集できる．これにより，イベント開催時と非開催時の比較が可能である．また，イベント

来場者のツイートに対する反響（リツイート）を分析することで，非来場者の関心を把握

することも可能である．そして，これらのデータは無料で比較的容易に取得することがで

きる．さらに，ツイートは調査を受けて記入した意見ではないため，イベント関係者に閲

覧されることを考慮したものではない．これにより，本音に近い意見を収集できる可能性

が高く，イベントの改善に役立つネガティブな意見が多く収集できると考えられる． 

なお，3 章で述べたように，観光イベントの主催者を担うことが多い観光協会では，

Twitter が十分に活用されていないというのが現状であり，2017 年現在，日本における多く

のイベント主催者の Twitter に関する理解度は低いことが予想される． 
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6.3.3.研究の制約 

本研究を行うには大きく分けて二つの観点からの制約がある．一つは Twitter に関する

制約であり，もう一つは実践的な研究を行うことに関する制約である．以下ではこれらの

制約について詳述する． 

ます，Twitter を活用するうえで以下のような制約がある．本論文では，4 章や 5 章にお

いてツイートを行わない多数の ROM の存在に着目し，これらのユーザからも情報を収集

するための手段としてユーザプロフィールに着目してきた．しかし，本章の分析の目的は

来場者の関心対象やイベントの改善点の抽出であり，ユーザプロフィールからこれらの情

報は導出することは難しい．また，4 章では Twitter, Inc.から認証を受けたアカウントを対

象とし，5 章では「観光地に関心を示すユーザ」として市町村観光協会のフォロワを対象

とするなど対象ユーザの選定を行ってきた．しかし，評価対象のフェスタは今回が初めて

の開催であるため「イベントに関心を示すユーザ」を抽出することも困難である． 

以上の理由から，4 章と 5 章ではユーザプロフィールの分析を行ったのに対し，本章で

はツイートの分析を行うため，対象となるユーザが「ツイートをするユーザ」に限られて

しまうという制約がある．一方で，ツイートを分析することで，一つ一つの情報量がユー

ザプロフィールよりも多くなるという利点がある．また，鶴見ら（2015）は，飲料のツイ

ート数と売上が有意に連動していること明らかにしており，限定的であると考えられてい

るツイートからも消費者の動向を把握することが可能であるとしている．その他にも，実

世界の事象を観測するためのセンサ（ソーシャルセンサ）としてツイートが利用可能であ

るとも指摘されている（榊・松尾 2012）．ただし，鶴見ら（2015）は，分析対象とした商

品が新商品であったため，商品に関するツイート数が売上と有意に連動した可能性があ

り，ツイートを活用できる対象は限られるという問題を指摘している．この問題に関して

は，イベントは限定された期間内で行われるため，新商品と同様に局所的にツイートが増

加する可能性が高いと考えられる．したがって，ツイートからもイベント参加者の動向を

把握することは可能であると考えられる． 

次に，本研究はイベント主催者と協力のもとで行われる実践的研究であるため以下の

ような特徴がある．Twitter やビッグデータ分析に関する専門知識を持たないステークホ

ルダでも理解可能な，可読性の高い結果を示すことを目指す．また，分析にかかる経済的

コストや時間的コストも最小限に抑える必要がある．以上の理由から，複雑な解釈を伴う

分析手法や，コストの高い分析ツールを使うことが難しいなど，方法論に関する制約があ

る．さらに，分析対象はイベントの主催者から協力を得られた一つのイベントのみであ

り，得られた知見を一般化することは難しいと考えられる． 
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6.4. 分析手法 

今回の分析では，イベントの評価や改善に役立つ知見として，「イベントの反響」「Twitter

ユーザの関心対象」「Twitter ユーザの満足・不満」の三つを把握するための分析を行う．以

下では，データの収集方法と各分析の詳細について説明する． 

 

6.4.1.データ収集方法 

イベントに関するツイートの収集方法は様々である．Twitter を用いたイベント検出に関

する研究をまとめた論文（Atefeh & Wael 2015）によると，特定の位置情報が付加されたツ

イートを収集する方法や特定のアカウントのフォロワのツイートを収集する方法などが存

在する．それらの中で最も使用されているのが特定のキーワードを含むツイートを収集す

る方法である．以上を参考に本研究では Twitter API を用いてイベントに関連するキーワー

ドを含むツイートを収集する．取得される情報は，ツイート本文，投稿日時，被リツイー

ト数等のツイートに関する情報や，ツイートをしたユーザのユーザ名，自己紹介文，フォ

ロワ数等である．これらの情報の中で被リツイート数は時間の経過とともに変動するため，

ツイート後の時間経過にばらつきが結果に影響するのを防ぐため，ツイートは全てツイー

ト後 1 週間が経過した段階でデータを収集する． 

今回の調査で対象とするイベント名は，『上野「文化の杜」アーツフェスタ』であるが，

このイベントは第 1 回目の開催であり，知名度が低いことから，イベント名を含むツイー

トは少数であると予想される．したがって今回の分析では，イベント名ではなく，イベン

トの開催場所であり，日常的に多くの関連ツイートが行われている「上野公園」をキーワ

ードとして設定した．「上野公園」に関するツイートを分析することで，日常での人々の上

野公園への関心を把握することが可能であり，イベントの開催によってその関心がどのよ

うに変化したかを分析することでイベントの評価が可能になる．ツイートの収集期間はイ

ベント開催期間（3 月 25 日～27 日）を含む 1 ヶ月間（3 月 5 日～4 月 4 日）とした． 
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6.4.2.分析方法 

① ツイート数の時系列分析 

イベントの反響を把握するため，1 日ごとにツイート数を集計し，ツイート数の日変化

から，イベント開催日と非開催日の比較を行う．また，1 時間ごとにツイート数を集計し，

その時間変化をイベント開催日と非開催日で比較する．また，イベント開催地の上野公園

では毎週末にイベントが行われているため，他の週末との比較により，他のイベントとの

反響の違いも把握可能である． 

 

② ツイート内容の分析 

Twitter ユーザの関心対象を把握するため，まず，ツイート内容を MeCab によって形態

素解析し，上野公園に関するツイートに頻出する単語のランキングを作成する．次に，単

語同士の関係性の強さを可視化した共起ネットワーク図を作成する．可視化方法としては

共起ネットワーク図の他にもいくつかの方法があるが，共起ネットワーク図では，単語の

出現数，単語間の関係の強さなどが視覚的に表現されるため，対象期間のツイートの特徴

を直感的に把握することが可能であるためこの方法を選択した．なお，共起ネットワーク

図の作成には，無料で使用可能な樋口（2004）が開発した KH Coder を使用した．KHcoder

では Jaccard 係数に従って共起ネットワークが作成される．出現した全ての単語間に線を

描画した場合，結果の解釈が困難になるため，本研究では，出現数上位 20語を用いて Jaccard

係数の高い上位 60 の単語間に線を描画した．Jaccard 係数に関しては 5.3.2 で詳述してい

る． 

また，上記の二つの分析は，ツイートの「投稿者」の関心対象を明らかにするものであ

る．本研究では，ツイートの「閲覧者」の関心対象とその反響の大きさを定量的に把握す

るため，ツイートの被リツイート数のランキングを作成する．ツイートの内容の示す対象

と被リツイート数を示すことで，イベント内のコンテンツへの反響を定量的に把握可能で

あると考えられる． 

 

③ ツイートのポジティブ・ネガティブ分類 

投稿者の感情を明らかにするため，ツイートをポジティブツイートとネガティブツイー

トに分類する．ツイートの分類に関する研究（Purver & Stuart 2012；関・猪 2015）では機
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械学習によって自動分類が試みられている．しかし，今回の分析対象は，自動分類を行わ

なければ不可能なほどの膨大なツイート数ではないと予測される．したがって，より高精

度な分類を行うため，3 人の作業者により 1 件ずつ文章と添付された画像を確認して分類

した．なお，分類の際には，主に形容詞に着目し，記号や顔文字も分類のための参考情報

とした．例えば「(^O^)」や「♪」が含まれていればポジティブ，「( ･́_･`)」が含まれていれ

ばネガティブのように分類した． 
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6.5. 分析結果 

6.5.1.データ概要 

収集したツイート数は，1 ヶ月間で 51,277 件，イベント開催期間では 9,515 件となった．

ただし，ツイートには店舗名に「上野公園」を含む飲食店が定期的に行う機械的な自動投

稿が大量に含まれていたため，これらは事前に取り除いた．また，ツイートには多くのリ

ツイートが含まれていた．ツイートからイベント参加者の関心対象や感情の把握を試みる

際に，リツイートを含んだ場合，内容の重複によって分析結果が大きく変化してしまうた

め，リツイートは除外する必要がある． 

一方で，リツイート数を分析することでイベントに関する反響の把握を試みることが可

能である．以上の理由から，本研究では，ツイートとリツイートを区別した分析を行う．

収集したデータをツイートとリツイート（ツイートの先頭に「RT」の文字があるもの）に

分類し，再度集計したところ，リツイートを除いたツイート数は，1 ヶ月間で 29,336 件，

イベント開催期間では 3,632 件となった． 

なお，収集のキーワードにイベント名を使用しない妥当性を確認するため，上記のツイ

ートとは別に「アーツフェスタ」をキーワードとしてツイートを収集したが，収集された

のは 1 ヶ月間で 30 件であり，その中で「上野」を含むツイートは 19 件であった．したが

って，事前の想定通り，知名度が低いイベントに関するツイートを収集する際には，イベ

ント名ではなく，知名度が高く一定の量のツイート収集が期待できるキーワードを設定す

るべきであると考えられる． 
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6.5.2.各分析の結果 

① ツイート数の時系列分析 

まず，ツイート数の日変化を図 6-2 に示す．3 月 5 日～4 月 4 日の傾向としては，日が

経つごとにツイート数が徐々に増加していく傾向にあった．これは「桜」や「花見」に関

するツイートの増加に起因している可能性が高い．フェスタ開催期間の 3 月 25 日，26 日，

27 日のツイート数（リツイート除外）は，それぞれ 718 件，1,265 件，1,649 件であった．

これは開催日前後の 24 日や 28 日よりも多いが，他の週を見ても週末は平日に対してツイ

ート数が増加する傾向にあることから，増加要因はフェスタ開催によるものではないと考

えられる．また，他の週末と比較すると前週よりもツイート数が多く，翌週よりも少ない

という結果となるが，これは前述のように花見の影響である可能性が高く，ツイート数の

推移にはイベント開催による影響が表れていないと考えられる．しかし，フェスタ開催期

間の 26 日と 27 日はリツイートの数が急激に増加していることから，この期間に話題性の

高いツイートが行われ，それが多くの人にリツートされたことがわかる．これは他の週末

には見られない傾向であった． 

次に，イベント開催期間のリツイートを除いたツイート数の時間変化を図 6-3 に示す．

3 月 25 日は，フェスタ開始時間の 11 時台から 16 時台にかけてツイート数が増加傾向にあ

るものの，どの時間帯もツイート数は多くなく，また伸びも低調であった．26 日は，フェ

スタ開始前の 7 時頃からツイート数が増加し，14 時から 16 時ごろにかけてピークを迎え

ていた．27 日は，前日と同様に 7 時頃からツイート数が増加するが，フェスタ開始時間の

13 時台から急激にツイート数が増加し，15 時台にピークを迎え，16 時台から 18 時台にか

けて急減していた．以上によりフェスタが開催されている時間帯にユーザが関心を生起し

ていること，休日の土日にその傾向が顕著に現れていることがわかる．この結果に対して，

フェスタの開催日前後である 3 月 24 日と 28 日は 16 時台から 18 時台にツイート数が増加

する傾向にあり，フェスタ開催期間は平時とは異なるツイート数の推移を示していたと言

える． 

また，イベント終了後の 3 月 28 日から 4 月 3 日にかけてはツイート数が増加傾向にあ

る．4 月 1 日から 3 日のツイートにかけて「満開」「綺麗」という単語が頻出していること

から（図 6-8 図 6-9），この週末が桜のピークであり花見客が増加していたことが考えられ

る．また，4 月 4 日にツイート数が急激に減っているのは，Twitter の利用率の高い 10 代や

20 代前半のユーザが長期休みを終えたことが影響している可能性が考えられる． 
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図 6-2 ツイート数の日変化 

 

 

図 6-3 ツイート数（リツイート除外）の時間変化 
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② ツイート内容の分析 

イベント開催期間中の単語の出現数は図 6-4 の通りであり，図には頻出上位 20 語を掲

載している．ただし，ツイート収集の条件である「上野公園」は出現数が多いことが明ら

かなため，頻出語には含めていない．さらに，頻出語間の共起関係を示したものが図 6-5

である．この図では，単語同士を結ぶ線の太さによって共起関係が表されているほか，単

語の出現数が多いほど円と文字の大きさが大きく，単語の媒介中心性が高いほど円の色が

濃く表現されている．したがって図 6-5 からは「花見」，「桜」という単語の出現数が非常

に多く，これらの単語や「咲く」という単語を中心にネットワークが形成されていること

が読み取れる．この結果により，イベントの期間中も Twitter ユーザが上野公園で最も関心

をよせているのは花見であることがうかがえる．一方で，イベントに関する「藝」や「神

輿」「展示」などの単語も頻出しており，花見とは独立したネットワークを形成している．

したがって，花見には及ばないものの，イベントに対しても関心が集まっていたことや，

とりわけ藝祭御輿への関心が強いことがわかった．また，ネットワーク中に「ハムスター」

「速報」という単語が出現しているが，これは「ハムスター速報」(4)というブログの記事

を見て，その内容を引用した上で自身の感想をツイートする人が多かったためであると考

えられる．なお，内容の重複により同一の単語が繰り返し出現することを避けるため，内

容が全く同じツイートや，リツイートは分析の対象に含めていない． 

また，比較対象としてイベント開催前（3 月 18，19，20 日）と開催後（4 月 1，2，3 日）

についても同様の手法により，頻出語のグラフ（図 6-6，図 6-8）と共起ネットワーク図

（図 6-7，図 6-9）を作成した． 

イベント開催前は 3 月 20 日が上野動物園開演記念日であったことや，21 日に「春フェ

ス」というイベントが行われたことによる影響が読み取れる．これら 2 つについては，「上

野動物園」「開園」「記念」や「春」「フェス」のように頻出語にイベント名が反映されてお

りイベント名を含むツイートが多いことがうかがえる．一方で開催期間にはイベント名が

反映された単語は頻出しておらず，他のイベントに対してイベント名を含むツイートが少

なくイベントを周知させる取り組みが不足していたことが示唆された．しかし，共通して

出現しやすいイベント名ではなく，イベントの内容に関する単語（神輿など）が頻出語と

して抽出されたのはフェスタの特徴であるとも言える．また，イベント開催後に関しては，

桜の見頃であったことから，ツイート内容は花見に関するものに集中していたため，イベ

ントに関する情報は抽出されなかった． 
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図 6-4 イベント開催期間（3月25-27日）

のツイートに含まれる単語の出現数 

 

 

図 6-5 イベント開催期間（3月25-27日）

のツイートにおける頻出語の共起ネットワーク 

 

図 6-6 イベント開催前（3月18-20日）の

ツイートに含まれる単語の出現数 

 

 

図 6-7 イベント開催前（3月18-20日）の 

ツイートにおける頻出語の共起ネットワーク 
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図 6-8 イベント開催後（4月1-3日）の 

ツイートに含まれる単語の出現数 

 

 

図 6-9 イベント開催後（4月1-3日）の 

ツイートにおける頻出語の共起ネットワーク 

 

 

表 6-1 被リツイート数上位 5 ツイート 

順位 ツイート内容 被リツイート数 

1 
上野公園の広場に東京芸大の藝祭神輿が野外展示されていた．巨大オオサンショウウ

オ神輿いいなぁいいなぁ 
3,504 

2 
上野公園の藝祭神輿大ダコと破壊されるパルテノン神殿の神輿「タコと神殿」文明と

非現実存在を象徴しているそうです 
304 

3 

上野公園のオオサンショウウオ神輿．迫力がありながらも手足や体側のシワをしっか

り再現していてたまらない！尾の赤いグラデーションも美しく，そして柱の装飾まで

オオサンショウウオという凝りようｗさらに正面顔の愛くるしさ！素敵すぎる！！ 

195 

4 

上野公園の藝祭神輿オオサンショウウオを神輿の上に乗っけた「日本遺産」ボテッと

したオオサンショウウオの肉感が表現されていて GOOD!!!おおきいことはいいこと

だ 

191 

5 
上野公園の藝祭神輿神輿を背負った白猪が祭の匂いを嗅ぎつけてきた「猪勇睦神輿」

これが通りを駆け抜けぶつかり合う喧嘩神輿が見たい！ 
189 
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次に，イベント開催期間の被リツイート数のランキング（表 6-1）を見ると，上位 5 件

のツイートは全て藝祭御輿に関するツイートであり，イベント来場者だけでなく，イベン

ト非来場者を含む Twitter ユーザの関心を集めているのは，桜や花見ではなく，イベントの

展示物の藝祭御輿であることがうかがえる．この結果から，藝祭御輿への関心の高まりが，

前節で述べたような平時とは異なるツイート数の推移の要因であると考えられる． 

 

③ ツイートのポジティブ・ネガティブ分類 

これまでの分析により，イベント開催期間には平時と異なる反響があり，その要因がイ

ベントの展示物の藝祭御輿である可能性が示唆された．本研究では，それらのリアクショ

ンがポジティブであるかネガティブであるかを把握するため，リツイートを除いたツイー

トの分類を行った．分類の結果を表 6-2 に示す．まず全体傾向として，約半数のツイート

がポジティブ・ネガティブのどちらの感情にも分類することができなかった．分類可能な

ツイートの傾向としては，ポジティブなツイートの方がネガティブなツイートよりも多く，

イベント関連のツイートに限れば，ほぼ全てがポジティブなツイートであった． 

具体的にツイートの内容を見ると，藝祭御輿に関するネガティブなツイートは表 6-3 に

示した 1 件のみであり，多くのツイートは「すごい」「かっこいい」などのポジティブな表

現が含まれていた．したがって，藝祭御輿に関するツイートが増加したのはネガティブな

要因によるものではないと考えられる．イベント関連ツイートの大半が藝祭御輿に関する

ものであったが，その他には，オーケストラの指揮を体験できる企画に対するポジティブ

なツイートが散見された．他方で，ネガティブなツイートの多くは「全然咲いてない」な

ど桜の咲き具合に関する不満であった． 

 

表 6-2 イベント期間における感情別ツイート数 

ポジティブ／ネガティブ 25 日 26 日 27 日 

ポジティブ 

（イベント関連） 

228 

（16） 

385 

（123） 

566 

（294） 

ネガティブ 

（イベント関連） 

147 

（1） 

232 

（0） 

328 

（3） 

その他 

（イベント関連） 

343 

（11） 

648 

（49） 

755 

（14） 
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表 6-3 分類したツイートの一例 

ポジティブ／ネガティブ カテゴリ ツイート内容 

ポジティブ 展示 
今日は上野公園ぶらぶらしてきました．藝大の展示物すご

かった！この造形力． 

ネガティブ 展示 
上野公園ではアーツフェスタなる催しが．なんで某芸大の

卒業式といい，なんでも御輿にしたがるのか w 

ポジティブ 桜 
上野公園で桜を見てきました(^^)満開まではいかないけ

ど・・・どんどん咲き始めています(^O^)♪ 

ネガティブ 桜 最後に上野公園の桜．咲いてるのはほとんどなかった( ́･_･`) 
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6.6. 考察 

本項では 6.5 で述べた Twitter データの分析結果を用いて，イベント評価に Twitter デー

タを用いる利点について考察する．また，考察を行ううえでイベント主催者からの意見も

参考とする．意見は，調査結果の報告の場で，どの分析結果が興味深いか，今後の意思決

定の参考となるか等について非構造化の聞き取りを行った． 

まず①ツイートの時系列分析では，ツイート数をイベント開催期間と非開催日で比較す

ることで，イベント開催期間中に Twitter ユーザの関心を集める事象が起きていたことが示

唆された．また②ツイート内容の分析では，リツイート数によって，来場者だけでなく非

来場者と考えられる人々も含めた広範囲の反響を把握することもできた．一般的にイベン

ト評価に用いられるアンケート調査では，非来場者を含めた分析や時系列的な比較を行う

ことは困難であるため，今回の分析結果は Twitter データを用いることで新たに得られた知

見であると考えられる．したがって，Twitter データはイベント開催日の来場者に限らず，

イベントの非開催日や，非来場者を対象にした分析が可能であり，アンケート調査よりも

イベントの反響を広範囲に渡って把握することに適していると考えられる． 

次に，②ツイート内容の分析では，ツイートに頻出する単語とそれらの関係を分析する

ことにより，上野公園に対して日常的に寄せられる関心対象として「花見」や「桜」が存

在し，イベント開催期間中にはそれらとは独立して「神輿」に関する関心が生起していた

ことを明らかにした．この結果についてはイベント主催者から「花見と藝祭御輿のツイー

トが分かれている点がよかった」，「開催時期を検討する上で参考になる」という意見を得

ている．さらに，藝祭御輿に関するツイートの被リツイート数から，藝祭御輿が非常に話

題性の高いコンテンツであることが示唆された．藝祭御輿の人気の高さは事前から予想さ

れていたが，Twitter データでは，情報が拡散，共有されるレベルを数字として把握するこ

とができた．この結果についてイベント主催者は「藝祭御輿が注目を集めることは想定し

ていたが，これだけ反響が大きいというのは興味深い」と述べている．また，長島（2014）

も，リツイートによって反響を計測することができることが Twitter データの利点の一つで

あると述べている． 

③ツイートのポジティブ・ネガティブ分類では，イベントに関するネガティブなツイー

トが少なく，ツイート内容からは「ブースの種類が足りない」「休憩場所がない」など，イ

ベントの具体的な改善点を抽出されなかった．これは，Twitter データでは本音に近いネガ

ティブな意見が収集できるという分析前の想定とは異なる結果となった．この要因として，

事前期待の影響が考えられる．このイベントは第 1 回目の開催であり，事前告知も不足し
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ていたため，多くの来場者は事前期待が低い状態で来場していた可能性が高い．満足度は

事前期待と実際に感じた価値との差によって規定されるため，事前期待の低いこのイベン

トに対してはネガティブなツイートが少なかったと考えられる．一方で，来場者の多くが

不満を抱えていたにもかかわらず，ツイートではそれらの不満を観測できなかった可能性

も考えられる．これについては，複数のイベントにおいて Twitter の調査とアンケート調査

を並行して行い，来場者のネガティブな意見とツイートとの関係性について議論していく

必要がある． 

また，イベント主催者は，Twitter データについて「どんな人間が来て，どんなことを思

っているのかを知っておくことも参考になる」とも述べている．つまり，意見の発信者に

関する情報にアクセスすることが容易であり，その情報を踏まえて意見を確認できること

も Twitter データの利点であると考えられる．以上から，イベント評価に Twitter データを

用いることでイベント主催者にとって興味深い知見を導出することが可能であると考えら

れる．ただし，Schweidel & Wendy（2014）は，ソーシャルメディアデータの分析結果は他

の分析の補完手段として使用するべきであると指摘している．イベント評価においても，

事前に調査設計されたアンケート調査からの方が望ましい結果を得られる可能性が高いた

め，Twitter データは，探索的リサーチの手段として，あくまで既存の調査手法の補完的な

手段として使用することが望ましいと考えられる． 
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6.7. 第 6章まとめ 

本章では，イベント評価に向けた新たな探索的リサーチの手法として Twitter データを用

いた三つの分析により，イベント評価を実践した．さらにイベント主催者との議論を通じ

て，Twitter データのイベント評価への応用可能性について考察した． 

分析の結果，Twitter データを用いることで，イベントの反響を開催日や開催時間の前後

と比較可能であり，イベント期間に Twitter ユーザの関心を集める事象が起きていたことが

わかった．また，ツイートの内容を分析することで，イベントの非来場者も含めた多くの

人が関心を寄せる対象とその反響を定量的に把握することができた．このような結果を得

られることは，イベント評価に Twitter データを用いる利点であると考えられる．以上の点

から，今回の事例では，アンケート調査など，既存の手法の補完的な役割として，事前に

調査項目を設定しない探索的リサーチに使用することは可能であり，有用であることが示

唆された．しかし一方で，イベントの具体的な改善点を導出されないなどの課題も残され

た． 

本章は以下の制約のもとで行われた．6.3.3 でも述べたように，本研究での評価の対象事

例は一事例のみであり，イベント主催者の協力を得て行われたため，分析手法には可読性

が高く，経済的コストや時間的コストが安いものを選択した．また，分析の結果について

はイベント主催者から「十分な結果である」という意見を得ているが，Twitter データを用

いた分析の手法は多岐にわたり，本章で行った分析とは異なる様々な手法での分析が可能

である．例えば，投稿者の過去の投稿やプロフィールを推定する手法（Ikeda et al. 2013；池

田ら 2012；榊・松尾 2014）や，位置情報に着目した研究（Hawelka et al. 2014）などが行

われている．ただし，新たな手法を実務へ活用するにはイベント主催者のリテラシや実務

における諸問題を考慮する必要がある． 

以上の観点からも，今後は複数のイベントの評価を行い，今回の分析との比較などを通

じて，イベント主催者とともに最適な手法について議論することで方法論の一般化を目指

すべきであると考えられる．また方法論だけでなく，今回の分析で得られた知見（Twitter

データによるイベント評価の利点と欠点）についても，複数のイベント評価を通じて検証

を重ねる必要がある． 

  



第 6 章 

144 

第 6 章 補注 

(1) 上野「文化の杜」アーツフェスタは名称を変更し，後継イベントとして「TOKYO 数寄

フェス」が 2016 年 10 月 21，22，23 日に開催された． 

(2) 使用した「search/tweets」メソッドでは，指定したキーワードを含むツイートを最長で

1 週間前まで遡り，15 分間に最大 18,000 ツイートの情報を取得できる．キーワードに

加えて位置情報や使用言語を検索条件として使用できるが，これらの機能は今回の調

査では使用していない． 

(3) Twitter で使用される造語や若者言葉に対応するため，MeCab で使用される辞書に対し

て，オンライン辞書サービスの Wikipedia と，はてなキーワードに登録されている単

語を登録する処理を事前に行った． 

(4) ハムスター速報は「まとめサイト」「キュレーションサイト」と呼ばれる Web サイト

の 1 つであり，近年ではこのようなサイトがインターネット上の情報伝達において大

きな影響力を持っている． 
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第7章 結論 

7.1. 研究の流れ 

以下では，1 章から 6 章までの研究の流れを整理する． 

7.1.1.日本のデスティネーション・マーケティング 

1 章と 2 章では，本研究の背景として，日本の各地域で行われるデスティネーション・

マーケティングの現状と観光におけるソーシャルメディアデータの位置付けについて述べ

た．まず，マーケティングの視点から日本のデスティネーション・マーケティングの現状

を整理し，日本のデスティネーション・マーケティングがマーケティング 1.0 の段階に留

まっているという課題を明らかにした．次に，日本にはデスティネーション・マーケティ

ングを主導する組織である DMO が存在せず，その役割を期待される観光協会も予算不足

など多くの課題を抱えていることを明らかにした．本研究では，これらの課題の解決策の

一つとしてソーシャルメディアデータに着目した．マーケティングにおいて ICT は，プロ

モーション，製品流通，コミュニケーション，マネジメント，リサーチなど様々な場面で

活用され，顧客志向のマーケティング 2.0，社会志向のマーケティング 3.0 を実現する原動

力となった．観光分野においても ICT の影響力は強く，特にソーシャルメディアの影響が

顕著に現れている．ソーシャルメディアから取得されるソーシャルメディアデータは他の

ビッグデータと比べて安価に情報を入手することが可能であることに加え，観光者にとっ

て重要な情報源であり，観光者間での相互作用によってユーザ数や投稿数以上に影響力を

持つデータである．このソーシャルメディアデータの特徴を活かし，多くの先行研究では，

ソーシャルメディアデータを分析することで観光者の関心対象や行動を把握しようとする

試みが行われてきた．しかし，データを収集する対象のソーシャルメディアによって，得

られるデータの範囲や内容が大きく異なるにも関わらず，これらの研究では，メディアを

選定するための議論が不足していた．これは選定したメディアからどのように有益な情報

を得るかという方法論に主眼が置かれているためである．したがって，分析を行う組織や

地域の現状について，あるいは分析から得られる情報が必要となる具体的な利用場面など

については議論されていない． 

以上の背景から，3 章では，日本の観光振興組織のソーシャルメディア活用について調

査・分析を行い，その実態について整理した．この調査では，まず，可能な限り多くのユ
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ーザを対象とするため，数多く存在するソーシャルメディアの中でも，日本と世界におい

てユーザ数の多い Twitter と Facebook に対象を限定した．そしてこれらメディアの利用実

態を調査した結果，Facebook は Twitter よりも利用率が高く，重要性が高く認識されている

ことが明らかになった．さらに，Facebook の方が Twitter よりも利用目的が多様であること

も明らかになった．しかし，マーケティング・リサーチのツールとして両メディアの特性

を比較すると，Facebook から収集できる情報は非常に限定的であるのに対し，Twitter は幅

広いリサーチが可能であり，マーケティングの基礎的な分析の一つである 3C 分析を行う

ためのデータを収集することができる．実際に，Twitter の様々な用途の中でも，Twitter を

「情報収集」の手段として利用している組織は利用していない組織に対して Twitter の重要

性を高く認識しており，Twitter のリサーチツールとしての有用性がうかがえる．以上の結

果から，本研究では，日本のデスティネーション・マーケティング・リサーチにおいて今

後重要なメディアに成り得るとして，ソーシャルメディアの中でも Twitter を研究対象に選

定した． 
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7.1.2.Twitterデータによるマーケティング・リサーチ 

4 章では企業や組織による「非個人アカウント」と一般個人によるアカウントが区別さ

れていないという Twitter データの問題の解決に取り組んだ．まず，先行研究をもとに

Twitter アカウントを分類するための手法を整理し，非個人アカウントとその他のアカウン

トを分類するための手法を提案した．また，その際に，先行研究で分類に用いられている

「ツイート」は Twitter ユーザの約半数が行っていないという現状を踏まえ，ツイートでは

なく，ROM でも登録している場合が多い「ユーザプロフィール」を分類に使用した．その

結果，87.8%の正答率で非個人アカウントを分類可能なモデルを作成した．さらに，作成し

たモデルを用いて観光協会アカウントのフォロワを分類し，非個人フォロワ率の傾向を可

視化した． 

5 章では，観光振興組織が目標策定や戦略立案の際に参考となる情報を得るため，Twitter

データによる地域の特徴分析手法を提案した．提案手法では，4 章の分析と同様にユーザ

プロフィールを使用し，フォロワのユーザプロフィールにおける単語の出現傾向から特徴

量を算出した．また，地域間の類似性を感覚的に把握するため複数の特徴量を MDS によ

って低次元化し観光地ポジショニングマップを作成した．そして，Twitter データを分析し

た際に得られた結果と，既存の観光統計を分析した際に得られた結果を照らし合わせるこ

とで，Twitter データを活用することによって，人々の関心の傾向を把握できるなどの利点

を明らかにした． 

6 章では，観光振興組織が実際に施策を行った際に，それを評価し改善に繋げるための

情報を得ることを目的として，イベントを対象にしたリサーチを行った．6 章では，4 章 5

章とは異なり，ツイートを対象にした分析を行った．これは調査対象であるイベントの特

性が，「観光地」のように恒常的に多くの人々から関心を寄せられるものではなく，期間や

参加者が限定されるものであることから，ツイートによる分析の有用性が高いと考えられ

るためである．分析の結果，時系列分析によってイベントの反響が，ツイート内容の分析

によってイベント内のコンテンツへの反響が定量的に示された．これらの結果に加えてイ

ベント主催者の意見からも，反響の度合いが把握できるなど，Twitter データを用いたイベ

ント評価の有用性が示唆された． 
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7.2. 研究の発見と貢献 

本研究では，マーケティング・リサーチへのソーシャルメディアデータの活用法につい

て論じてきた．以下では，学術的意義と実学的意義の観点から，前章までの分析によって

どのような示唆が得られたのかを示す． 

7.2.1.学術的意義 

3 章では，一般的なソーシャルメディアの利用率（普及率），観光振興組織によるソーシ

ャルメディアの利用実態，各メディアから得られるデータの特性の三つの観点から，日本

のデスティネーション・マーケティングにおいて活用すべきであると考えられるメディア

として Twitter を選出した．2 章で述べたように，ソーシャルメディアデータの分析を行う

先行研究の多くは，分析対象とするメディアについては深く議論していない．しかし，3 章

で示したようにソーシャルメディアデータの特性はメディアごとに異なり，各メディアの

利用実態も利用者（組織）によって大きく異る．したがって，ソーシャルメディアデータ

を分析する際には，対象のメディアが分析の目的に適したものであるかを議論する必要が

あると考えられる． 

4章ではユーザプロフィールを用いることで Twitterアカウントを企業のような非個人ア

カウントとそれ以外のアカウントへと分類するモデルを作成した．Twitter アカウントの特

徴を明らかにしようとする先行研究（Ikeda et al. 2013；池田ら 2012）では，学習用のデー

タとしてツイートが用いられてきた．しかし，日常的にツイートを行うユーザは限られて

いるため，分析対象となるユーザも限定される．そこで本研究ではより多くのユーザから

取得可能なユーザプロフィールを使用した．ユーザプロフィールはツイートをよりも対象

ユーザを拡大できる一方で，情報量が少なくなるため先行研究では用いられてこなかった．

しかし，4 章の結果から，年齢や職業，居住地を推定するなどの詳細な分析ではなく，Twitter

アカウントを大まかな基準で分類するには，ユーザプロフィールのみでも高精度な分類が

可能である程度の情報を含蓄していることが示唆された． 

5 章では，フォロワのユーザプロフィールを使用して地域の特徴把握を試みた．分析の

結果，アニメ，ゲーム，歴史，鉄道など特定の事物に関心が偏る地域が抽出されるなど，

既存の観光統計では得られない知見を導出することができた．前述したように，ユーザプ

ロフィールは情報量が少ないため先行研究ではツイートが用いられてきた．しかし，ユー

ザから地域の特徴を読み取る際には，より多くのユーザデータを反映する必要があり，上

記のような結果が得られていることからも，マーケティング・リサーチにおいてユーザプ
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ロフィールが有用なデータの一つであることが示唆された．また，提案手法は他のソーシ

ャルメディアにも応用可能な汎用性の高い手法であるため，Instagram や Weibo など他のメ

ディアを分析することでさらなる発見が期待できる．2 章で述べたように，市町村観光協

会の多くは経営資源に乏しく，杉本・菊地（2014）で述べられているように，普遍的な価

値を持つ観光資源が存在する市町村は極少数である．したがって，日本の観光協会の大半

が競争の中で差別化戦略を選択する必要がある．ソーシャルメディアデータを分析するこ

とは，このような組織が差別化要因を検討する際に，一般的な観光者の視点から離れて，

一部の人たちに存在する限定的な需要を発見する一助となるだろう． 

6 章では 5 章までとは異なり，ツイートを分析することで限定的な期間で行われるイベ

ントに関する反響の把握を試みた．一般的にイベント評価に用いられるアンケート調査で

は，イベント開催期間にイベント来場者を対象に調査が行われる．そのため，非開催日の

動向を探ることはできない．これに対し，6 章の分析では，ツイート数の 1 日ごとの日変

化や，1 時間ごとの日変化がイベント開催時と非開催時で異なるという変化を捉えること

でイベントによる反響と考えられる特徴的なツイート数の推移が示された．また，リツイ

ートによって，イベント来場者だけでなく非来場者を含む Twitter ユーザ全体からイベント

内のコンテンツへの反響を把握することが可能であることも，アンケート調査には存在し

ない利点である．以上のように，Twitter データを用いることで既存の調査では行うことの

できない分析が可能であることが示唆された．この結果は，2 章で述べたように，ソーシ

ャルメディアデータが探索的リサーチに適したデータであることを支持していると考えら

れる． 

以上のように，本研究では，日本のデスティネーション・マーケティングや観光振興組

織の現状を踏まえてメディアを選定した後に，具体的な利用場面を設定して，ソーシャル

メディアデータから有益な知見を得るための方法論を提案した．そして実践を通じて，

Twitter データの分析におけるユーザプロフィールの有用性や，Twitter データを分析するこ

とで，特定の対象に対するユーザの関心の集中など，既存の調査手法では得られない新た

な傾向を明らかにできること，分析対象を時間・人物（組織）という二つの側面から拡大

できることなど，探索的リサーチにおけるソーシャルメディアデータの有用性を示したと

いう点で新規性の高い研究であると考えられる．本研究の成果をもとに，今後多くの研究

者によってソーシャルメディアデータを用いたマーケティング・リサーチが実践され，よ

り高度なリサーチ手法が確立されることが期待される． 
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7.2.2.実学的意義 

3 章では，市町村観光協会のソーシャルメディア利用実態を横断的に調査し，利用用途

や運営課題，導入障壁などを整理した．この調査は，観光協会のソーシャルメディア利用

実態を探った初めての調査であることに加え，調査の有効回答組織数が 351 と，ソーシャ

ルメディアに限らず，市町村観光協会を対象にした過去の調査（観光庁 2016b；日本観光

振興協会 2012）よりもサンプル数が多いことから，観光振興に携わる多くの人々にとって

新規性の高い情報源になると考えられる．また，ソーシャルメディアの運営課題や導入障

壁に予算不足を挙げる組織は比較的少なく，運営予算の少ない組織でも導入が可能である

ことが示唆された．したがって，各組織がソーシャルメディア活用するためには，人材の

獲得・育成が最優先事項であると考えられる． 

4 章では，アカウントの分類モデルを作成することで，観光協会アカウントの非個人フ

ォロワ率を算出しその傾向を把握した．その結果，多くの観光協会アカウントの非個人フ

ォロワ率がおおむね 30%程度であることや，フォロワが増加していくプロセスの初期段階

は特に非個人フォロワ率が高いことが明らかになった．非個人フォロワの多くは被フォロ

ーアカウントに関心を示す企業・組織であり，非個人フォロワ率を算出することは Twitter

上での法人顧客と個人顧客のバランスを知ることに繋がる．このバランスの最適解は明ら

かになっていないが，本研究で明らかにした傾向との相違点を探ることで，因果的リサー

チなど次なるリサーチへの示唆や，Twitter でのプロモーション戦略に繋がる示唆を得るこ

とが可能であると考えられる． 

5 章では，ソーシャルメディアデータを用いることで市町村単位の分析が可能であるこ

とを示した．表 2-4 に示したように，ローカルな DMO には，広範囲を対象とした DMO よ

りも多くの役割と責任が求められている．これは 2 章でも述べたように，ローカルな DMO

は実際に地域に所在する組織であるため，直接観光者に接し，商品やサービスを提供する

関連事業者との関わりも深い組織であるためだと考えられ，日本の市町村観光協会にも同

様のことが言えるだろう．したがって，市町村観光協会にはデータ分析に基づく戦略立案

が求められるが，既存の観光統計の多くは市町村単位では整備されていない．ソーシャル

メディアデータはこの問題を解決し，市町村観光協会がデータ分析に基づく戦略立案を実

現するための一助となるだろう． 

最後に，6 章の結果については，イベント主催者から，「開催時期を考えるうえで参考に

なる」「神輿の反響が予想以上に大きいことを知れた」などの意見を得ており，Twitter デー

タの分析結果が今後の意思決定の一助となることが示唆された．このように実践を通じて

イベント評価における Twitter データの有用性を示したことは，観光振興組織が Twitter デ
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ータを用いてイベント評価を行う契機となると考えられる．実践の場において Twitter デー

タが活用されることで，学術研究のみでは得ることのできない知見が積み重なり，日本の

デスティネーション・マーケティングにおけるイベント評価の進展が期待できる． 

以上のように，本研究では，戦略立案に向けた初期段階に使用する情報として潜在的関

心を，施策の評価を行う情報として顕在的関心を明らかにするなど，市町村観光協会によ

る具体的な利用場面を想定して Twitter データを分析したことで，多くの実学的な示唆が得

られた．これらの結果は，Hays et al.（2013）や 3 章で言及された，ソーシャルメディアの

有用性を認識していないマーケティング担当者に対して Twitter の有用性を示す一つの情

報となるだろう．今後は，マーケティング・リサーチにおけるソーシャルメディアデータ

の有用性が認識され活用されることで，日本のデスティネーション・マーケティングがデ

ータに基づくマーケティング 2.0 の段階へと進展することが望まれる． 
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7.3. 研究の課題と制約 

本節では，ソーシャルメディアデータの抱える課題と，本研究の制約について述べる． 

7.3.1.ソーシャルメディアデータの課題 

ソーシャルメディアデータには様々なバイアスが内在するため，慎重な解釈が必要であ

る．以下では，マーケティング・リサーチにおけるソーシャルメディアデータの課題につ

いて述べる． 

まず，課題として第一に挙げられるのが利用者のバイアスである．1 章でも既に述べた

ように，ソーシャルメディアユーザは限定的であり，代表的なソーシャルメディアの

Facebook や Twitter の利用者層は拡大傾向にあるものの，あくまで若年層がメインである．

したがって，市場の構成や構造を理解しようとする記述的リサーチを行うことが難しい．

また，分析結果の解釈の際にはこのバイアスを考慮する必要があるが，この利用者の偏り

は単に「年齢」に起因するものはなく，インターネットサービスを使いこなすネットリテ

ラシや，これらのサービスに対する心理的な障壁が影響していると考えられる．2017 年現

在，「若者」と呼ばれる人々の多くは 1980 年以降に生まれたデジタルネイティブ（Prensky 

2001）と呼ばれる世代であり，デジタルネイティブはコンピュータ，インターネットをネ

イティブに使いこなす高いリテラシを持つとされている（Prensky 2001）．また，大学生を

対象に行われた調査では，ソーシャルメディアユーザは大量の個人情報をソーシャルメデ

ィア上にアップロードしていると報告されており（Debatin et al. 2009），ソーシャルメディ

アへの心理的障壁の低さもうかがえる．つまり，現在ソーシャルメディアユーザが若年層

に偏っているのは，単に「年齢」が若いからではなく，現代の若年層にネットリテラシが

高く，ソーシャルメディアへの心理的な障壁が低い人たちが集まっていることが要因であ

る可能性も考えられる．したがって，ソーシャルメディアデータの分析結果は，年齢とい

う視点だけでなくネットリテラシなどの視点も踏まえた解釈が必要だと考えられる． 

次に，投稿数の解釈にも留意する必要がある．ソーシャルメディアでは同一人物による

大量の投稿や，機械的な自動投稿が頻繁に行われている．そのため，収集したい情報とは

全く関係のないツイートが収集されてしまう可能性もある．実際に 6 章の分析でも，キー

ワードとした「上野公園」とは関係のない，特定の店舗による自動投稿と考えられる同一

内容の宣伝ツイートが大量に収集された．これらの投稿をイベント評価に役立つ投稿と同

様にカウントした場合，望ましい結果が得られない可能性が高い．したがって，ソーシャ

ルメディアデータを扱う多くの研究では分析のノイズとなるデータを取り除くための条件
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を設定し，機械的あるいは人手でデータのクレンジングを行っており，本研究においても，

4 章，5 章，6 章において分析前に条件設定を行い，ノイズデータを適宜取り除いている．

しかし，この一連の作業は各分析者の知識や技術に強く依存するため，デスティネーショ

ン・マーケティング実施者への負担が大きい．したがって，ノイズデータが分析に影響を

与えないように除外する，あるいは内容に応じて価値の重み付けを行うなどの方法論を確

立し作業を簡便化することは，当該分野における新たな研究課題の一つとして挙げられる

だろう． 

また，ソーシャルメディアデータを活用するうえでのリスクについても理解しておく必

要がある．ソーシャルメディアデータは基本的に無料で公開されており，API によって容

易に取得可能である．本研究で対象とした Twitter データはその代表例と言えるだろう．し

かし，今後ソーシャルメディアデータの価値がさらに認められることで，他のアプリケー

ションのようにデータの取得方法が有料での売買のみになり，API での取得が不可能にな

ることも十分に考えられる．また，反対に代替品の出現によってソーシャルメディアユー

ザが減少し，データの価値が低下することも，過去の人気サービスの衰退から考えれば十

分にありえるため，リスクへの対応策についても議論の余地が残されている． 
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7.3.2.研究の制約 

本研究では，Twitter データの分析によってデスティネーション・マーケティングに役立

つと考えられる知見が得られた一方で，この知見が観光客の誘致などの具体的な効果に繋

がるのかという検証は行われていない．これには以下のような理由がある．まず，調査期

間の問題がある．デスティネーション・マーケティングでは，マーケティング・リサーチ

によって得られた結果をもとに戦略を立案するまでに一定の期間が必要であることに加え，

実施された戦略の効果が表れる時期も変動的である．したがって効果を検証するまでに長

い期間が必要である．次に，協力組織の問題がある．2 章でも述べたように，日本の市町

村観光協会の多くは調査分析に基づくデスティネーション・マーケティングを実施する業

務体制をとっていない．また，行政機関との関わりが深く補助金に依存した運営体制をと

っているため，先進的な取り組みに対して慎重である．以上のような観光振興組織の現状

に対し，前述のように，効果検証には長期的な協力が必要であるため，効果検証のための

協力を得ることが困難である．最後に，マーケティングの役割の問題がある．山田（2010）

は「マーケティングとは基本的に「解き方」であって「答え」ではない．マーケティング

で示される諸情報源は，様々に解釈することが可能であり，機械的に答えが出てくるわけ

ではない．」と述べている．つまり，ソーシャルメディアデータから導かれる結果はあくま

で「諸情報源」の中の一部であり，また，マーケティングを行うことが必ずしも成功には

繋がらないため，本研究で示した手法による効果を検証することは難しい． 

また，本研究では日本語のデータのみを対象にした分析が行われている．これは，対象

とした市町村観光協会の Twitter アカウントが日本語のみで情報発信をしていることが大

きな要因であるが，以下のような制約も関係している．まず，自然言語処理を行う際に多

言語を混同して分析を行うことが困難であるため，それぞれの言語ごとの分析が必要であ

り，分析に使用したツールで対応できる言語は限られている．また，分析の過程で単語の

意味の解釈が伴うが，母国語ではない言語を解釈することによる人的な誤りが分析結果に

影響を与えることが懸念される．以上の制約と，収集したデータの大半が日本語データで

あることから本研究では日本語データのみが分析の対象となった．しかし，1 章でも述べ

たように今後は訪日外国人旅行者が増加することが見込まれており，各観光振興組織が多

言語による情報発信を導入する可能性は高いと考えられる．このような変化に対応するた

め，今後は日本語以外の言語にも対応した分析手法の確立が望まれる． 

本研究では基本的に観光協会アカウントを対象としており，5 章では観光協会アカウン

トへの関心を観光地への関心として扱ったが，観光者にとって観光地を代表するアカウン

トが必ずしも観光協会のアカウントとは限らない．実際に，浦安市のように観光協会アカ
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ウントから地域の特徴が読み取れないアカウントも存在した．今後は，観光地への関心と

対応したフォロワを持つ観光関連アカウントを選定するための議論や，複数の観光関連ア

カウントを組み合わせた分析など，ソーシャルメディアデータから観光地に関する情報を

より適切に読みとるための取り組みが必要であると考えられる． 

最後に，ツイートの収集の際に適切なキーワードについては十分に議論されていない．

6 章では，イベント名とイベント開催地をキーワードとしてツイートを収集し，分析に必

要な量のツイートを収集することができた．しかし，イベントの開催場所や規模によって

は，分析に必要な量のツイートを収集できない可能性もあり，データ量を確保するための

キーワードの設定方法についても議論の余地が残されている．また，ツイートの分析手法

についても，今回の分析では実務への導入の観点から可読性の高い結果の出力を目的とし

たため，限られた手法のみを使用した．その結果，イベント主催者からは「十分な結果で

ある」という意見を得ているが，Twitter データを用いた分析手法は多岐にわたり，本研究

とは異なる様々な分析が可能である．例えば，投稿者の過去の投稿の分析（西村ら 2015）

や，フォロー関係の分析（桑野ら 2012），位置情報の分析（Hawelka et al. 2014）などが行

われている．今後はイベント主催者との協議のうえ，より高度な方法論の確立を目指す試

みが必要であろう． 
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7.4. 今後の展望 

本節では本研究全体の今後の展望について述べる． 

まず，探索的リサーチによって得た新たな視点をより具体的な戦略へと発展させるため

のソーシャルメディアデータ活用法を検討したい．現在の分析のように，フォロワの関心

対象の偏りを把握するだけでは具体的な差別化戦略に繋げることは難しい．例えば，分析

結果への影響が顕著であった「アニメ」に着目すると，1990 年代前半ごろにごく一部のア

ニメオタク・ファンたちによって始まったとされる，アニメの舞台を巡る「聖地巡礼」（岡

本 2012）は，観光地にとって一つの差別化要因であったと言える．しかし，「聖地巡礼」

は，2016 年には新語・流行語大賞を受賞し（自由国民社 2016），観光客の聖地巡礼を促進

するための組織として一般社団法人アニメツーリズム協会も設立された．当該分野はクー

ルジャパンの促進により今後ますます注目が集まることも予想され，現在の観光振興にお

いて「アニメ」は差別化要因とは呼べなくなっている． 

今後は，既に注目の集まる市場ではなく，1990 年代や 2000 年代における「聖地巡礼」

のようなニッチ市場を発見し，市場と地域の特徴を結びつけるための方法論の確立を目指

したい．そのための一つの解決策として写真や位置情報の分析が考えられる．本研究では

Twitter のユーザプロフィールやツイートのテキストを分析の対象とした．しかし，2 章で

述べた先行研究（Kurashima et al. 2013；Miah et al. 2017；Stepchenkova & Zhan 2013）のよう

に，写真や位置情報を分析することで観光者の動向を探ることが可能である．これらのデ

ータは本研究で対象としたデータよりもさらにユーザ数が限られるという制約もあるが，

差別化に向けたニッチ市場の開拓には有用であると考えられる．近年では，Google Cloud 

Vision APIのように高精度の画像分析ツールが提供されている．これらを使用することで，

日本国内だけでなく世界中の写真を対象にした膨大な量のデータ分析が可能である． 

次に，ソーシャルメディアデータを活用したマーケティング・リサーチに関して観光協

会へのインタビュー調査を行い，より実務に近い視点からの意見を取り入れることで，分

析手法の改善を目指す．前述のように，本研究で示したリサーチ手法を業務に取り入れ，

デスティネーション・マーケティングを実施する協力組織を見つけることは困難であると

考えられる．一方で，本研究では，ソーシャルメディアの利用実態を調査した際にインタ

ビュー調査への協力意向を併せて調査したが（付録 3），164 の観光協会から調査協力に前

向きな回答を得ている．今後は，これらの組織に対してインタビュー調査を行う過程で，

分析手法の改善に繋がる意見を収集するとともに，本研究の成果をより実践的に活用する

ための協力体制の構築を試みる．実務家の意見を反映し，実践を重ねることで，本研究の
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実学的な意義の向上が期待される． 

今後は本研究で提起した日本のデスティネーション・マーケティングの課題や，分析に

よって示された知見をもとに，学術分野において，多くの研究者が日本のデスティネーシ

ョン・マーケティングを進展させるための研究や，ソーシャルメディアデータを用いたマ

ーケティング・リサーチの研究が活発化することが期待される．また実務面では，デステ

ィネーション・マーケティングのみに留まらず様々な分野において，ソーシャルメディア

データを用いたマーケティング・リサーチが実践され，従来のリサーチ手法との相互作用

によって有益な情報を生み出し，各組織の意思決定の一助となることが望まれる． 
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する柔軟性に感銘を受けました．直井准教授から学んだことは私の研究人生において大き

な財産です．深く感謝申し上げます． 

副査の清水哲夫教授，沼田真也教授には，私の研究の至らない点について，多様な観点

から厳しくも温かいご指摘を賜りました．また，本論文についてだけでなく私の研究者と

しての姿勢や今後の取り組みについても温かいお言葉を頂きました．先生方に副査を引き

受けて頂いたことで，一人の研究者として成長することができました．清水教授，沼田教

授に深く感謝の意を表します． 

菊地俊夫教授，川原晋教授，岡村祐准教授には，本論文を深める上で貴重なご指摘を賜

りました．杉本興運助教，高木悦郎助教には，学生にとって身近な存在としてゼミナール

や研究発表以外の場でも日常的にご助言や励ましのお言葉を頂きました．阿曽真紀子特任

助教にはアンケート調査を行うにあたり有益なご指摘を賜りました．また，広島大学の保

坂哲朗准教授，東京大学の相尚寿助教にも研究に関する様々なご意見を頂きました．この

場をお借りして先生方に厚く御礼申し上げます． 

専修大学の森本祥一教授には，大学院に進学するにあたり多くの助言を賜るとともに，

学部から修士課程修了までの 4 年間，温かいご指導を賜りました．本論文を執筆するにあ

たっての基礎や土台は森本教授の教えによって作られたものであり，博士課程進学後も私

のことを気にかけ，導いてくれる森本教授には感謝の念に堪えません．心より感謝申し上

げます． 
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研究室の先輩である池田拓生さんには，親身になって研究に必要な技術についてご指導

して頂きました．また，江崎貴昭さん，中塚典孝さん，小池拓矢さん，中井優太郎さん，

大塚伊織さんには，日常的に研究に関する議論を何度も交わして頂くとともに，多くの有

益なご意見を頂きました．他大学から転入してきた私が，博士課程において精力的に研究

を行うことができたのは，彼らを含め，首都大学東京大学院観光科学域の学生が創り上げ

てきた研究環境のおかげです．観光科学域院生室に関わる全ての方々に心から感謝の気持

ちと御礼を申し上げます．その他にも，大谷徳さん，湯舟佑樹さん，宮坂涼さん，上原明

さん，岡野雄気さん，鍋島和弘さん，中俣良太さん，高橋環太郎さん，下里直生さんをは

じめとする先輩・後輩の皆様には，研究に関する議論に多大なご協力を頂きました．首都

大学東京大学院観光科学域および自然・文化ツーリズムコースの院生・学部生の皆様に御

礼申し上げます． 

また，私の研究の基礎は，学部から修士課程修了までの 4 年間，日常の議論を通じて多

くの知識や示唆を頂いた専修大学森本ゼミナールの先輩（1 期生），同期（2 期生），後輩（3

期生，4 期生，5 期生）の皆様とともに築いてきました．良きゼミ生に恵まれたことに深く

感謝し，今後の森本ゼミナールの益々のご発展を祈念致します． 

本論文の第 3 章を執筆するにあたり，354 の市町村の観光協会からアンケート調査への

ご回答を頂きました．貴重なお時間を割いて調査にご協力頂きました各観光協会のご担当

者の皆様に心より感謝申し上げます．また，本論文の第 6 章では，Twitter データを用いた

イベント評価を実践致しました．この結果について貴重なご意見を賜りました，上野「文

化の杜」新構想実行委員会の皆様に深く御礼申し上げます． 

最後に，この研究や今の私があるのは，長期にわたる学生生活と，学部から数え 7 年間

の研究生活を支え続けてくれた両親，祖父母，兄弟のおかげです．経済的な面での支援な

ど，多大な負担や迷惑をかけてしまったにもかかわらず，常に私の最大の理解者であり続

けてくれた家族には感謝の念にたえません．この場をお借りしてあらためて感謝申し上げ

ます．本当にありがとうございました．そして，これまでの人生において私と出会い，議

論を交わした全ての方々に感謝の意を捧げ，結びの辞と致します． 

 

2018 年 3 月 
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付録 

付録 1 2017 年 11 月現在の日本版 DMO 候補一覧（133 件） 

(a) 広域連携 DMO（2 件） 

申請区分 日本版 DMO 候補法人の名称 
マーケティング・マネジメント対象とする区域 

（自治体単位） 

広域連携 DMO （一社）中央日本総合観光機構 
富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡
県、愛知県、三重県、滋賀県 

広域連携 DMO （一財）沖縄観光コンベンションビューロー 沖縄県 

 

(b) 地域連携 DMO（52 件） 

申請区分 日本版 DMO 候補法人の名称 マーケティング・マネジメント対象とする区域 
（自治体単位） 

地域連携 DMO （公財）さんりく基金 
【岩手県】宮古市、大船渡市、久慈市、陸前高田
市、釜石市、住田町、大槌町、山田町、岩泉町、
田野畑村、 普代村、野田村、洋野町 

地域連携 DMO （一社）石巻圏観光推進機構 【宮城県】石巻市、東松島市、女川町 

地域連携 DMO （一社）宮城インバウンド DMO 
【宮城県】白石市、名取市、角田市、岩沼市、蔵
王町、七ヶ宿町、大河原町、村田町、柴田町、川
崎町、丸森 町、亘理町、山元町 

地域連携 DMO （公社）山形県観光物産協会 山形県 

地域連携 DMO （株）おもてなし山形 【山形県】山形市、上山市、天童市 

地域連携 DMO （公財）福島県観光物産交流協会 福島県 

地域連携 DMO （一社）茨城県観光物産協会 茨城県 

地域連携 DMO （一社）アントラーズホームタウン DMO（仮称）
［設立予定］ 

【茨城県】鹿嶋市、潮来市、神栖市、行方市、鉾
田市 

地域連携 DMO （公社）栃木県観光物産協会 栃木県 

地域連携 DMO （公財）群馬県観光物産国際協会 群馬県 

地域連携 DMO （特非）赤城自然塾 【群馬県】前橋市、桐生市 

地域連携 DMO （特非）NPO 産業観光学習館 【群馬県】伊勢崎市、藤岡市、富岡市、下仁田町、
【埼玉県】熊谷市、本庄市、深谷市 

地域連携 DMO （一社）渋川伊香保温泉観光協会 【群馬県】渋川市、榛東村、吉岡町 

地域連携 DMO （一社）埼玉県物産観光協会 埼玉県 

地域連携 DMO （株）南信州観光公社 
【長野県】飯田市、松川町、高森町、阿南町、阿
智村、平谷村、根羽村、下條村、売木村、天龍
村、泰阜村、 喬木村、豊丘村、大鹿村 

地域連携 DMO （一社）信州いいやま観光局 
【長野県】中野市、飯山市、山ノ内町、信濃町、
飯綱町、木島平村、野沢温泉村、栄村 【新潟県】
妙高市 

地域連携 DMO ＜仮称＞（一社）HAKUBA VALLEY プロモーシ
ョンボード［設立予定］ 【長野県】大町市、白馬村、小谷村 

地域連携 DMO （一社）木曽おんたけ観光局 【長野県】木曽町、王滝村 

地域連携 DMO （特非）ORGAN 【岐阜県】岐阜市、関市、美濃市、郡上市 

地域連携 DMO （特非）大垣観光協会 
【岐阜県】大垣市、海津市、養老町、垂井町、関
ケ原町、神戸町、輪之内町、安八町、揖斐川町、
大野町、池 田町、本巣市 

地域連携 DMO （公財）するが企画観光局 【静岡県】静岡市、島田市、焼津市、藤枝市、牧
之原市、川根本町、吉田町 
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地域連携 DMO ＜仮称＞浜松・浜名湖地域 DMO［設立予定］ 【静岡県】浜松市、湖西市 

地域連携 DMO （一社）美しい伊豆創造センター 
【静岡県】沼津市、熱海市、三島市、伊東市、下
田市、伊豆市、伊豆の国市、東伊豆町、河津町、
南伊豆町、 松崎町、西伊豆町、函南町 

地域連携 DMO （一社）愛知県観光協会 愛知県 

地域連携 DMO （一社）奥三河観光協議会 【愛知県】新城市、設楽町、東栄町、豊根村 

地域連携 DMO （一社）知多半島観光事業協会 【愛知県】南知多町、美浜町 

地域連携 DMO （公社）三重県観光連盟 三重県 

地域連携 DMO （公社）びわこビジターズビューロー 滋賀県 

地域連携 DMO （一社）森の京都地域振興社 【京都府】福知山市、綾部市、亀岡市、南丹市、
京丹波町 

地域連携 DMO （一社）京都山城地域振興社 
【京都府】宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、
木津川市、久御山町、井手町、宇治田原町、笠
置町、和束 町、 精華町、南山城村 

地域連携 DMO （一社）東大阪ツーリズム振興機構 【大阪府】東大阪市 【和歌山県】橋本市 

地域連携 DMO （一社）ノオト 【兵庫県】豊岡市、篠山市、養父市、朝来市 

地域連携 DMO （一社）瀬戸内海島めぐり協会 【兵庫県】姫路市、明石市、洲本市、南あわじ市、
淡路市 

地域連携 DMO （一社）豊岡観光イノベーション 【兵庫県】豊岡市 【京都府】京丹後市 

地域連携 DMO （一財）奈良県ビジターズビューロー 奈良県 

地域連携 DMO 
（一社）高野吉野路ツーリズムビューロー＜仮
称＞［設立予定］ 

【和歌山県】橋本市、高野町、九度山町、かつら
ぎ町、紀美野町、旧龍神村（田辺市） 
【奈良県】五條市、吉野町 【大阪府】河内長野
市 

地域連携 DMO 鳥取・因幡観光ネットワーク協議会［設立予定］ 【鳥取県】鳥取市、岩美町、智頭町、若桜町、八
頭町 【兵庫県】新温泉町、香美町 

地域連携 DMO 
中海・宍道湖・大山圏域インバウンド機構［設立
予定］ 

【鳥取県】米子市、境港市、日吉津村、大山町、
南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町 
【島根県】松江市、出雲市、安来市 

地域連携 DMO （一社）しまなみジャパン 
【広島県】尾道市 
【愛媛県】今治市、上島町 

地域連携 DMO （一社）愛媛県観光物産協会 愛媛県 

地域連携 DMO （一社）幡多広域観光協議会 【高知県】宿毛市、土佐清水市、四万十市、大月
町、三原村、黒潮町 

地域連携 DMO （一社）田川広域観光協会 【福岡県】田川市、香春町、添田町、糸田町、川
崎町、大任町、福智町、赤村 

地域連携 DMO （株）くまもとＤＭＣ 熊本県 

地域連携 DMO （株）ＫＡＳＳＥ ＪＡＰＡＮ 

【熊本県】八代市、人吉市、水俣市、氷川町、
芦北町、津奈木町、錦町、多良木町、湯前町、
水上村、相良 村、五木村、山江村、球磨村、
あさぎり町 

地域連携 DMO （公財）阿蘇地域振興デザインセンター 
【熊本県】阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、
高森町、西原村、南阿蘇村、山都町 
【大分県】竹田市 【宮崎県】高千穂町 

地域連携 DMO （公社）ツーリズムおおいた 大分県 

地域連携 DMO （公財）みやざき観光コンベンション協会 宮崎県 

地域連携 DMO （株）天晴＜仮称＞［設立予定］ 【宮崎県】日南市、串間市 

地域連携 DMO 大隅広域観光協会＜仮称＞［設立予定］ 【鹿児島県】鹿屋市、垂水市、曽於市、志布志市、
大崎町、東串良町、錦江町、南大隅町、肝付町 

地域連携 DMO （一社）あまみ大島観光物産連盟 【鹿児島県】奄美市、大和村、宇検村、瀬戸内町、
龍郷町 

地域連携 DMO （株）やさしいまち 【鹿児島県】伊佐市、さつま町 

地域連携 DMO （一社）八重山ビジターズビューロー 【沖縄県】石垣市、竹富町、与那国町 
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(c) 地域 DMO（79 件） 
 

申請区分 日本版 DMO 候補法人の名称 マーケティング・マネジメント対象とする区域 
（自治体単位） 

地域 DMO （一財）丘のまちびえい活性化協会 【北海道】美瑛町 

地域 DMO 十勝川温泉旅館協同組合 【北海道】音更町 

地域 DMO （一社）摩周湖観光協会 【北海道】弟子屈町 

地域 DMO （一財）ブナの里白神公社 【青森県】西目屋村 

地域 DMO （一社）宮古観光文化交流協会 【岩手県】宮古市 

地域 DMO （一社）気仙沼地域戦略 【宮城県】気仙沼市 

地域 DMO （一社）横手市観光推進機構 【秋田県】横手市 

地域 DMO （一社）男鹿市観光協会 【秋田県】男鹿市 

地域 DMO （株）かづの観光物産公社 【秋田県】鹿角市 

地域 DMO トラベルデザイン（株） 【秋田県】羽後町 

地域 DMO （一社）寒河江市観光物産協会 【山形県】寒河江市 

地域 DMO （一社）福島市観光コンベンション協会 【福島県】福島市 

地域 DMO （特非）土湯温泉観光まちづくり協議会 【福島県】福島市 

地域 DMO （一財）会津若松観光ビューロー 【福島県】会津若松市 

地域 DMO （一社）郡山市観光協会 【福島県】郡山市 

地域 DMO （一社）いわき観光まちづくりビューロー 【福島県】いわき市 

地域 DMO （一社）DMO 日光 【栃木県】日光市 

地域 DMO （株）大田原ツーリズム 【栃木県】大田原市 

地域 DMO （一社）安中市観光機構 【群馬県】安中市 

地域 DMO （一社）中之条町観光協会 【群馬県】中之条町 

地域 DMO （一社）草津温泉観光協会 【群馬県】草津町 

地域 DMO （一社）みなかみ町観光協会 【群馬県】みなかみ町 

地域 DMO （同）鴨川市観光プラットフォーム 【千葉県】鴨川市 

地域 DMO （一社）墨田区観光協会 【東京都】墨田区 

地域 DMO （一社）ＪＴＣＡ 【新潟県】長岡市 

地域 DMO （一社）新発田市観光協会 【新潟県】新発田市 

地域 DMO （一社）糸魚川市観光協会 【新潟県】糸魚川市 

地域 DMO 妙高観光推進協議会［設立予定］ 【新潟県】妙高市 

地域 DMO （一社）黒部・宇奈月温泉観光局 【富山県】黒部市 

地域 DMO （一社）こまつ観光物産ネットワーク 【石川県】小松市 

地域 DMO （一社）加賀市観光交流機構 【石川県】加賀市 

地域 DMO 勝山市観光まちづくり（株） 【福井県】勝山市 

地域 DMO （一社）北杜市観光協会 【山梨県】北杜市 

地域 DMO （一社）松本市アルプス山岳郷 【長野県】松本市 
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地域 DMO （一社）こもろ観光局 【長野県】小諸市 

地域 DMO （一社)信州千曲観光局 【長野県】千曲市 

地域 DMO （一社）信州とうみ観光協会 【長野県】東御市 

地域 DMO （一社）上松町観光協会 【長野県】上松町 

地域 DMO （一社）白馬村観光局 【長野県】白馬村 

地域 DMO （一社）多治見市観光協会 【岐阜県】多治見市 

地域 DMO （一社）伊豆市産業振興協議会 【静岡県】伊豆市 

地域 DMO ＜仮称＞（一社）小山町観光推進協議会［設立予
定］ 【静岡県】小山町 

地域 DMO 伊勢まちづくり(株) 【三重県】伊勢市 

地域 DMO （一社）鳥羽市観光協会 【三重県】鳥羽市 

地域 DMO （一社）相差海女文化運営協議会 【三重県】鳥羽市 

地域 DMO （一社）志摩スポーツコミッション 【三重県】志摩市 

地域 DMO （一社）伊賀上野観光協会 【三重県】伊賀市 

地域 DMO （一社）菰野町観光協会［設立予定］ 【三重県】菰野町 

地域 DMO （株）Verde 大台ツーリズム 【三重県】大台町 

地域 DMO （一社）近江八幡観光物産協会 【滋賀県】近江八幡市 

地域 DMO （一社）南丹市美山観光まちづくり協会 【京都府】南丹市 

地域 DMO （一社）大阪活性化事業実行委員会 【大阪府】大阪市 

地域 DMO 斑鳩産業（株） 【奈良県】斑鳩町 

地域 DMO （一社）和歌山市観光協会 【和歌山県】和歌山市 

地域 DMO （一社）田辺市熊野ツーリズムビューロー 【和歌山県】田辺市 

地域 DMO （一社）高野町観光協会 【和歌山県】高野町 

地域 DMO （一社）湯浅観光まちづくり推進機構（仮称）［設
立予定］ 【和歌山県】湯浅町 

地域 DMO （一社）白崎観光プラットフォーム 【和歌山県】由良町 

地域 DMO （一社）南紀白浜観光局［設立予定］ 【和歌山県】白浜町 

地域 DMO （一社）飯南町観光協会 【島根県】飯南町 

地域 DMO （企）湯原温泉活性化事業協同組合［設立予定］ 【岡山県】真庭市 

地域 DMO （一社）ビジット奈義 【岡山県】奈義町 

地域 DMO （株）kibily 【岡山県】吉備中央町 

地域 DMO （株）せとうちホールディングス 【広島県】尾道市 

地域 DMO ＜仮称＞（一社）みよし観光パートナーズ［設立
予定］ 【広島県】三次市 

地域 DMO （公社）萩市観光協会 【山口県】萩市 

地域 DMO （特非）ウォーターズ・リバイタルプロジェクト 【高知県】東洋町 

地域 DMO （特非）ＮＰＯ砂浜美術館 【高知県】黒潮町 

地域 DMO うきはの里（株） 【福岡県】うきは市 

地域 DMO （一社）起立工商協会 【佐賀県】上峰町 

地域 DMO （株）有田まちづくり公社 【佐賀県】有田町 
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地域 DMO （一社）長崎国際観光コンベンション協会 【長崎県】長崎市 

地域 DMO （株）島原観光ビューロー 【長崎県】島原市 

地域 DMO （一社）玉名観光協会 【熊本県】玉名市 

地域 DMO （一社）由布市まちづくり観光局 【大分県】由布市 

地域 DMO 小林まちづくり（株） 【宮崎県】小林市 

地域 DMO （一社）串間市観光物産協会 【宮崎県】串間市 

地域 DMO （一社）椎葉村観光協会 【宮崎県】椎葉村 

地域 DMO （株）薩摩川内市観光物産協会 【鹿児島県】薩摩川内市 
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付録 2 2017 年 11 月現在の日本版 DMO 登録一覧（41 件） 

(a) 広域連携 DMO（5 件〉 
 

申請区分 日本版 DMO の名称 
マーケティング・マネジメント対象とする区域 

（自治体単位） 

広域連携 DMO （公社）北海道観光振興機構 北海道 

広域連携 DMO （一社）東北観光推進機構 青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島
県、新潟県 

広域連携 DMO （一財）関西観光本部 福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫
県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島県 

広域連携 DMO （一社）せとうち観光推進機構 兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川
県、愛媛県 

広域連携 DMO （一社）山陰インバウンド機構 鳥取県、島根県 

 

(b) 地域連携 DMO（23 件） 
 

申請区分 日本版 DMO の名称 マーケティング・マネジメント対象とする区域 
（自治体単位） 

地域連携 DMO （一社）大雪カムイミンタラ DMO 
【北海道】旭川市、鷹栖町、東神楽町、当麻町、
比布町、愛別町、上川町、東川町 

地域連携 DMO （一社）釧路観光コンベンション協会 【北海道】釧路市、弟子屈町 

地域連携 DMO （一社）千歳観光連盟 
【北海道】苫小牧市、千歳市、恵庭市、由仁町、
長沼町、安平町 

地域連携 DMO （一社）ふらの観光協会 【北海道】美瑛町、上富良野町、中富良野町、富
良野市、南富良野町、占冠村 

地域連携 DMO （一社）秋田犬ツーリズム 
【秋田県】大館市、北秋田市、小坂町、上小阿仁
村 

地域連携 DMO （一社）秩父地域おもてなし観光公社 
【埼玉県】秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小
鹿野町 

地域連携 DMO （公財）宮ヶ瀬ダム周辺振興財団 【神奈川県】相模原市、厚木市、愛川町、清川村 

地域連携 DMO 
（一社）かながわ西観光コンベンション・ビュー
ロー 

【神奈川県】小田原市、南足柄市、中井町、大井
町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、
湯河原町 

地域連携 DMO （一社）雪国観光圏 【新潟県】湯沢町、南魚沼市、魚沼市、十日町市、
津南町 【群馬県】みなかみ町 【長野県】栄村 

地域連携 DMO （公社）とやま観光推進機構 富山県 

地域連携 DMO （公社）やまなし観光推進機構 山梨県 

地域連携 DMO （一社）八ヶ岳ツーリズムマネジメント 【山梨県】北杜市 【長野県】富士見町、原村 

地域連携 DMO （一社）長野県観光機構 長野県 

地域連携 DMO （公社）静岡県観光協会 静岡県 

地域連携 DMO （一社）近江ツーリズムボード 
【滋賀県】彦根市、近江八幡市、米原市、愛荘町、
豊郷町、甲良町、多賀町 

地域連携 DMO （一社）京都府北部地域連携都市圏振興社 
【京都府】福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、
京丹後市、伊根町、与謝野町 

地域連携 DMO （公財）大阪観光局 大阪府 

地域連携 DMO （一社）鳥取中部観光推進機構 
【鳥取県】倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、
北栄町 【岡山県】真庭市 

地域連携 DMO （一社）山口県観光連盟 山口県 

地域連携 DMO （一社）そらの郷 
【徳島県】美馬市、三好市、つるぎ町、東みよし
町 

地域連携 DMO （公社）香川県観光協会 香川県 

地域連携 DMO （公財）佐世保観光コンベンション協会 【長崎県】佐世保市、小値賀町 

地域連携 DMO （一社）豊の国千年ロマン観光圏 
【大分県】別府市、中津市、宇佐市、豊後高田市、
国東市、杵築市、日出町、姫島村 
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(c) 地域 DMO（13 件） 
 

申請区分 日本版 DMO の名称 マーケティング・マネジメント対象とする区域 
（自治体単位） 

地域 DMO （特非）阿寒観光協会まちづくり推進機構 【北海道】釧路市 

地域 DMO （一社）下仁田町観光協会 【群馬県】下仁田町 

地域 DMO （一社）小田原市観光協会 【神奈川県】小田原市 

地域 DMO （一社）金沢市観光協会 【石川県】金沢市 

地域 DMO （株）まちづくり小浜 【福井県】小浜市 

地域 DMO （株）阿智昼神観光局 【長野県】阿智村 

地域 DMO （一社)飛騨・高山観光コンベンション協会 【岐阜県】高山市 

地域 DMO （一社）下呂温泉観光協会 【岐阜県】下呂市 

地域 DMO （公社）京都市観光協会 【京都府】京都市 

地域 DMO （一財）神戸国際観光コンベンション協会 【兵庫県】神戸市 

地域 DMO （一社）DMO やつしろ 【熊本県】八代市 

地域 DMO （一社）高千穂町観光協会 【宮崎県】高千穂町 

地域 DMO （一社）北谷ツーリズムデザイン・ラボ 【沖縄県】北谷町 
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付録 3 Web アンケート資料 
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